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電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

　平成26年12月に社長をトップとした
原子力安全に関するリスクマネジメン
トの仕組・体制を社内決定し、平成27
年度から取組全体の運用を開始して
いる。体制及び仕組については、以下
のとおり。

○日々のリスク情報の抽出及び経営
層への伝達
① ＭＭ（モーニング・ミーティング）や
情報共有会議（いずれの会議も発電
管理部門担当役員出席）により、CAP
会議情報を共有
②原則毎週、発電管理部門担当役員
から経営層に対し発電所の運営状況
を報告
③CAP情報や外部ステークホルダー
（規制当局及び自治体）との折衝状況
を毎週、発電管理部門から社長及び
副社長に報告

○定期的なリスク情報の抽出及び経
営層への伝達
①社長を議長とした経営層による総合
安全推進会議（以下の②、③の会議
体を傘下に置く。）において、原子力の
安全確保に関するリスクマネジメントを
統括する。
②原子力安全リスクレビュー部会は、
外部から得られるリスク情報やＰＲＡか
ら得られるリスクなどのレビューを行
う。
③パフォーマンスレビュー会議等は、
監視指標を用いて、発電所の安全性
向上の取組み状況を定量的に捉える
ことで、改善活動が適切に行われてい
ることをレビューする。

○意思決定ルール
　上記によるリスク情報において設備
対応等が必要となる場合には、関係す
る職制にて具体的な対応方針を検討
し、役員会議等において意思決定す
る。

○第三者による意見の反映
①有識者による原子力安全に関する
社外評価委員会において、第三者的
な視点からの取組みへの指導・助言を
受ける。

　これらの仕組み構築にあたり以下を
考慮している。
・リスクマネジメントの基礎となる安全
文化の継続的善のため、WANO/INPO
「Traits of a Healthy  Nuclear Safety
Culture」を参考とした「安全文化の行
動指針」を制定（平成26年12月）し、社
員一人ひとりが日々の業務で実践して
いくことを目指す。また、安全行動の実
践状況を半期毎の社内アンケートによ
り可視化し、継続的な改善に努めてい
く。
・日々の発電所の原子力安全活動の
中に、海外の事業者の良好事例や
WANOガイドライン等の国際標準を参
考とした「パフォーマンス改善モデル」
を導入（平成26年9月）し、規程化した
（平成28年6月）。各種指標により監視
し、経営層の参加するパフォーマンス
レビュー会議で半期毎に改善事項・対
応状況を確認している。
・今後のリスクマネジメントの高度化に
あたっては、JANSIやNRRCが進めるリ
スクマネジメントに係る知見収集やレ
ビュー、リスクコミュニケーションに係る
研究成果などを積極的に活用してい
く。
・リスク情報の伝達ルート及び意思決
定ルールの構築に当たっては、明快
かつシンプルなものとなるよう考慮して
いる。

・2014年6月に “安全
性向上に向けた取組
み”を公表した後、確
率論的リスク評価結
果を始めとするリスク
情報からリスク状態
の異変を感知し、経
営判断に活かす「リス
クガバナンスの枠組
み」の検討を進めてい
る。

・社内関係部門とこれ
までに実施した枠組
みの検討を基に、詳
細な組織設計を始め
とする検討を継続し、
建設の進捗状況に合
わせた運用に向けて
準備中。経営トップを
含めた会議体・委員
会でのリスク情報の
取扱いスキームの構
築を進める。

・併せて、潜在的リス
クや劣化兆候等の検
知、是正のためＣＡＰ
導入を段階的に進め
ていく。

○2014年7月に社長（委員長）
を筆頭に経営層（委員）にて構
成される「原子力リスク検討委
員会」を設置し、原子力リスクマ
ネジメント全般に係わる指揮・
管理を行っている。
○同じく2014年7月にプラント監
視能力の向上や効果的な活動
の推進機能を強化を目的として
社内横断的な部門の人員で構
成する「特定課題検討チーム」
を発足した。ここでは、原子力リ
スク検討委員会の方針を踏ま
え、社内関係箇所及び外部関
係機関と連携しながら、原子力
リスクの分析・評価やリスク低
減策の検討等を行っている。
○特定課題検討チームによる
検討内容等は、「原子力リスク
検討委員会」に伝達・共有さ
れ、経営層による議論や意思
決定に活用されている。また、
当該委員会での審議結果は社
内指示事項等として原子力リス
クマネジメントに係る取り組み
の改善につなげられている。
○社内におけるリスクマネジメ
ントの更なる浸透を図るため，
2017年4月にリスクマネジメント
に係る方針を制定した。（「品質
方針」の解釈の中にリスクマネ
ジメントに係る取組みについて
言及し，リスクマネジメント方針
として準用。）
○リスクマネジメントに係るＪＡ
ＮＳＩの取り組みやＮＲＲＣの研
究に積極的に関与していくとと
もに、そこから得られた結果や
成果の社内への展開を適宜
図っていく。

○経営トップのコメットメント
・社長からは「世界最高水準の
安全を目指す」というビジョン
が全社に提示。これを受け、原
子力事業者として世界最高水
準を目指すために、原子力部
門の幹部である原子力リー
ダーが部門全員に対して期待
する事項を、「原子力部門マネ
ジメント指針」として文書化し、
全ての業務にこれを適用。
○リスクマネジメント体制
・原子力・立地本部長を長とし
た「原子力リスク管理会議」に
おいて、組織横断的に原子力
発電所を運営する上でのリス
クについて発生可能性や影響
を評価し、その対応方針につ
いて審議するなどにより、平常
時からリスクを認識・管理して
いる。
・経営に重大な影響を及ぼす
恐れにあるリスクについては、
社長を委員長とする「リスク管
理委員会」において審議してい
る。
・原子力リスク管理会議の下に
は、特定の事項について集中
的に検討・対応するための専
門チームを必要に応じて設置
することとしており、「ハザード
分析専門チーム」では、発生頻
度の不確かさが大きく、クリフ
エッジ性が高い事故・ハザード
に備える考え方、仕組みを整
備し、事故の発生を前提とした
対策を前提と対策の立案、実
施に取り組んでいる。
・JANSIのリスクマネジメントに
関する取組みやNRRCの研究
について、積極的に参加し、成
果を活用している。

・原子力の自主的安全性向
上への取り組み姿勢や理念
を明確にすると同時に重大な
原子力事故を二度と起こさな
いという決意から、「中部電力
グループ原子力安全憲章」を
制定した。（平成26年7月1
日）
・原子力の自主的・継続的な
安全性向上に向けた更なる
取り組みの一環として、原子
力に係るリスクの分析・評
価、対応等を審議する「原子
力安全向上会議（議場：社
長）」を設置し、原子力部門へ
のガバナンスを強化した。（平
成26年7月1日）
・全社のリスクマネジメントを
おこなう部門と実務をおこなう
部門との間のリスクコミュニ
ケーションの強化をおこなっ
た。
・原子力部門においては、原
子力部長を委員長とする会
議に自主的安全性向上の取
り組み状況を四半期毎に報
告し、進捗を管理している。
・また、原子力部門はリスク
低減に係る取り組み状況を、
直接、「原子力安全向上会
議」に報告し、審議をおこなっ
ている。

原子力安全向上会議開催実
績は継続的に実施しており、
至近では2016年11月11日に
第７回を開催した。

【経営トップのコミットメント】
・常にリスクの存在を意識した業務の遂行を図
るため，社長が定める品質方針にリスク管理の
強化を明記。(平成26年4月完了)

【メカニズムの導入（意思決定の仕組み改善）】
・リスクマネジメント会議を原子力部門に設置
し，既設の原子力品質保証推進委員会を活用
したマネジメントレビューを通して，リスク情報を
経営判断に反映するための体制を整備。さら
に，現場からトップまでの情報伝達のうちリスク
マネジメントに関するものについては，リスクマ
ネジメント会議及びその傘下のリスク情報活用
WGにて継続的に審議。(会議体の設置は平成
27年4月完了)
・リスクマネジメント会議は年２回程度開催。国
内外運転経験（OE）情報に基づく有益なリスク
情報の分析結果と対応方針等を審議。
【リスク情報対象の拡大検討】
・リスク情報活用WGは，PRA担当部署だけでな
く運転・保守等の各分野の実務者から構成し，
月１回程度の開催頻度でロードマップに係る活
動の進捗状況確認，リスク情報活用に係る情報
共有等を実施。
・リスク情報活用に係る手順については，国内
外OE情報の分析の試行結果や原子力安全推
進協会（JANSI），電力中央研究所原子力リスク
研究センター（NRRC）等の国内機関及び世界
原子力発電事業者協会（WANO），米国原子力
発電運転協会（INPO）等の海外機関の関連文
書を参考に，「リスク情報を活用した安全性向上
活動の実施手順(細則)」案を作成し，リスク情報
活用WGでの検討，リスクマネジメント会議での
審議を経て，平成28年度に制定。当該手順書
は，国内外ＯE情報，技術的新知見を幅広に収
集するとともに，その中から自プラントに活用で
きる炉心損傷に至る可能性のあるリスク情報な
どを抽出・分析し，対策検討を行うしくみ策定し
たもの。当該手順書の分析方法については，継
続的に改善を検討し，リスクマネジメント会議等
にて妥当性の確認を行い改訂。（至近では平成
29年3月改訂）
・JANSI，NRRCにて検討されたリスクマネジメン
トに係る知見・研究成果を収集するるとともに，
ロジックツリーに基づく深層防護確保のための
方策に係る情報の扱いを検討し，随時，手順書
へ反映。

＜マネジメントレビュー実績＞
・平成26年度上期マネジメントレビュー（H26年
10月14日)において，志賀2号機におけるPRAの
実施状況について審議
・平成26年度マネジメントレビュー（H27年3月17
日)において，志賀原子力発電所の自主的・継
続的な安全性向上に向けた取組（ロードマップ）
の進捗状況について審議
・平成27年度上期マネジメントレビュー（H27年
10月29日)において，ロードマップに基づくリスク
情報活用の実施方法等について審議
・平成27年度マネジメントレビュー（H28年3月23
日)において，志賀原子力発電所の自主的・継
続的な安全性向上に向けた取組（ロードマップ）
の進捗状況について審議
・平成28年度中間マネジメントレビュー（H28年
11月4日)において，リスク情報の分析・評価結
果について審議
・平成28年度マネジメントレビュー（H29年3月14
日)において，リスク情報の分析・評価結果につ
いて審議
＜リスクマネジメント会議実績＞
第1回：平成27年7月9日
第2回：平成27年9月9日
第3回：平成28年2月1日
第4回：平成28年8月8日
第5回：平成29年2月8日

【経営トップのコミットメント、方針等】
・当社グループの最上位の概念としてH28.3に
「経営理念」を新たに策定。この経営理念の中
においても「安全最優先」を経営の基軸と位置
づけている。
・上記の経営理念等の下、H28.4に３ヶ年の実
行計画として「関西電力グループ　中期経営計
画(2016-2018)」を策定。その中で、安全性のた
ゆまぬ向上に取組むことを明示するとともに、
H29.4に「中期経営計画達成にむけた重点取組
み（２０１７）」を策定し、そこにおいても、改め
て、安全最優先が経営の根幹であることを明確
にしている。
・H26.8に将来世代の従業員まで引き継いでい
く原子力安全に係わる理念を明文化した社達
「原子力発電の安全性向上への決意」を策定
し、経営層から現場第一線まで全員が共有し、
リスクマネジメントに対する経営トップのガバナ
ンスを強化している。
・H29.4に.原子力の安全性向上に係る取組みに
ついて、社会の皆さまによりわかりやすくご理
解いただくこと、計画策定をより適切に行えるこ
とを目的として、原子力安全の理念に紐付く「あ
りたい姿」を策定した。

【リスクマネジメント体制】
・原子力部門以外も含む、全ての部門の役員
等が委員として構成する「原子力安全推進委員
会」において、再発防止対策や安全文化醸成
活動などに関する議論を実施している。なお、
原子力安全推進委員会は、美浜３号機２次系
配管破損事故を受け、平成１７年４月に設置し
た、「原子力保全改革推進委員会」について、
東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえ
た原子力発電の自主的・継続的な安全への取
組みついても、推進・支援等を行うこととし、原
子力安全推進委員会に変更したものである。
・また、社外の有識者を主体とした委員で構成
される「原子力安全検証委員会」において、当
社の取り組みに対して社外有識者による助言
を受けている。なお、原子力安全検証委員会
は、美浜発電所３号機２次系配管破損事故の
発生を受け、平成１７年４月に設置した「原子力
保全改革検証委員会」に関して、東京電力福島
第一原子力発電所事故を踏まえた当社の「原
子力発電の自主的・継続的な安全への取組
み」についても助言等をいただくこととし、平成２
４年７月に名称を変更したものである。
・原子力リスクは、原子力部門が自立的に管理
することを基本とし、原子力を含む全てのリスク
をコーポレート部門担当の役員が委員として構
成する「リスク管理委員会」（平成１８年４月設
置）にて統括管理し、安全文化醸成活動に関す
る推進・支援を行う原子力安全推進委員会と情
報共有を行っている。
・加えて原子力リスクのうち、特に重要なリスク
である「放射性物質放出リスク」については、
「リスク管理委員会」の下に設置した「原子力部
会」（平成２６年６月設置）において、原子力部
門の取組みを確認・評価し、原子力部門のリス
クの管理の充実につなげてきた。さらに、平成
28年12月に「原子力リスクレビュー部会」を設置
し、原子力部会の機能を移管するとともに安全
推進委員会の下に設置し原子力のリスクマネ
ジメント全体について信頼回復の観点も含め、
体系的、総合的に審議している。
・原子力部門においては、国内外情報からリス
ク情報を特定し,同種の不適合事象が発生する
可能性の有無、水平展開の要否および対策内
容を検討する仕組みを構築・運用している。こ
の実施状況については、原子力事業本部長を
はじめとする原子力部門の幹部が参加する社
内会議において定期的に実施状況を報告し、
必要に応じ、その対策を議論し、確認を得ると
ともに、指示を受けている。また、社長にその実
施状況等を報告するとともに、社長がその状況
を直接評価・指示し、改善活動に繋げている。
・原子力事業本部長をはじめとする原子力部門
の幹部等が参加する日々のミーティングで、リ
スク情報を含む様々な情報を迅速に共有する
とともに、対応についての指示が原子力事業本
部長からなされている。さらに必要に応じ、これ
ら原子力部門内で共有された情報を経営トップ
へも伝達している。
・経営層に対しては、経営者勉強会やマネジメ
ント研修を実施することにより、リスク感受性の
向上が図られている。

・リスクマネジメントの構築
が、世界最高水準の原子
力安全を目指す上で経営
の重要課題であると位置
づけるため、社長のコミッ
トメントである「原子力品
質方針」に、「原子力安全
に係る知見や情報を収集
してリスク評価を行い、必
要な資源を確保し、原子
力安全の達成を目指す」
という条文を織り込み、平
成２６年６月１３日に社達
として公布。
・「原子力安全性向上タス
ク」を設置し、原子力技術
情報やリスク評価に基づく
対策案の検討、調整を実
施する仕組みを構築。
・「原子力部門戦略会議」
を活用し、「原子力安全性
向上タスク」が策定した対
策案の妥当性を確認し、
原子力部門の重要課題に
ついて経営層に報告。
・社長を含む経営層は、社
外機関からの提言などを
参考にトップダウンで原子
力部門に指示を出すとと
もに、各グループからの報
告を受け、リスクを低減さ
せる設備対策実施の指示
を行うなど、リスクマネジメ
ントに率先して関与。

【原子力安全性向上タスク
開催実績】
・第１回　平成２７年５月２
５日
・第２回　平成２８年９月２
６日
・第３回　平成２８年１０月
２５日
・第４回　平成２９年２月７
日
・第５回　平成２９年３月２
９日

○原子力安全に係るﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
に関するトップのﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを明確
化するため社長方針（品質方針）の
見直しを実施した。（平成27年3月）

○社長の適切な経営判断に資する
提言を行うことを目的として、部門
横断的な構成による「原子力安全リ
スク管理委員会」を設置するなど原
子力安全に係るリスクマネジメント
を強化した。

◯「原子力リスク安全管理委員会」
の開催実績は以下のとおり。
　●第１回：平成26年7月1日
　　・原子力安全リスク管理委員会
の設置について
　　・原子力の自主的安全性向上に
向けた取り組みについて
　　・原子力安全リスク管理委員会
の運営について

　●第２回：平成26年10月21日
　　・自主的安全性向上・技術・人材
ＷＧにおける当社説明について

　●第３回：平成26年11月10日
　　・原子力の自主的安全性向上に
向けた取り組みについて

　●第４回：平成27年11月20日
　　・原子力の自主的安全性向上に
向けた取り組みについて

　●第５回：平成28年11月8日
　　・原子力の自主的安全向上に向
けた取り組み状況について
　　（ＰＲＡを活用したリスクマネジメ
ントの仕組みの強化に係る検討状
況報告含む）
　　・リスク管理委員会の今後の進
め方について

○経営層によるトップマネジメント
を強化する観点から、「社内リスク
コミュニケーション会議」等を活用
し、リスクの把握に努め、リスク情
報の共有、リスクに対する各本部
の対応状況や対応の方向性など
について議論を行い、対応策を講
じている。

○社長を委員長とする「カルデラ
火山対応委員会」を設置し、カル
デラ火山に対するリスクマネジメ
ントを進めている。

○社外有識者等で構成される「原
子力の業務運営に係る点検・助
言委員会」を活用し、原子力のリ
スクに対する安全性向上への取
組みについて、第三者の視点か
ら点検・助言をいただくとともに、
委員会の提言を当社のマネジメン
トに反映している。
○また、「原子力の業務運営に係
る点検･助言委員会」の下に、「原
子力安全性向上分科会」、「原子
力コミュニケーション分科会」を設
置し、現在検討中の施策について
も、社外の専門的な知見やご意
見を踏まえながら､自主的・継続
的な安全性向上への取組みにつ
いて検討を進めている。

○経営層による原子力リスク情報
の共有化を図り、ガバナンス・リス
クマネジメント機能を強化すること
を目的に、平成29年1月に「原子
力リスクコミュニケーション会議」
を新設した。

・社長が定める品質方針
において「安全性向上に
関する取り組みについて
は，規制基準適合に満足
することなく，自らが改革
を続けるという強い覚悟で
不断の努力を重ね，より
一層の安全を目指した目
標・計画を定め，継続的に
取り組む」とコミットメントし
ており、この方針の下、リ
スク低減に一層取り組む
という強い決意で安全性
向上に取り組んでいる。
・マネジメントレビューにお
いて、社長自らが、組織の
品質マネジメントシステム
の適切性、妥当性、有効
性が維持されていることを
評価し、組織の要員が常
に「潜在リスク」を考慮して
保安活動を行うように指
示している。
・当社は、リスク管理のた
めの会議体を新たに設け
ていない。リスク情報は既
存のQMS委員会の中で扱
うこととしており、組織構
造は多重化されていな
い。
・原子力リスクを一元的に
管理する「原子力リスク管
理グループ」を本店に新
設し、リスクマネジメント体
制を再構築した。なお、泊
発電所のリスクマネジメン
ト総括部署は、「防災・安
全対策室」である。
1（３）関連
○新知見を踏まえた外部
事象のリスク評価結果、
PRAによる定量的なリスク
評価結果、ステークホル
ダーから得られた意見と
対応状況を取りまとめた
安全性向上計画につい
て、発電本部長が委員長
である「原子力安全・品質
委員会」に報告し指示を
受けるとともに、マネジメ
ントレビューなどで社長へ
報告し、指示を受ける仕
組みを構築しており、運用
状況を踏まえて適宜改善
を行うこととしている。
○新たに発出される安全
性向上に関するJANSIや
WANOの提言および
NRRCの研究成果などに
ついて積極的に取り入
れ、更なる安全性向上を
目指すこととしている。
○リスクマネジメント強化
のための体制の整備等
は、前述のとおり。
○また、安全文化の醸成
活動計画の中で、安全性
向上実現のための活動と
して、「事故から得た教訓
を再認識し、自らの意識
や行動を確認していくこと
で、安全側に意思決定す
ることの意識強化を図る」
と、「自然現象に係るリス
クを含め、潜在リスクを認
識する活動を実施し、そ
の結果生じうる問題を理
解する」を具体的活動項
目としており、安全を優先
するという強い意志を持ち
続け、リスクへの意識を根
付かせるための活動に取
り組んでいる。

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

経営トップのコ
ミットメントの下、
リスク情報を経営
判断に反映する
メカニズムの導入

１．(3) 電気事業者においては、リスク情
報とリスク低減のための方策が経営層
に適切かつ迅速に伝達され、経営判断
に活用されるよう、現場からトップまでの
情報伝達の在り方と意思決定の仕組み
を改善することが望まれる。なお、リスク
情報にはPRAによるものだけではなく、
ストレステストのような決定論的手法に
よる安全裕度解析に基づきクリフエッジ
を特定するとともに、クリフエッジまでの
距離を長くするための方策に係る情報
や、ロジックツリーに基づく深層防護確
保のための方策に係る情報を含む。

３．(2) リスク情報を活用した意思決定は
組織の風土や文化、リーダーの判断力
や指導力に依存すること、及び第三者
による意見の重要性等を踏まえ、適切
な意思決定の仕組みを構築することが
リスクマネジメント上重要である。電気事
業者においては、これらを考慮したリス
クマネジメント体制の構築が望まれる。

１．適切なリスク
ガバナンスの枠
組みの下でのリ
スクマネジメント
の実施

・NRRCを中心に、パイロットPJ推進、研究成果等の各社への水平展開、各社リスクマネジメント支援などについて検討・実施中。



参考資料

…電気事業者個社の取組   
…原子力産業界共通の取組
…原子力分野の全体の取組

北海道電力 東北電力 東京電力 中部電力 北陸電力 関西電力 中国電力 四国電力 九州電力 日本原電 電源開発

電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

○2014年7月にプラント監視能
力の向上や効果的な活動の推
進機能を強化を目的として社内
横断的な部門の人員で構成す
る「特定課題検討チーム」を発
足した。ここでは、原子力リスク
検討委員会の方針を踏まえ、
社内関係箇所及び外部関係機
関と連携しながら、原子力リス
クの分析・評価やリスク低減策
の検討等を行っている。
○プラントの安全性を継続的に
向上させていくため，原子力に
係る新たな知見の中から安全
性向上に資すると考えられる知
見を抽出し，プラントの安全性
向上につなげていくための仕組
みについて検討を行っている。
（安全性向上評価の届出を見
据えた中央大の新知見収集の
検討状況等も適宜取り込んで
いく。）
○上記仕組みの構築に向け，
他施設の不適合情報等に範囲
を限定して対象となる情報の整
理，情報のスクリーニング，評
価・分析する際の観点等につい
て試運用を通しながら検討を
行っている。
○本仕組みの構築に向け継続
して検討を進める。

○リスク情報を活用
・原子力安全を向上するため
に現場を中心として能動的にリ
スク情報を活用。
・現場力の強化のために、以
下の体制を整備済み
  - 発電所にシステムエンジニ
アリンググループを設置し、
個々の機器だけではなく、系統
としての安全機能の健全性を
監視・評価し、改善を実施。
　- 原子力安全センターを設置
し、原子力安全に関し発電所
全体を俯瞰する機能を一元化
したり、リスク情報を踏まえた
設備面・運用面の改善を提
案。
・運転／保守管理部門におい
ては、リスクモニタによるプラン
ト状態の管理を行い、日常的
な運転・保守の安全性向上を
図っている。
○PRAの実施
・リスクを定量的に把握するた
め、柏崎刈羽6、7 号機を先行
プラントとして、確率論的リスク
評価(PRA)を、グループ企業で
あるテプシスにおいて進めてい
る。内的事象L１-PRA、内的事
象L1.5-PRA、停止時L１-
PRA、地震L1-PRA、津波L1-
PRAを評価し、結果はNRAにも
示し、安全対策前後のCDF（炉
心損傷頻度）等について議論。

○原子力安全監視室による監
視
・原子力安全監視室は、原子
力安全の観点から原子力部門
また各原子力発電所の監視を
随時実施し、社長および執行
側（同部門や発電所の幹部）
に対し定期的また緊急な場合
は速やかに、提言・助言を行
う。また室長（ジョン・クロフツ）
は、社外より招聘し原子力安
全監視最高責任者として、同じ
く定期的（四半期毎）また緊急
な場合は速やかに、取締役会
へと報告、提言を行う。
・当社は海外の原子力安全の
専門家による委員会を設立
し、この委員会が原子力安全
監視室のパフォーマンスや活
動を評価し、原子力改革監視
委員会に報告しているほか、
米国の安全監視組織の幹部
からなる評価チームも同じく監
視室のパフォーマンスや活動
をレビューをしている。 また、
同室のメンバーは、INPO や
WANO によるトレーニング、社
内研修、海外のメンターの支
援を活用した研修を受け監視
能力の向上を図っている。
○内部監査室による監査
・リスク監査を定期的に実施し
ており、具体的には「原子力リ
スク管理会議」の運営に関す
る監査を実施。

第三者的な社内
原子力安全監視
機能の構築

-

リスク情報の収
集、データベース
化と具体的なリス
ク指標を活用した
プラント監視能力
の向上

-

・品質マネジメントシステ
ムの仕組みに従い、実施
部門から独立した監査組
織として「考査役（原子力
監査担当）」を設置してお
り、この監査部門による監
査を行う仕組みを構築し
ている。また、品質マネジ
メントシステムに属しない
社内の組織体にも説明
し、意見を取り入れるよう
運用している。

○リスクマネジメントの状況に
ついて内部監査部門による監
査により活動状況の監視を行っ
ている。
○2017年1月度より，本店管理
職による発電所の観察（マネジ
メントオブザベーション）の運用
を開始。
○第三者的な社内原子力安全
監視機能として下記①②のよう
な会議体の設置等について検
討を進めている。
①パフォーマンス改善に向け，
パフォーマンス指標（PI）や現場
の観察結果等について定期的
にレビューを実施する「レビュー
会議」の設置。
②原子力部門から独立した立
場の当社OBや社外有識者によ
るパフォーマンス評価を目的と
した「原子力安全評価委員会
（仮）」の設置。
○既存の「原子力のあり方に関
する有識者会議」の原子力安
全監視機能としての活用を検
討している。

・原子力部門から独立した組織である品質管理
部原子力監査室が，品質マネジメントシステム
に基づく定期的な監査を実施し，結果を社長へ
報告。監査のための事前調査として，リスクマネ
ジメント会議等に陪席し，原子力部門での検討
状況をモニタリング。
・また，当社の原子力の安全性向上や安全文化
醸成の取組み状況については，外部有識者か
らなる「原子力安全信頼会議」に年２回報告し，
委員からの意見を適宜活動に反映。
・志賀原子力発電所のより高いレベルの安全性
を目指すため，志賀原子力発電所及び原子力
部（原子力部門）の活動状況全般を監視する社
長直属の独立監視組織を設置予定。

・発電所の安全管理体制を構
築し、ＰＲＡを用いた日常管理
ツールの整備やリスク情報の
活用を推進するため、浜岡原
子力発電所内組織に「原子
力安全グループ」を設置し
た。（平成26年7月1日）　同グ
ループにおいて、リスクモニタ
の整備等のリスクに係るプラ
ント監視機能の強化等を進め
ている。
・系統状態に応じたリスク評
価結果を実施し、その結果を
発電所において毎週周知して
いる。
・原子力部門の技術系職員
に対し、リスク情報に活用に
関する意識の向上やリスク情
報活用例の習得等を目的とし
たＰＲＡに係る教育を実施し
た。
・原子力部門において、原子
力部長を委員長とする会議に
リスク低減の取組を含む自主
的安全性向上の取り組み状
況を四半期毎に報告し、進捗
を管理している。
・また、その結果は直接、「原
子力安全向上会議（議長：社
長）」に報告し、審議をおこ
なっている。

【リスク情報の収集】
・JANSI，NRRC，WANO，INPO等の国内外機関
から，技術的新知見を幅広に収集するととも
に，その中から自プラントに活用できる炉心損
傷に至る可能性のあるリスク情報などを抽出す
るためのしくみを策定。
・INPOのOE情報等を対象に重要情報の抽出作
業及び定性的リスク評価を実施中。
・リスクに対する感受性を高めるため，運転・保
守等の各分野の実務者にて，リスクマネジメント
会議等の機会を活用し，リスクマトリクス，イベ
ントツリー等を活用したリスク分析を実施中。
・国内外ＯＥ情報から得られる有益なトラブル情
報を効率的に収集するため，「インプット情報の
収集整理と分析・評価手法」を策定(平成28年3
月)。分析評価に時間を要したことから，トラブル
事象を分類化するとともに，その分析結果をパ
ターン化し，分析・評価手法(手順)を改善（平成
28年8月）。
・平成27年8月，米国プラントのPRA担当者と
Web会議を行い，PRAの活用方法について情報
交換を実施。米国プラントとの相互訪問を含
め，意見交換を継続予定。

【リスク情報のデータベース化】
・プラント固有のPRA故障率の整備方法を検討
するため，国内パイロットプラントの取組み状況
を調査。（平成27年12月）
・国内外ＯＥ情報を安全性向上の検討に活用す
るためのリスク情報としてデータベース化を実
施。今後，ＰＲＡに用いる志賀固有のデータベー
スの構築に係る方針を策定。

【プラント監視能力の向上】
・平成27年12月より，志賀2号機をモデルとした
リスクモニタの整備に着手。（運転時内的事象
レベル1PRAは平成28年度，停止時内的事象レ
ベル1PRAは平成29年度に完了予定）
・整備したリスクモニタを用いて，炉心損傷頻度
（CDF）等を指標としたプラント監視を実施するこ
とを検討中。
・PRA結果(炉心損傷頻度)を指標としたプラント
監視を可能とするため，プラント状態に応じた
日々の炉心損傷頻度を出力できるリスクモニタ
を平成29年度に導入予定。
・リスクモニタ導入・活用に向け、第11回リスク
情報活用WG（Ｈ29年6月）にて，電事連大で検
討していたリスクモニタを含めたPRAの利用方
法について情報共有。
・上記を踏まえ，H29年度に導入する停止時リス
クモニタの当面の活用方策*を策定し，関係箇
所と調整の上，リスクマネジメント会議に諮り，
方策を決定。（Ｈ29年2月）
（＊：リスクモニタのアウトプット(⊿CDF,リスク重
要度等)の見方や活用メリット，或いはPRAの限
界を理解してもらう等の啓蒙活動への活用。）

・大規模損壊を発生させる
可能性がある自然災害や
人為事象を国内外の規格
基準等を参考にリストアッ
プし、これらについて発生
頻度と影響を定量的に評
価し、主要な外部事象を
抽出し、対応手順等を整
備する。また、今後も新知
見等を収集し、継続的に
発生頻度や影響を定量的
に評価し、リスク低減の観
点から対応手順の見直し
等を検討する。
・リスク影響の監視および
必要な対応を検討する。
・4月、米国ファーストエナ
ジー社と経営層による第1
回情報交換会合を実施
し、今後の情報交換の進
め方などについて意見交
換を実施。

・本店／発電所で行う原子力の安全性
向上活動等に対し、外部の視点で監
視し、改善の確実な実行につなげるた
め、社外有識者による原子力安全に
関する社外評価委員会を設置した（平
成26年12月）。これまで３回（第３回は
平成28年10月）開催し、自主的安全性
向上活動の仕組・体制や個々の活動
について、意見や指導を受け、当社の
活動へのフィードバックに努めている。
なお、平成29年度からは、発電所や本
店等において、各委員による実務観察
や実務担当者との意見交換を開始し
た。

・社内における客観的な監視機能とし
て、発電所における原子力の安全性
向上活動の実効性を第三者的な立場
でモニタリングし、指導･助言する安全
性向上支援担当（副所長クラス）を発
電所に置いた（平成27年6月）。試運用
期間を経て、平成28年2月より本格運
用を開始し、安全文化の行動指針及
びWANO PO&Cに照らして良好事例と
改善事項を抽出し、発電所の安全性
向上に努めている。なお、平成28年度
から、東海第二発電所と敦賀発電所
の支援担当が相互の発電所を行き来
し、支援担当間でモニタリングのスキ
ル向上及び発電所の良好事例の共有
を目的に「支援担当間相互レビュー」
を実施している。

・原子力監査室による
監査を継続して実施
するとともに、社内の
リスクマネジメントの
状況について、第三
者による意見を取り
込むことのできる仕組
み（社外委員会の設
置等）を検討してい
る。

・新知見等のリスク情
報の収集、データ
ベース化を実施して
いる。

・地震・津波に加え、
それ以外の情報につ
いても収集・分析・評
価等を行う体制を整
備するなど、原子力リ
スクマネジメントの取
組み体制を順次構築
していく。

・また、設計段階にお
ける個別プラント評価
として、ＪＡＮＳＩの支
援のもと、深層防護レ
ベル４の安全対策に
ついて、ＩＡＥＡのＳＲＳ
４６に基づく充足性評
価を実施し、抽出され
た課題に対して運転
段階までに確認・整
備すべく取り組んでい
る。

【パフォーマンス改善モデルの導入】
・安全性向上に向けた広範な取り組み
状況を定量的に監視する項目（パ
フォーマンス）を設定し、指標化してい
る。具体的には、国際標準を参考とし
た「パフォーマンス改善モデル」を導入
（平成26年9月）し、規程化した（平成
28年6月）。
・発電所パフォーマンスを監視するた
めの指標は平成26年10月に27項目を
設定し運用を開始し、現在は2度の見
直しを経て40項目に拡張し、その内プ
ラント停止中においても監視可能な35
項目の指標を現在運用中である。
・指標については、日米ペアリング活
動の一貫として米国事業者のベンチ
マークを実施した。今後は、既に運用
している指標の見直しや防火、防災等
の分野毎の指標を追加するなど、引き
続き内容の充実を図っていく。また、発
電所パフォーマンスの「自己評価」の
運用を開始した。

【リスクモニターの実運用】
・ＰＲＡによるプラント監視として、リスク
モニター（PRA）を停止時リスク管理
ツールとして活用している。日々の使
用済燃料損傷頻度を発電所のCAP会
議や発電担当常務が参加する本店と
両発電所間で行う発電所情報共有会
議で毎週情報共有している。今後、出
力運転時にも発電所にて活用できるよ
う使用範囲を拡大する。

・従来より、原子力の安全性向上や安全文化醸
成活動に関する取組みなどについて、すべての
部門の役員等で構成する原子力安全推進委員
会において、全社的な視点から確認・支援する
とともに、監査部門（経営監査室）による内部監
査を実施している。
・こうした取組みについて、法律、安全、品質管
理などの社外有識者を主体とした原子力安全
検証委員会に報告し、独立的な立場から助言・
勧告を受けている。
・原子力部門以外の技術的部門の知見を踏ま
え、原子力部門の「放射性物質放出リスク」に
対するリスク管理の取組みを評価する原子力リ
スクレビュー部会を設置し、定期的に開催して
いる。
・第三者的な社内原子力安全監視機能の構築
については、他電力の知見も活用しながら客観
的に評価を行なう仕組みを構築する等、引き続
き、実効性ある安全監視機能や体制のあり方
について検討を進めていく。集団思考に陥らな
いよう、議論の活発化に取り組んでいる。

・リスクマネジメントの運用
状況を原子力部門の業務
ラインから独立した組織で
ある考査部門が監査す
る。

・原子力リスク研究セン
ターをはじめ、原子力安全
推進協会などの専門機関
等から、原子力技術情報
を幅広く収集するととも
に、リスクという視点から
分析を行い、安全性向上
につなげる仕組みを整備
中。
・原子力安全性向上タスク
で国内の自然災害事例を
収集し，島根原子力発電
所のリスクマネジメントに
活用する活動を開始（平
成２９年４月～）。
・平成２８年４月からＰＲＡ
ツールであるリスクモニタ
を用いたリスク評価を行
い、リスク情報を発信。定
検工程の作成段階からリ
スクを定量評価し、同期間
中におけるリスクを低減を
図る。（平成２９年４月より
本格運用を開始）
・設備の保全やプラント運
転技術の高度化等を図る
故障予兆監視システムの
導入。

【国内外知見の収集の充実】
・国内外知見の収集として、ＷＡＮＯ、ＩＮＰＯ、海
外原子力事業者、ＪＡＮＳＩ、ＩＮＳＳ等から国内外
の運転経験、提言、海外事例等を入手して当
社への取組みへの反映の要否等を検討し、リ
スク低減および安全性向上につながる取組み
に積極的に活用している。

【PRA活用によるリスクの定量化】
・ＰＷＲ共同の安全性向上評価用ＰＲＡ（高浜３,
４号機が代表プラント）にて、内部事象、地震、
津波の各事象に対するレベル1.5PRA評価手法
の検討、一部試評価を実施した。試評価から得
られた技術的課題について、評価精度・説明性
向上のための評価条件の見直し案を抽出し、
PWR大で協議・整理している。引き続き、リスク
分析・評価の仕組みを強化する為PRAの活用
等によるリスクの定量化を推進していく。

・高浜３号炉の定検時ＰＲＡに最新のＰＲＡモデ
ル・ツールを活用するべく、インハウス評価モデ
ルを整備し、プラント立上げ時に評価を実施予
定。

【リスク情報の収集】
・原子力発電所の設備情報と一連の保全業務
を一元管理する「原子力保全総合システム」に
ついて、その高度化を図る目的で、当該システ
ムの再構築を実施し、平成２８年５月より運用を
開始した。本システムにおいて、個別機器の故
障実績の収集等について、設備を所管する部
門（保修課等）が実施するとともに、その内容を
安全評価等を行なう部門（安全・防災室等）が
ダブルチェックする仕組みとしており、これによ
り設備を所管する部門と安全評価等を行なう部
門におけるリスク情報活用に向けた連携を強化
するとともに、個別プラントデータに基づくＰＲＡ
とその日常的な活用に向けた基盤整備を実
施。

【リスクマネジメントの充実】
・原子力事業本部の各グループにおいてリスク
マネジメントを牽引するリスク管理対応者を明
確にしている。リスク管理対応者は、各グルー
プが行うリスクアセスメント（リスク特定、分析、
評価および対策の実施）の管理を行うとともに、
予防処置プロセスの活用の要否を検討してい
る。また、発電所においても発電所内の情報を
含む国内外情報を元にリスク検討会を実施し、
対応を実施している。
・リスクアセスメントにおいて把握した重要度の
高いリスクについては、原子力事業本部長を
トップとして定期的に開催するリスク検討会に
報告し、確認を行っている。
・特に、H29.1に発生した高浜２号機クレーン倒
壊事故を踏まえ設置したリスクレビュー会議等
の仕組みにより、リスク管理や強化した安全対
策の確実な実施および確認を実施していく。

１．適切なリスク
ガバナンスの枠
組みの下でのリ
スクマネジメント
の実施

○社外有識者等で構成される「原
子力の業務運営に係る点検・助
言委員会」を活用し、原子力のリ
スクに対する安全性向上への取
組みについて、第三者の視点か
ら点検・助言をいただくとともに、
委員会の提言を当社のマネジメン
トに反映している。
○また、「原子力の業務運営に係
る点検･助言委員会」の下に、「原
子力安全性向上分科会」、「原子
力コミュニケーション分科会」を設
置し、現在検討中の施策について
も、社外の専門的な知見やご意
見を踏まえながら､自主的・継続
的な安全性向上への取組みにつ
いて検討を進めている。

○原子力安全確保には、規制要
求に捉われない自主的安全性向
上活動の積極的推進が必要なこ
とから、平成28年7月、経営管理
本部内の「原子力・保安監査部」
に、自主的安全性向上活動を点
検し、効果的活動へ導く機能を有
する組織として「原子力安全性点
検グループ」を新設した。

○平成29年1月に、経営層による
原子力リスク情報の共有化を図り
ガバナンス・リスクマネジメント機
能を強化することを目的に、「原
子力リスクコミュニケーション会
議」を新設した。

○平成29年4月の組織改正にお
いて、経営管理本部内の「原子
力・保安監査部」を、原子力に特
化した社長直轄組織の「原子力
監査室」に見直し、「安全」対策の
点検等、業務運営の監査を行うと
ともに、自主的安全性向上の働き
かけを進めていく。

・原子力部門ではない内部監
査部門が原子力部門のリス
クマネジメントの状況をモニタ
リングし、その結果を「原子力
安全向上会議（議長：社長）」
に報告している。
・また、原子力安全向上会議
は他部門管掌役員が構成員
となっており、これにより第三
者的な監視機能の構築をお
こなっている。

○川内1､2号のPRA、安全裕度評
価（ストレステスト）を実施中であ
り、これにより得られたリスク情報
を更なる安全性向上へと活用す
る。

○海外事業者との提携を強化し、
海外のリスク情報を積極的に収
集・活用している。

○プラント停止時のリスク評価
ツールとして、発電所に停止時リ
スクモニタを導入し、再稼働後の
定期検査のリスク管理活動に活
用している。

○発電所のパフォーマンスを評価
するための管理指標を設定し監視
を行うとともに、設備の保全重要度
の設定にあたり、PRAの結果を踏ま
えたリスク重要度を判断材料の1つ
として活用している。

○定検時炉心損傷リスクの管理目
標を設定し、定検時の炉心損傷リス
クが算定できるリスクモニタを用い
て定検工程を調整している。

◯継続的な安全性向上を目的と
し、対策を策定する判断や意思決
定のプロセスにリスク情報を活用す
る仕組みを検討中であり、既存のプ
ロセスに対して以下の項目を考慮
する。
・外部事象、PRA等に関する新知見
情報やJANSI提言もインプット情報
に加える
・意思決定要素として、規制基準へ
の適合等の決定論的要素に加え
て、確率論的要素としてPRAを活用
・継続的な安全性向上に資するた
め、リスク管理目標（活動方針）を
設定
また、上記仕組みの検討状況につ
いて、原子力安全リスク管理委員会
に報告している。

○集団思考に陥らないよう、原子力
本部が行うリスクマネジメントに係る
業務実施状況を第三者的に監視す
るべく、原子力監査担当の機能を
強化した。

○「原子力安全リスク管理委員会」
は、原子力部門以外の部門の役員
を中心とした委員構成としており、こ
れにより第三者的な監視機能の構
築を実施している。
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電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

社長の定めた品質方針に
従い、安全性向上の取り
組みの目標・計画を定め、
中長期的計画として提示
するとともに、品質マネジ
メントシステムに基づく実
行計画として年度計画を
定めることにより、毎年
PDCAを回す仕組みを構
築している。

○社長を委員長とする「原子力
リスク検討委員会」において、
原子力リスクマネジメントについ
て活動状況を確認していく。
○リスク情報を活用した安全性
向上の仕組みの構築に向けて
「リスク管理目標の設定」等も
踏まえ継続して検討を進める。
○ＮＲＲＣや電事連等の外部機
関における同様の取り組みも踏
まえ検討を進める。
○発電所におけるリスク管理の
一環として，2016年度より，女
川２号機においてリスクモニタ
の運用を開始した（今後も導入
済の号機のモデルの拡充やそ
の他の号機へのリスクモニタの
整備を計画的に進めていく。）。
また，当該運用にあたり，管理
値を設定し監視を行っている。

・「原子力リスク管理会議」を年
４回開催し、発電所を運営する
上でのリスクについて発生可
能性や影響度を評価し、その
対応方針について審議するこ
となどにより、リスクを把握、管
理している。
・また、クリフエッジ性が高い事
故・ハザードに関しては、ハ
ザード分析を行い、発生頻度
の不確かさが大きく、クリフエッ
ジ性が高い事故・ハザードに
備える考え方、仕組みを整備
し、事故の発生を前提とした対
策の立案、実施に取り組んで
いる。具体的には、分析対象と
して抽出した約30件の事象に
ついて、設計基準を超えるハ
ザードが発生した場合の原子
力発電施設への影響等を順次
分析している。また、分析結果
に基づき、対策実施の意思決
定に重点的に取り組み、「原子
力リスク管理会議」のもとに設
置した専門チームにて対応方
針を審議し、これまでにすべて
の事象についての対応方針を
決定した。

・発電所の運営や設備設計
へのＰＲＡの活用方法につい
て検討を継続しており、その
取り組み状況は原子力部長
を委員長とする会議に四半期
毎に報告し、進捗を管理して
いる。
・また、原子力部門はリスク
低減に係る取り組み状況を、
直接、「原子力安全向上会
議」に報告し、審議をおこなっ
ている。

【リスク管理目標の設定】
・PRA結果等を客観的に解釈し具体的な対策実
施に繋げるため，NRRCを中心に日本の産業界
としての安全目標案を検討中。
・各社の状況及び国内外の規格基準類を調査
し，当社のリスク管理目標（暫定）として，再稼
働後の運転時の炉心損傷頻度（CDF）及び停止
時CDFを検討するとともに，再稼働までの停止
時CDFについて現実的な目標を検討し，リスク
マネジメント会議で審議・決定。
・上記管理目標（暫定）を「リスク情報を活用した
安全性向上活動の実施手順（細則）」に反映。

【継続的な見直し】
・リスク管理目標（暫定）は，平成29年度下期に
導入予定の停止時リスクモニタでの評価結果を
踏まえ，必要に応じて見直しを行う予定。

【リスク評価基準】
・「リスク管理委員会」でリスク評価基準として用
いている影響度について、従来の「大」「中」
「小」に加えて、最も大きな影響度として「甚大」
というカテゴリを新規追加し、「放射性物質の放
出リスク」の影響度を「甚大」に位置づけた。

【自主的な安全目標の設定に向けた活動】
・ＮＲＲＣにおける安全目標の検討に参画し、ＩＡ
ＥＡの安全目標ヒエラルキーなど諸外国の安全
目標検討状況の把握を進めている。

・リスクモニタを用いたリス
ク評価において、リスクレ
ベルの判定基準を設定
し、必要によりリスク低減
措置を検討し、リスクの低
減を図る。
・上記リスク評価結果は，
関係者と情報共有し，必
要に応じて注意喚起を促
すとともに，比較的リスク
の高い状況においては，
経営トップへ報告してい
る。
・産業界としての安全目標
の検討状態を踏まえ、リス
ク管理目標（安全目標等）
の設定について検討中。

○品質方針（社長方針）に、原子力
安全の更なる向上を図るため、原
子力の有するリスクを常に認識し、
新しい知見の把握に努め、必要な
安全対策に積極的に取り組む旨を
規定し、PDCAを回している。

◯リスク情報を活用した意思決定プ
ロセスに係る検討において、以下の
リスク管理目標（活動方針）を素案
とし、検討を進めている。
（素案）
「新知見を踏まえた確率論的リスク
評価等の結果から、リスク上重要な
シーケンスを特定するとともに、合
理的かつ効果的なリスク低減又は
裕度向上のための改善策を継続的
に検討・実施する」

○平成26年6月に社長より発出さ
れた「品質方針」に、”当社の持つ
経験に加え、国内外の最新の知
見や教訓、社内外の第三者の視
点も活かしていく”ことにより、自
主的・継続的に安全性・信頼性並
びに技術力を向上させていくこと
が明確にされ、本方針に基づく品
質目標を毎年度策定し、その達
成に向け取り組んでいる。

○品質マネジメントシステムの枠
組みの中で、原子力発電のリスク
を合理的に実行可能な限り低減
（as low as reasonably practicable;
ALARP）していく。

・安全性向上に向けた広範な取り組み
状況を定量的に監視する項目（パ
フォーマンス）を設定し、指標化してい
る。具体的には、国際標準を参考とし
た「パフォーマンス改善モデル」を導入
（平成26年9月）し、規程化した（平成
28年6月）。
・発電所パフォーマンスを監視するた
めの指標は平成26年10月に27項目を
設定し運用を開始し、現在は2度の見
直しを経て40項目に拡張し、その内プ
ラント停止中においても監視可能な35
項目の指標を現在運用中である。
・指標については、日米ペアリング活
動の一貫として米国事業者のベンチ
マークを実施した。今後は、既に運用
している指標の見直しや防火、防災等
の各分野毎の指標を追加するなど、引
き続き内容の充実を図っていく。また、
発電所パフォーマンスの「自己評価」
の運用を開始した。（再掲）

・重大事故等対処設備等の耐震及び
耐津波に関する設計に当たっては、Ｐ
ＲＡから得られるリスク情報を活用して
設計目標を設定した。

リスク管理目標
の設定と継続的
な見直し

１．(6) 電気事業者においては、何を目
指して安全性向上を図るのか、またどの
ような方策がリスク低減上効果的かにつ
いて、目標(安全目標)を設定するととも
に、その達成度を評価するための手法
を確立することが望まれる。既にNRRC
において、東京電力福島第一原子力発
電所事故がもたらした社会的影響や外
的事象による多数基事故といった事実
を踏まえ、産業界として自主的に安全目
標を設定していこうとする動きが見られ
るが、この試みに期待する。

１．適切なリスク
ガバナンスの枠
組みの下でのリ
スクマネジメント
の実施

○これまで展開してきた訪問対
話活動や広報誌発行などによ
る地域住民とのコミュニケー
ション活動について、原子力の
リスク情報やリスク低減に向け
た取り組みも盛り込みながら、
双方向のコミュニケーションに
努めている。
○リスクコミュニケーションにつ
いて基本的な考え方について
整理し、以下の３点を中心に活
動を展開している。
  ①原子力リスクコミュニケー
ションの概念の社内共有と担い
手の育成強化
  ②ステークホルダーの声をリ
スクマネジメントに取り込む仕
組みの検討・実施
  ③「分かりやすさ」に主眼を置
いたリスク情報の整理・資料整
備
○地域とのコミュニケーション
から得られた懸念や意見等の
中からリスク情報を抽出し，リス
クマネジメントに取り込む仕組
みを構築。原子力リスク検討委
員会において検討結果を審議
し、今後の事業活動に反映して
いくための取り組みを展開して
いる。
○今後リスクコミュニケーション
活動を展開していくにあたり、
残余のリスクやＰＲＡを活用した
リスク情報の取扱いが重要と捉
えており、外部機関の研究成果
や国内外の新知見等に注視す
るとともに、より効果的な活動
に資するための方法論等につ
いて検討していく。
○コミュニケーター（リスクコミュ
ニケーションの担い手）としての
人材育成のため以下のような
取り組みを行っている。
　・エネルギーコミュニケーター
を対象とする研修内容の充実・
強化（リスクコミュニケーション
に関するカリキュラム実施、研
修内容を各事業所にフィード
バックするための勉強会開
催）。
　・エキスパートを対象としたコ
ミュニケーション（話し方、傾聴
姿勢）およびリスクコミュニケー
ションに関する研修の実施、講
師役としての支店研修への派
遣。
○リスクコミュニケーションの考
え方やこれまでに地域とのコ
ミュニケーションを通じて得られ
た懸案や意見等を整理し、コ
ミュニケーター間で共有してい
る。

○ソーシャル・コミュニケーショ
ン室による活動

招聘し、原子力部門内の社会
的感性を醸成するとともに、社
会の目線に立ったリスクコミュ
ニケーションを推進すべく設
置。
・活動スタッフ15名とリスクコ
ミュニケーター43名により活
動。原子力部門のリスク情報
の収集・分析、協力企業のモ
チベーションアップ・情報共有、
分かりやすいコンテンツ（説明
資料等）の制作などを実施して
いる。
○立地地域におけるコミュニ
ケーション
・トラブルや各廃炉事業の進捗
や課題、柏崎刈羽原子力発電
所の安全対策について、広報
部門、地域対応部門が技術部
門と連携して迅速に情報を把
握し、自治体や住民のみなさ
まへ適時適切に情報提供が行
えるよう体制を整備（技術部門
と広報部門の情報共有の要所
にリスクコミュニケーターを配
置）している。説明会等を通じ
て積極的なコミュニケーション
を展開（４月末現在、リスクコ
ミュニケーター43名）している。
・H27年4月の新潟本社設立以
降、柏崎刈羽地域を中心に新
潟県内全域の各自治体をはじ
め、各種団体や住民の方々を
訪問し、発電所の安全対策や
福島第一原子力発電所の廃
炉の取組み状況等について、
広報広聴活動を強化してい
る。柏崎刈羽地域においては、
お住いの皆さまに対して、発電
所の安全対策の状況を紹介す
るとともに、発電所視察を勧奨
する訪問活動を実施している。
新潟県全域においては、上・
中・下越それぞれに説明ブー
スを設置してコミュニケーション
を実施した。
・新潟県技術委員会において、
事故時の放射性物質の拡散
影響評価結果（新潟県および
当社から屋外１地点に72 時間
とどまっていた場合：避難等の
効果は見込まない場合）を報
告。

残余のリスクを一層低減
させることを目的とした安
全性向上計画について、
自治体、学識経験者や道
民の皆さまに説明・情報
提供し、広く意見を伺う活
動を通して、リスク認識と
課題の共有を図っていく。
・毎年ステークホルダーへ
ご説明し、リスクコミュニ
ケーション活動に関するご
意見をいただき、今後のリ
スクコミュニケーション活
動の改善活動に反映して
いる。

２．（１）
○毎年6月に公表する安
全性向上計画をステーク
ホルダーへ説明し、得ら
れた意見等を整理し、安
全性向上計画およびリス
クコミュニケーション活動
への反映している。

３．（５）
○残余のリスクを一層低
減させることを目的とした
安全性向上計画につい
て、自治体、学識経験者
や道民の皆さまに説明・
情報提供し、広く意見を伺
う活動を通して、リスク認
識と課題の共有を図って
いる。
○今後は泊発電所の更な
る安全性向上を図るた
め、外部機関におけるリス
クコミュニケーションの研
究成果の活用を進め、そ
れらの活動を通して人材
育成・確保に努める。

・社長の諮問機関として、当
社および当社グループの原
子力安全性向上に係る取り
組みに関し、社外の有識者か
ら助言・提言を受け、安全性
向上の諸活動に反映させるこ
とを目的とした「アドバイザ
リーボード」を設置した。（２０
１４年１２月１日）
・外部ステークホルダーとのリ
スクコミュニケーション強化を
目的とし、広報部門内に「コ
ミュニケーション推進グルー
プ」を設置した。（２０１５年１
月）　リスクコミュニケーション
の進め方等については「原子
力安全向上会議（議長：社
長）」に報告し、指示を受けて
対応している。
・リスクコミュニケーションの
方法については、米国の原子
力発電所への訪問や米国駐
在者からの情報も参考にしな
がら社内で検討を継続してい
る。

【アドバイザリーボードについ
ては、継続して実施しており、
至近では2016年12月21日に
第6回を開催した。

・NRRCを中心に、産業界の安全目標を設定することを目指して、検討に着手している。安全目標については、事業者にとって継続的に安全性向上を図るにあたっての全体像を示すもの、体系化された概念・しくみと考え、IAEAが提唱する階層構造を参考に、体系的な枠組みの中で事業者として具体的に実施すべき活動を検討している。

・経営トップが安全の
確保を最優先とする
原子力品質保証方針
を定め、品質目標に
は自主的、継続的な
安全性向上に係る取
組みを行うなど定め、
活動している。

　これまでの双方向コミュニケーション
活動（訪問対話活動、地域の皆さまの
ご意見を聞くモニター制度、小規模の
意見交換会や説明会、有識者やオピ
ニオンリーダーとの定例会議等を継続
実施中）を充実させてきており、地域の
皆さまが、「不安に思うこと」や「リスク
と考えること」を丁寧にお聴きし、当社
としての把握を進めている。この地域
の皆さまの声を、経営層を含む社内で
共有し、幅広い観点からリスクの把握
に努めている。また、原子力のリスク
の存在を前提として、地域の意見等を
傾聴し、リスク情報を共有することによ
り、共通の理解を広げ、リスク低減に
向けた取組みを通じて信頼関係を築
いていく。
・茨城地区において、東海第二発電所
の新規制基準への適合性確認審査の
申請に関する地域住民を対象とした説
明会を実施（①平成26年7月～平成27
年1月、②平成27年9月～12月、③平
成28年10月～11月）。
・福井地区において、敦賀2号機の新
規制基準への適合性確認審査に係る
申請に関する敦賀市内全戸及び隣
接・隣々接町の全区長様を対象とした
訪問対話活動を実施（①平成27年11
月～12月、②平成29年3月～4月）。
・平成27年4月より新たに、各事業本
部にコミュニケーターを選任（副所長級
技術職者各6名の計12名）して、原子
力安全のリスクに関するご意見等につ
いて、丁寧でわかりやすい説明を目標
に取組んでいる。 並行してコミュニ
ケーターとしてのスキル向上教育を実
施（コミュニケーションスキル向上研
修：平成27年度8回、平成28年度4
回）。

○更なる安全性向上に向けた取り
組みを行っていくに当たっては、地
域の方々へ丁寧にご説明し、ご意
見を伺い、地域と一体となってご理
解を得ながら進めていくことが重要
と考えている。

○この活動として、訪問対話活動や
見学会、懇談会、自治体訪問等を
実施しており、こうした場を通じて原
子力安全に係るリスクに対する取り
組み状況についても説明していると
ころであり、その手法について、
NRRCの研究成果等も活用しながら
検討していく。

○活動を通じて得られたご意見から
リスクや課題を抽出し、社内のリス
ク情報を活用した意思決定プロセス
に反映するよう検討を進めている。

○広報関係者を対象とした外部講
師によるリスクコミュニケーション教
育を実施すると共に、外部ステーク
ホルダーとのコミュニケーションとし
て実施している訪問対話参加者に
は社内講師による教育を実施する
ことで、スキルアップを図っている。

【リスク情報の発信】
・社外有識者が参加する原子力安全信頼会議，
地域住民や自治体等へ，リスクに対処するため
の安全性向上施策の内容について情報提供す
るとともに意見交換を継続的に実施。
・H27年5月の原子力安全信頼会議にて，残余リ
スクを把握し，リスクの分析・有効性評価を通じ
て改善策の検討を行うシステムの導入について
説明し意見交換を実施。
・地元関係者への訪問や発電所見学会を通じ
た，安全性向上のための施策等についての理
解活動は継続して実施。
・リスクコミュニケーションについて対外説明ツー
ルの策定と，それを用いた具体的なリスクコミュ
ニケーションの進め方の検討等を目的とした原
子力，広報，立地部門からなる検討タスクを設
置し，活動中。他社の活動状況，NRRCの研究
成果等を情報共有するとともに，当社のリスク
情報の定義等（外部ステークホルダーとの意見
交換で得た情報のリスクマネジメントへの活用
する体制，外部ステークホルダーとの双方向コ
ミュニケーションの在り方等）について部門横断
的な議論を実施中。
・以上の議論を通じて，リスクコミュニケーション
の実施に必要な人材を育成中。

○ステークホルダーの関心にお
応えするためには、原子力の安
全対策や新規制基準への適合性
審査の状況等をお伝えするととも
に、お客さまからの声をきめ細か
くお聴きする必要があると認識し
ている。そのためには、社員の顔
の見える形での双方向の対話が
重要と考えており、自治会や婦人
会等への訪問による説明や発電
所見学会など、フェイス・トゥ・フェ
イスのコミュニケーション活動を実
施している。

○コミュニケーション活動にあたっ
ては、当社に寄せられた声の集
約結果等を社内にフィードバック
することで、社員がステークホル
ダーの声を共有することの重要性
を理解し、真意を聴き取ろうとする
意識を涵養している。

○特に、立地地域の皆さま（自治
体、議会、自治会、商工会、漁
協、農協、婦人会等の各種団体）
に対しては、リスクコミュニケー
ションの考え方を取り入れた対話
活動（訪問活動、見学会、地域の
会合に出向いての意見交換会、
地元行事等への積極的参加な
ど）を実施し、地域の皆さまの本
音を聴く機会を創出している。
　これらの活動により得た不安や
疑問の声（避難計画の実効性・防
災の充実、放射線の人体への影
響、放射性廃棄物の最終処分問
題等）に対して、適宜経営層に諮
りながら、具体的対応策の実施や
対話用資料の作成など、各ステー
クホルダーへのフィードバックを通
じて、信頼関係の構築に努めてい
る。

・コミュニケーションの
一環として各ステーク
ホルダーに対し大間
原子力建設所の見学
会を実施、また北通り
三ヶ町村に対して全
戸訪問などを継続的
に実施している。

・専門家等によるリス
クコミュニケーション
研修を定期的に開催
し、人材育成を図って
いく。

・リスクコミュニケー
ション推進にあたり、
業界内外の説明ツー
ル・コンテンツに関す
る良好事例の収集等
を行い、更なる説明
ツール・コンテンツ等
の充実を図る。

・リスクコミュニケー
ションを通じて得られ
る社外ステークホル
ダーからのフィード
バックを適切にすくい
上げ、リスクマネジメ
ントに反映できる仕組
みについても「リスク
ガバナンスの枠組み」
のひとつとして検討を
進める。

【リスコミの推進】
・社内関係箇所による部門横断的なワーキング
グループや、原子力事業本部長をはじめとする
原子力部門の幹部が参加する社内会議での議
論等を踏まえ、当社のリスクコミュニケーション
の取組みスタンスを明確化＊するとともに、立
地地域の行政の方を中心とした約１0人の方を
対象に平成２７年２月からリスクコミュニケー
ションを開始し、行政、各議会、地元区長、地域
団体等のオピニオンの方々等を中心に継続的
に対象を拡大し、その活動の中で様々なご意
見を頂いている。
・東北、中部、四国、九州電力との意見交換会
を平成２９年２月に発足、他産業における取組
み事例の聞き取り、社外有識者との連携、
NRRC研究報告会・各種フォーラムへの出席な
ど、社外との情報交換を通じて、有用な外部知
見を収集。平成２９年３月からは、北陸電力もメ
ンバーとして参加している。

・立地周辺地域においても会議体や住民説明
会において、当社の安全性向上対策を説明す
るとともに、寄せられたご意見等を事業活動に
反映。

・特に、４０年以降の運転に対する不安・疑問に
引き続き、真摯に対応する活動に注力してお
り、少人数（６名）でのリスクコミュニケーション
を通じた広報誌の作成等を実施した。

【リスクマネジメントへの反映】
・リスコミを通じて頂いたご意見について、当社
のリスクマネジメントに反映すべき情報がない
かを、社内の関係メンバーによる会議体「リスコ
ミＷＧ」で確認し、社内のリスクマネジメントへの
適切な反映する仕組みを構築している。
・これまでいただいたご意見の中で、当社のリ
スクマネジメントへの反映すべき情報はない
が、今後も社外知見を踏まえたコンテンツの更
なる充実などにより、リスクコミュニケーションの
継続的実施、改善を図っていく。

*原子力発電の安全向上対策を継続的に実
施、福島第一原子力発電所事故のような過酷
事故を発生させない対策を徹底的に強化して
いるが、原子力発電のリスクを十分認識して、
ステークホルダーとリスク認識を共有するととも
に、さらなる安全性向上のために、ステークホ
ルダーからの情報をリスクマネジメントに反映
し、相互の信頼性を高める。

・残余のリスクがあること
を互いに認識し、継続的
な安全性向上の取り組み
を共有することで信頼関
係を構築する。
・残余のリスクがあること
を互いに認識し、継続的
な安全性向上の取り組み
を共有することで信頼関
係を構築すべく、現状分
析と課題抽出を行うため、
コミュニケーションおよび
社員の対話能力に関する
実態調査を実施。
・実態調査結果を分析し
課題を抽出。抽出された
課題を基に現状の広報活
動で不足する事項を確認
したが、震災以降、既にリ
スクを踏まえた広報活動
を実施しており、外部ス
テークホルダーからの
フィードバックも発電所や
本社で共有している。今
後は現状の取り組みを継
続するとともに、継続的な
改善にも取り組む。

外部ステークホ
ルダーとのリスク
認識と課題の共
有

２．(1) 電気事業者各社において、外部
ステークホルダーとのコミュニケーション
の場に際して、シビアアクシデントが生じ
る場合も想定したリスクコミュニケーショ
ンが求められている。また、政府におい
ても、従来約8～10km圏内と定めていた
原子力災害対策を重点的に充実すべき
地域の範囲を、東京電力福島第一原子
力発電所事故を踏まえて約30km圏内に
拡大している。こうした原子力の安全に
対する社会的関心の高まりを受けて、そ
の関心に見合う形で原子力発電のリス
クをどのような形の情報として発信して
いくか、発信した情報についての外部ス
テークホルダーからのフィードバックを自
らのリスクマネジメントにおける意思決
定にどのように活用していくのか、という
点について、更なる検討と積極的な取組
が求められる。

３．(5) 電気事業者等においては、リスク
分析やリスク管理及び外部ステークホル
ダーとのシビアアクシデントを想定したリ
スクコミュニケーションを実施する能力を
備えた人材の育成が望まれる。
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電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

○内的事象レベル２、地震・津
波レベル２の実施に向け、原子
力リスク研究センターの研究成
果等を踏まえながら導入してい
く。

２．東京
電力福島
第一原発
事故の教
訓を出発
点に実践
が求めら
れる取組

①低頻度
の事象を
見逃さな
い網羅的
なリスク
評価の実
施

－

１．(4) JANSIが進めている、個々の原子
力発電所の運転状況等を総合的に評価
する総合評価システムや各原子力発電
所の格付けを行う仕組みを早急に確立
し、第三者的な視点から電気事業者を
牽引することが望まれる。また、評価結
果を財産保険料に反映させ、電気事業
者に対し継続的な安全性向上のインセ
ンティブを与える仕組みについても早期
の導入が必要である。

インセンティブの
導入開始

１．適切なリスク
ガバナンスの枠
組みの下でのリ
スクマネジメント
の実施

ＪＡＮＳＩの機能強
化
－電力トップのコ
ミットメント強化、
ガバナンスの独
立性強化等によ
るリーダーシップ
の確立
－ 職員のプロ
パー比率の引き
上げ、INPOや
WANOとの連携
強化等

ＪＡＮＳＩによるピ
アプレッシャーの
高度化（運転実
態のピアレビュー
実施の加速）、評
価結果と財産保
険等とのリンケー
ジなど、インセン
ティブの検討

NRRCの研究成果等を踏
まえ、これまで整備した重
大事故等対策を反映した
内部事象、地震･津波のレ
ベル２PRAモデルを構築し
ていく。

○良いＰＲＡを構築するため、伊方3
号機をパイロットプラントとして、
NRRCのPRA研究に主体的に参画
し、同センター技術諮問委員会の提
言も踏まえて、電力大、NRRC等の
支援、協力を得ながら伊方発電所
に適用するPRAの国際的な水準へ
の引き上げを進めている。

○NRRCの提言等を踏まえた起因
事象の高度化、PRA用パラメータの
整備に関する検討状況について
は、当社から電事連の安全設計委
員会およびリスク情報活用推進会
議、JANSIのPRA用パラメータ整備
WGにおいて適宜説明しており、平
成27年12月9日に、他事業者に対
し、PRA用パラメータの整備に関す
る説明会を開催するなど、水平展
開に向けた取り組みを実施してい
る。

◯今後は、電力大および電中研
NRRC等の支援を得て、PWRのパイ
ロットプラントとして伊方3号機でall
modes（出力運転時、停止時他）、all
hazards（内的事象、地震、津波、内
部溢水、内部火災）のレベル１、レ
ベル２のPRA手法等の高度化を進
める。具体的には、初回の安全性
向上評価届出対象の内部事象レベ
ル１、２（出力時）、地震・津波レベ
ル１、２及び内部事象レベル１（停止
時）について、平成29年度を目途に
部分的に高度化の成果を反映す
る。引き続き、それ以外の内部溢
水、内部火災等も含めて高度化の
検討を進める。

-

・発電所の運営や設備設計
へのＰＲＡの活用方法につい
て検討を継続しており、その
取り組み状況は原子力部長
を委員長とする会議に四半期
毎に報告し、進捗を管理して
いる。
・また、原子力部門はリスク
低減に係る取り組み状況を、
直接、「原子力安全向上会
議」に報告し、審議をおこなっ
ている。

既存の原子炉で
のレベル2PRAの
実施

- ・L2-PRAの実施方法を検討中

・JANSIはこれまで、ピアレビューの質の向上に努めるとともに、新規制基準適合プラントの安全な再稼働を産業界をあげて支援してきた。また、緊急時対応能力の向上やシビアアクシデント対策の評価を行い、安全性向上への取組を進めてきた。
・引続き、国の規制と信頼関係を構築するとともに、自主規制組織として、自ら高みを目指しつつ、以下の活動等を通じて事業者の自主的安全性向上活動を牽引し、原子力施設の継続的な安全運転を実現する。
　　　・再稼働支援
　　　・ピアレビューとピアプレッシャーのサイクルの確立
　　　・ピアレビューと各種支援活動のサイクルの充実
　　　・WANO等海外機関との連携の強化
・JANSIは、事業者のリスクマネジメント体制の確立を支援するため、2014年1月、事業者に対して「原子力安全に係るリスクを考慮した安全確保体制の構築に係る提言」を発出した。INPO/WANOのガイドライン等を参考にJANSI版リスクマネジメントエクセレンスガイドラインを作成し、事業者のリスクマネジメント活動を支援している。また、自主的安全性向上の取組をテーマにアニュア
ルカンファレンスを実施するなど自主規制の意義等に係る情報発信を行っている。

・JANSIは、H28年度よりPIのみに基いた総合評価の運用を開始し、現在その評価結果の取り纏め中である。また、H29年度以降に実施するピアレビューで発電所運営評価の評点付けを行い、それを総合評価の要素として取込むこととした。

・JANSIでは、上記の総合評価結果に応じてJANSI会費の割増引きを行い、自主的安全性向上に向けた経済的インセンティブとする予定である。

・FEPCが中心となって、「電力全体の意志を束ね、課題解決に向けた対策提案をとりまとめる機能」「規制当局等に対し、産業界を代表し一貫性を持って対策提案を発信する機能」「原子力産業界の知見・能力を十分に引き出し、活用していくため、電中研等の研究機関、メーカー・ゼネコン等関係組織との連携・協働をコーディネーションする機能」などをより充実・強化していくための
方策を検討していく。

○安全性向上評価に向け、内的
事象、地震及び津波を考慮したレ
ベル２PRAを実施している。今後、
NRRCによる研究開発の結果等を
踏まえ、評価精度や説明性の向
上について検討する。

・レベル２/３ ＰＲＡや外的事象等のＰＲ
Ａについては、「原子力リスク研究セン
ター」の成果を速やかに取り込む等、
順次整備を進め、低頻度事象をも網
羅したリスク評価に活用範囲を拡大し
ていく。

効果的な安全性
向上策を追求し、
科学的・客観的
な意見集約・情
報発信を行う産
業界側の仕組み
の構築

・NRRCにおけるパイ
ロットプログラムを通
じ、レベル２ＰＲＡの知
見拡充に努め、大間
原子力発電所に対す
るレベル２PRAの実施
準備を進めている。

・また既に、メーカーと
共に大間原子力発電
所のレベル１、レベル
1．５のPRAを実施し
ている。

【レベル2PRAの実施】
・プラントに対する理解を深め，安全性向上に向
けた自主的な活動をより実効的なものにしてい
くため，自社での評価が可能となるよう志賀2号
機のPRAモデルを整備するとともに，モデル整
備を通して技術力を習得中。
・運転時内的事象レベル１PRAの自社モデルを
平成29年3月に構築。引き続き，停止時内的事
象レベル1PRAの自社モデルを平成29年度内，
運転時内的事象レベル1.5PRAの自社モデルを
平成30年度内を目途に構築中。
・将来的なリスク情報活用に必要となるPRAモ
デルの高度化に向けて，当面はNRRCのKKプロ
ジェクト，研究開発の成果等を踏まえ，順次，志
賀原子力発電所のPRA手法の高度化・評価範
囲の拡大を実施する計画。KKプロジェクト，研
究開発の成果等に係る情報は，派遣者からの
報告，NRRC会議への参画により入手。

・ＰＷＲ共同の安全性向上評価用ＰＲＡ（高浜３,
４号機が代表プラント）にて、内部事象、地震、
津波の各事象に対するレベル１PRA（炉心損傷
頻度評価）及びレベル1.5PRA（格納容器破損
頻度評価）評価手法の検討、一部試評価を実
施した。得られた技術的課題やNRRC伊方プロ
ジェクトにおける技術諮問委員会（TAC）での議
論も踏まえ評価精度・説明性向上のための評
価条件の見直し案を抽出し、PWR大で協議・整
理している。
・PWR大でのレベル１PRAおよびレベル2PRAの
試評価において得られた技術的課題に基づ
き、評価精度・説明性向上のための評価条件を
見直し、安全性向上評価PRA（高浜3号炉モデ
ル）について評価を実施中である。
・上記議論や検討を踏まえ、後続プラント（大飯
３,４号機）を対象としたプラント情報整理につい
ても、次年度早期に着手する方向で調整を実
施していく。

・確率論的リスク評価（ＰＲ
Ａ）を活用してリスク管理
を行う専門部署を整備し、
継続的にＰＲＡを実施。
・ＰＲＡの実施にあたって
は，モデル整備を通じて
技術力の向上を図ってい
る。
・レベル２ＰＲＡに係る調査
および実施計画の策定に
ついては，原子力リスク研
究センター（ＮＲＲＣ）の研
究状況，成果を踏まえ検
討中。



参考資料

…電気事業者個社の取組   
…原子力産業界共通の取組
…原子力分野の全体の取組

北海道電力 東北電力 東京電力 中部電力 北陸電力 関西電力 中国電力 四国電力 九州電力 日本原電 電源開発

電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
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１．適
切なリ
スクガ
バナン
スの枠
組み
の下で
のリス
クマネ
ジメン
トの実
施

２．東京
電力福島
第一原発
事故の教
訓を出発
点に実践
が求めら
れる取組

①低頻度
の事象を
見逃さな
い網羅的
なリスク
評価の実
施

・事業者におけるリスク情報活用を促進・支援するため、NRRC内にリスク情報活用（RIDM）推進チームを設置した（平成28年7月）。
・事業者を対象としたPRAの実務者を育成するための研修コースは、JANSIにおいて継続的に実施されてきている。この研修コースはNRRCに移管する予定であり、これも含めて、リスク情報活用に必要な技術基盤として、PRAの実施や結果の活用ができる人材の育成方策の整備について検討を進めている。

３．(2) リスク情報を活用した意思決定は
組織の風土や文化、リーダーの判断力
や指導力に依存すること、及び第三者
による意見の重要性等を踏まえ、適切
な意思決定の仕組みを構築することが
リスクマネジメント上重要である。電気事
業者においては、これらを考慮したリス
クマネジメント体制の構築が望まれる。

・PRA結果を始めとす
るリスク情報からリス
ク状態の異変を感知
し、経営判断に活か
す「リスクガバナンス
の枠組み」を構築し、
建設の進捗に合せ運
用開始すべく、社内
横断的に、詳細な組
織設計等の検討を継
続している。

・またPRA技術力につ
いては、大間原子力
発電所に対するPRA
の実施、PRAの教育・
訓練用プログラムや
外部機関による研修
プログラムの活用等
により、当社グループ
におけるPRA中核人
材の計画的育成に努
めている。

○社長の適切な経営判断に資する
提言を行うことを目的として、部門
横断的な構成による「原子力安全リ
スク管理委員会」を設置するなど原
子力安全に係るリスクマネジメント
を強化した。

○集団思考に陥らないよう、原子力
本部が行うリスクマネジメントに係る
業務実施状況を第三者的に監視す
るべく、原子力監査担当の機能を
強化した。

○PRAの活用を着実に推進する
た、原子力本部内の原子力安全に
係るリスク管理体制を充実・強化し
ている。
・原子力部にて原子力安全に係るリ
スク管理のとりまとめを行う。
・原子力保安研修所の「安全技術
研究グループ」を「原子力安全リス
ク評価グループ」とし、PRA活用を
推進する部署としてのミッションを明
確にするとともに、人材を拡充した。

○リスクマネジメント体制の強化
のため、「社内リスクコミュニケー
ション会議」設置や、第三者的な
監視機能として「原子力の業務運
営に係る点検・助言委員会」、同
委員会下に専門的・技術的な観
点から「原子力安全性向上分科
会」、リスクコミュニケーションの強
化の観点から「原子力コミュニ
ケーション分科会」を設置し、自主
的な安全性向上の取組みを監視
される仕組みとしている。
○また、経営層による原子力リス
ク情報の共有化を図ることを目的
に、平成29年1月に「原子力リスク
コミュニケーション会議」を新設
し、ガバナンス・リスクマネジメント
機能の強化を進めていく。

○ＰＲＡ活用にあたっては、本店
及び発電所にＰＲＡの実施、管理
を行う専門部署を設置するととも
に、ＪＡＮＳＩの支援のもとＰＲＡ技
術者を育成している。

○PRA要員の育成
・発電所及び本店のPRA実施体制・責
任分担を定め、以前よりPRA解析を行
う自社グループ会社との人事ローテー
ションを通じて、グループ会社大でPRA
評価業務の自営化を推進。また、社内
の研修センターにおける研修の受講
や、社外講習の受講等によりPRA技術
者を育成。これらの取組みを通じて、
PRA業務の自営化範囲を順次拡大し
ている。　尚、PRAの結果は、社長を
トップとした原子力安全に関するリスク
マネジメントの仕組・体制の中で活用さ
れる。

○PRA／リスク情報活用に係る体制整
備
・安全性向上評価のPRA及び今後の
新検査制度（ROP）の導入に向け、社
内及び自社グループ会社のPRA／リ
スク情報活用に係る体制強化につい
て、検討を行っている。

・確率論的リスク評価（ＰＲ
Ａ）を活用してリスク管理
を行う専門部署を整備し、
継続的にＰＲＡを実施。
・ＥＰＲＩ，ＪＡＮＳＩ等の教育
に参加し、ＰＲＡ専門家を
育成。
・原子力リスク研究セン
ター（ＮＲＲＣ）へ出向者を
派遣し、ＰＲＡに係る人材
を育成。
・現在運用しているリスク
モニタの開発にあたって
は，人材をメーカへ派遣
し，ＰＲＡ技術の習得を図
らせた。
・ＰＲＡの実施にあたって
は，モデル整備を通じて
技術力の向上を図ってい
る。
・リスクモニタの運用開始
後も，ＰＲＡモデルの更な
る改善点を検討すること
によって，技術力の継続
的な向上につなげてい
る。
・また，リスク情報を定期
的に発信することで，関係
者のリスクに対する感受
性の向上を継続的に図っ
ている。

【部署・人材の拡充】
①PRAモデル整備・人材育成
・PRAの直営化に向け，平成27年12月よりPRA
を専門に取り扱う外部機関に社員２名を出向さ
せ，PRA技術者を育成。
・プラントに対する理解を深め，安全性向上に向
けた自主的な活動をより実効的なものにしてい
くため，自社での評価が可能となるよう志賀2号
機のPRAモデルを整備するとともに，モデル整
備を通して技術力を習得中。
・運転時内的事象レベル１PRAの自社モデルを
平成29年3月に構築。引き続き，停止時内的事
象レベル1PRAの自社モデルを平成29年度内，
運転時内的事象レベル1.5PRAの自社モデルを
平成30年度内を目途に構築中。
・将来的なリスク情報活用に必要となるPRAモ
デルの高度化に向けて，当面はNRRCのKKプロ
ジェクト，研究開発の成果等を踏まえ，順次，志
賀原子力発電所のPRA手法の高度化・評価範
囲の拡大を実施する計画。KKプロジェクト，研
究開発の成果等に係る情報は，派遣者からの
報告，NRRC会議への参画により入手。
・PRAの実施状況について米国プラントのベン
チマークを継続実施。
・その他，PRAに関する能力向上を目的として，
JANSIやEPRIが主催するPRAに関する研修に
参加。
②ＰＲＡ用パラメータ収集
・志賀原の故障実績等のデータ（各系統の機器
の故障件数，運転時間等のデータ）から，志賀
固有の機器故障率等のパラメータを算出する計
画。平成28年度は，伊方3号機の事例を参考
に，志賀原の不適合管理システム，運転記録日
誌及び運転管理年報等から効率的に志賀原の
機器の故障実績等のデータを得る方策（データ
収集方法の枠組み）を策定。
・また，PRAを実施するために必要な系統・機器
の範囲（データ収集範囲）を策定するとともに，
RHR(A)系の一部を対象として故障実績等の
データを試行的に収集し，所要作業量を推定。
・今後，電事連大での検討状況を踏まえ，デー
タの収集範囲・収集方法を見直す予定。
③リスクに関する教育
・原子力部員のリスクに対する感受性を高める
ため，「期待事項」を整理するとともに，H29年度
教育計画を策定。また，平成28年9月に発生し
た志賀2号機原子炉建屋への雨水流入事象の
根本原因分析で組織要因として抽出された「問
いかける姿勢の不足」の再発防止対策として，
リスク予知活動を実施中。第一回目は，炉心損
傷を起こすためにはどの機器の喪失が必要で
あり，どうすれば機器の機能喪失が生じるか，
どのような条件で機能喪失となるかを考え，最
終的に炉心損傷へ至る道筋を考えていくプロセ
スを職場で討議。
④第三者意見を踏まえた意思決定の仕組みの
構築
・志賀原子力発電所のより高いレベルの安全性
を目指すため，志賀原子力発電所及び原子力
部（原子力部門）の活動状況全般を監視する社
長直属の独立監視組織を設置予定。
・設置予定の独立監視組織がリスクマネジメント
状況を監視し，社長に直接報告する仕組みを検
討中。

・原子力事業本部においては、既存の組織の
再編等を含めて「原子力安全部門」を設置し、
安全評価、ＰＲＡの活用等、原子力安全にかか
る対応を充実させている。また、発電所におい
ては、全ての原子力発電所に、所長に次ぐ職
位として「原子力安全統括」を配置し、ＰＲＡ等
を含む安全性の向上やリスク低減対策を図っ
ている。
・PRA活用に向けた体制整備として、「原子力
保全総合システム」の高度化（平成２８年５月）
に併せ、設備を所管する部署が不具合情報を
PRAの入力となる故障モードとして登録し、安
全部門が個別プラントのPRAパラメータとして機
器故障率を算出する体制を整えるとともに、最
新のＰＲＡモデルを当社・㈱原子力エンジニアリ
ング・メーカで共有して継続的にインハウスでの
リスク評価へ活用する仕組みを構築し、試運用
を開始。
・PRA評価の実務専門家を育成するEPRI PRA
専門コースへの派遣、NRRCの各研究やタスク
チームへの参画等を通じて、PRA人材の育成を
図っている。
・さらに、今後の安全性向上評価届出に合わせ
て、教育を充実していくとともに、発電所内につ
おいてリスクプロファイルの周知を実施してい
く。

・発電所の安全管理体制を構
築し、ＰＲＡを用いた日常管理
ツールの整備やリスク情報の
活用を推進するため、浜岡原
子力発電所内組織に「原子
力安全グループ」を設置し
た。（平成26年7月1日）　同グ
ループにおいて、リスクモニタ
の整備等のリスクに係るプラ
ント監視機能の強化等を進め
ている。
・原子力部門の技術系職員
に対し、リスク情報に活用に
関する意識の向上やリスク情
報活用例の習得等を目的とし
たＰＲＡに係る教育を実施し
た。また、力量向上のため
JANSI/EPRIのPRA研修を受
講した。
・設備設計にPRAを活用して
いくための人材の育成方法に
ついては検討中である。

ＰＲＡ活用の体制
整備（リスク情報
を扱う部署・人材
の拡充）

・泊発電所のリスクマネジ
メント総括部所である「防
災・安全対策室」および本
店に新設した「原子力リス
ク管理グループ」におい
て、ＰＲＡの活用やリスク
情報の包括的分析評価を
行っている。

・PRAを自ら実施できる体
制とするため、JANSI等の
セミナーへの参加による
要員養成を図る。
・ヒューマンエラーに関す
る評価として、過去不適合
情報の確認を実施し、事
故発生前の人的過誤の発
生によるリスク評価及び
PRAモデルへの反映有無
の検討を実施している。
・重大事故等対策を反映
したリスクモニタのモデル
を構築することで、技術力
の向上を図っている。

３．（２）
○リスクマネジメント強化
のための体制の整備等
は、前述のとおり。
○また、安全文化の醸成
活動計画の中で、安全性
向上実現のための活動と
して、「事故から得た教訓
を再認識し、自らの意識
や行動を確認していくこと
で、安全側に意思決定す
ることの意識強化を図る」
と、「自然現象に係るリス
クを含め、潜在リスクを認
識する活動を実施し、そ
の結果生じうる問題を理
解する」を具体的活動項
目としており、安全を優先
するという強い意志を持ち
続け、リスクへの意識を根
付かせるための活動に取
り組んでいる。

○ＰＲＡ活用推進のため以下の
ような取り組みを行っている。
　・ＰＲＡ等専門技術教育の実
施及び拡大に向けた検討。
　・ＰＲＡの自営化範囲の更なる
拡大に向けた検討。
　・リスクモニタ導入に係る教育
の実施。
　・ＰＲＡ技術力向上を目的とし
た、ＪＡＮＳＩ主催のＰＲＡに係る
教育等（中間管理層コース、専
門家教育コース等）への派遣。
　・各種セミナー・講習会等（ＥＰ
ＲＩテクノロジーセミナー等）への
参加。

○体制
・現場力の強化のために、以
下の体制を整備済み
  - 発電所にシステムエンジニ
アリンググループを設置し、
個々の機器だけではなく、系統
としての安全機能の健全性を
監視・評価し、改善を実施。
　- 原子力安全センターを設置
し、原子力安全に関し発電所
全体を俯瞰する機能を一元化
したり、リスク情報を踏まえた
設備面・運用面の改善を提
案。
○人材育成
・自社グループ内のＰＲＡ技
術。
　－グループ会社（（株）テプコ
システムズ）で育成したＰＲＡ技
術。
　－新たなＰＲＡ技術も随時取
り込み。
・発電所要員に対する原子力
安全に係る教育プログラムの
構築。
・安全評価技術について、
EPRIの研修コースを8名受講。
○緊急時対応力の強化
・安全上の重要な設備に関す
る設計、法令・規格基準、運
転、保守等に精通しているエン
ジニアとして、システムエンジ
ニアを育成し、プラント監視活
動として安全上重要な系統を
含む主要系統に対し、その系
統が期待する機能・性能を発
揮していることを機器レベルに
加えて系統レベルの広い視点
で監視することで、より信頼性
を向上させる取り組みを展開し
ている。
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電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

・NRRCでは、レベル3PRA手法の確立に向けて、米国開発の最新の確率論的環境影響評価コードWinMACCSの日本への適用性検討などの研究に取り組んでいる。

・平成26年10月1日にNRRCを設置。

＜参考：NRRC＞
・前NRC委員であるジョージ・アポストラキス博士がセンター所長に、元NRC委員長であるリチャードA・メザーブ博士がセンター顧問に、現在NRCの原子炉安全諮問委員会議長を務めるジョンW・ステットカー氏が技術諮問委員会委員長に就任しており、技術諮問委員には国内外の有識者が就任している。所長の指揮のもと、センター顧問や技術諮問委員会の指導・助言を受けなが
ら、今後PRAの高度化に向けた世界最先端の研究開発を実施していく。
・パイロットプロジェクト（PWR：四国電力伊方発電所3 号機、BWR：東京電力柏崎刈羽原子力発電所(KK)6/7 号機）を対象に、国際的な先行事例に比肩するレベルのPRA を国内で実現するための、海外専門家によるレビューを実施するとともに、その結果を電力各社に共有している。

⼟台となる研究を推進。
・事業者におけるリスク情報活用を促進・支援するため、NRRC内にリスク情報活用（RIDM）推進チームを設置（平成28年7月）。

⼟3号、柏崎刈⼟６、7号）へ展開。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年2月17日電事連公表）

・JANSIにて、EPRIの協力を得つつ、管理者層、実務者層を対象としたPRA教育訓練コースの実施などPRA技術の向上及びリスク情報の活用のための人材育成に取り組んでおり、今後ＮＲＲＣに移管する予定である。
・平成28年7月にNRRN内に設置したリスク情報活用（RIDM）推進チームにおいて、PRAレビューの体制整備について検討を進めている。

・平成26年10月1日にNRRCを設置。

・JANSIにおいて、H28年度よりPIのみに基いた総合評価の運用を開始し、現在その評価結果の取り纏め中である。また、今年度以降に実施するピアレビューで発電所運営評価の評点付けを行い、それを総合評価の要素として取込むこととしている。
・上記の総合評価結果に応じてJANSI会費の割増引きを行い、自主的安全性向上に向けた経済的インセンティブとする予定としている。

・平成26年10月1日にNRRCを設置。
・平成27年1月FEPC内に「PRA活用推進タスクチーム」発足。

・NRRCでは、産業界との意見交換の状況や技術諮問委員会の議事概要、提言レターおよびそれに対する返信レターなどをウェブサイト（日本語版、英語版）で公開している。研究成果についても、国内外のジャーナルや会議での発表を通じて積極的に公開している。これらの活動を通じて、またさらには米国電力中央研究所（EPRI）、フランス電力（EDF）、アイダホ国立研究所（INL）、
米国原子力規制委員会（NRC）を始めとする海外関連機関との連携を進めながら、多国間での情報共有を進めている。

・NRRCでは、リスク情報活用（RIDM）推進チームの設置に伴い、原子力安全推進協会(JANSI)から「信頼性データシステム」を移管し、運用している。これは、PRA用パラメータの推定に必要な国内プラントの運転実績情報を収集するものである。

・平成26年10月1日にNRRCを設置。
・平成27年1月FEPC内に「PRA活用推進タスクチーム」発足させ、四国電力伊方発電所での取り組み等を全面的に支援している。同タスクチームを中心に事業者全体のPRA活用方針を策定していく。

・NRRCは、産業界との連携のもとでPRA高度化に向けた研究開発を行い、技術諮問委員会や海外専門家の指導・助言も受けながら日本の事業者が行うPRAを国際的に遜色ないレベルに引き上げる活動に貢献するとともに、さらに国際的に中長期的な課題となっているPRAの研究開発課題に積極的に取り組み、事業者のPRA活用を促進していく。

○NRRCのPRAの高度化に向け
た研究に参画しており、その研究
成果等を踏まえ今後当社のPRA
への反映について検討していく。

２．東京
電力福島
第一原発
事故の教
訓を出発
点に実践
が求めら
れる取組

①低頻度
の事象を
見逃さな
い網羅的
なリスク
評価の実
施

国内研究機関や
海外との連携を
通じたＰＲＡ高度
化に向けた基礎
研究の実施（レベ
ル2, レベル3, 外
的事象PRA等）

国内研究機関や
海外との連携を
通じた機器の耐
久力等のＰＲＡ基
盤データベース
の構築とその
データの活用

○ＮＲＲＣに出向者を派遣する
とともに、リスク情報活用の実
現に向け戦略等を検討する
NRRCの「リスク情報活用推進
チーム」および，その戦略の
内，事業者共通かつ部門横断
的な検討が必要な課題につい
て議論する電事連の「リスク情
報活用推進会議」の活動等に
積極的に参画し、適宜得られた
成果等の社内展開を図ってい
く。

・レベル３ＰＲＡの実施に向け、
原子力リスク研究センターの研
究成果等を踏まえながら導入し
ていく。

実施体制のピア
レビュー等品質
保証体制の確立

-

１．(2) 東京電力福島第一原子力発電所
事故の経験を踏まえ、NRRCを中心に、
電気事業者、メーカー、研究機関等が協
力し合い、地震・津波等の外的事象、多
数基立地条件、過酷な条件下での人間
信頼性等に関するリスク評価手法の高
度化を国内外の研究機関等と連携しつ
つ進めることが望まれる。

１．(4) JANSIが進めている、個々の原子
力発電所の運転状況等を総合的に評価
する総合評価システムや各原子力発電
所の格付けを行う仕組みを早急に確立
し、第三者的な視点から電気事業者を
牽引することが望まれる。また、評価結
果を財産保険料に反映させ、電気事業
者に対し継続的な安全性向上のインセ
ンティブを与える仕組みについても早期
の導入が必要である。

-

PRAの結果の事
業者間、多国間
での情報共有

１．(2) 東京電力福島第一原子力発電所
事故の経験を踏まえ、NRRCを中心に、
電気事業者、メーカー、研究機関等が協
力し合い、地震・津波等の外的事象、多
数基立地条件、過酷な条件下での人間
信頼性等に関するリスク評価手法の高
度化を国内外の研究機関等と連携しつ
つ進めることが望まれる。

リスクに関する第
三者的警告の実
施体制の確立

ＰＲＡ活用ロード
マップ策定

１．(2) 東京電力福島第一原子力発電所
事故の経験を踏まえ、NRRCを中心に、
電気事業者、メーカー、研究機関等が協
力し合い、地震・津波等の外的事象、多
数基立地条件、過酷な条件下での人間
信頼性等に関するリスク評価手法の高
度化を国内外の研究機関等と連携しつ
つ進めることが望まれる。

実サイトでのレベ
ル3PRAの実施

各社のＰＲＡ実施
を慫慂し、ＰＲＡ
高度化の研究を
担う主体の構築
を検討

・原子力リスク研究センター
（電中研）や米国電力研究所
（ＥＰＲＩ）へスキルの高い要員
を出向させ、活動推進に貢献
している。
・内的L-1PRAについては米
国・ヨーロッパの専門家をまね
いてレビューを実施中。
・内部溢水をPRA実施、内部火
災PRAを実施中。

・原子力リスク研究セン
ターと共同で進めていく
PRA高度化に向けた研究
成果を積極的に取り入れ
る。

・レベル３ＰＲＡについ
ては、ＮＲＲＣをはじめ
とする業界大の取組
みに合わせ、検討し
ていく。

・原子力リスク研究セ
ンター（電中研）と連
携した取り組み等を
通じ、リスク情報の活
用に向けた最新の
PRAに係る知見を社
内に蓄積していく。

・パイロットプラントとして設定された伊方３号機
（PWR代表）に対する技術諮問委員会（ＴＡＣ）で
の議論状況について、電事連タスクチーム等を
通じて共有を図るとともに、共通的な課題は、
PWR各電力、メーカー、エンジニアリング会社に
て適切に各社PRAモデルに展開するための議
論を随時実施している。今後、柏崎刈羽６，７号
機（BWR代表）から得られる知見についても収
集し、当社のPRAモデルへの反映を順次進め
ていく。
・日米ＣＮＯのペアリング先であるDukeから米
国発電所におけるPRA評価、ツール等にかか
る最新知見を収集するとともに、当社の状況に
ついても発信し、情報の共有を図っている。

・原子力リスク研究セン
ターをはじめ、原子力安全
推進協会などの専門機関
等から、原子力技術情報
を幅広く収集するととも
に、リスクという視点から
分析を行い，安全性向上
につなげる。
・原子力リスク研究セン
ターとの連携，特にＰＲＡ
に関しては，ＢＷＲパイ
ロットプラントである柏崎
刈羽６，７号炉によるＰＲＡ
高度化の知見を入手し，
島根原子力発電所のＰＲ
Ａ高度化を進めていく。

・レベル3PRAや低頻度の外的事象PRAなどの
リスク評価手法の高度化に向けたNRRCの研
究活動に積極的に参画し、研究成果の安全性
向上への活用を計画的に進めていく。

・原子力リスク研究センターと
連携しリスク低減策、各種情
報を共有していく。
・原子力リスク研究センターに
出向者を派遣している。

◯電力大および電中研NRRC等の
支援を得て、PWRのパイロットプラ
ントとして伊方3号機でall modes（出
力運転時、停止時他）、all hazards
（内的事象、地震、津波、内部溢
水、内部火災他）のレベル１、レベ
ル２のPRA手法等の高度化を進め
る。

・原子力リスク研究セ
ンター（電中研）と連
携した取り組み等を
通じ、リスク情報の活
用に向けた最新の
PRAに係る知見を社
内に蓄積していく。

○NRRCのPRAの高度化に向け
た研究に参画しており、その研究
成果等を踏まえレベル３PRAの実
施及び活用方法について今後検
討していく。

・レベル２/３ ＰＲＡや外的事象等のＰＲ
Ａについては、「原子力リスク研究セン
ター」の成果を速やかに取り込む等、
順次整備を進め、低頻度事象をも網
羅したリスク評価に活用範囲を拡大し
ていく。　（再掲）
・人間信頼性モデルの開発について
も、「原子力リスク研究センター」の成
果を踏まえて実機プラントでモデル化
する人的過誤確率の評価に適用して
いく。

・レベル２/３ ＰＲＡや外的事象等のＰＲ
Ａについては、「原子力リスク研究セン
ター」の成果を速やかに取り込む等、
順次整備を進め、低頻度事象をも網
羅したリスク評価に活用範囲を拡大し
ていく。　（再掲）
・人間信頼性モデルの開発について
も、「原子力リスク研究センター」の成
果を踏まえて実機プラントでモデル化
する人的過誤確率の評価に適用して
いく。（再掲）

【PRA高度化に向けた基礎研究の実施】
・将来的なリスク情報活用に必要となるPRAモ
デルの高度化に向けて，当面はNRRCのKKプロ
ジェクト，研究開発の成果等を踏まえ，順次，志
賀原子力発電所のPRA手法の高度化・評価範
囲の拡大を実施する計画。KKプロジェクト，研
究開発の成果等に係る情報は，派遣者からの
報告，NRRC会議への参画により入手。

○レベル３ＰＲＡや低頻度の外的事
象ＰＲＡ等のリスク評価手法の高度
化に向けたＮＲＲＣの研究活動に積
極的に参画し、研究成果の安全性
向上への活用を計画的に進めてい
く。

・確率論的リスク評価（ＰＲ
Ａ）を活用してリスク管理
を行う専門部署を整備し、
継続的にＰＲＡを実施。
・レベル３ＰＲＡに係る調査
および実施計画の策定に
ついては，原子力リスク研
究センター（ＮＲＲＣ）の研
究状況，成果も踏まえ，検
討中。

・原子力リスク研究センターに
おいて地震や津波をはじめと
する低頻度の外的事象への
対応についての研究などが
行われているため、当社は
NRRCと積極的な連携を図
り、継続的な安全性向上にそ
の成果を活用していく。

【レベル3PRAの実施】
・将来的なリスク情報活用に必要となるPRAモ
デルの高度化に向けて，当面はNRRCのKKプロ
ジェクト，研究開発の成果等を踏まえ，順次，志
賀原子力発電所のPRA手法の高度化・評価範
囲の拡大を実施する計画。KKプロジェクト，研
究開発の成果等に係る情報は，派遣者からの
報告，NRRC会議への参画により入手。
・上記の種々の成果を踏まえ，自社のレベル
3PRAモデルの構築に取り組んでいく計画。

・実サイトでのL3-PRAを計画
中

・現時点では、炉心損傷、
格納容器破損を防止し、
また仮に重大事故等が発
生した場合でも放射性物
質の拡散を抑制する対策
をとるレベル２ＰＲＡまでを
確実に行うこととしてい
る。・レベル３ＰＲＡは、国
内外研究機関での研究成
果を収集して、その実施
に向けた準備を進めてい
く。
・原子力リスク研究セン
ターとも連携し、電力共同
で進めていく地震、津波
PRA、人的過誤等の研究
成果を反映するための課
題整理を行う。

１．適
切なリ
スクガ
バナン
スの枠
組み
の下で
のリス
クマネ
ジメン
トの実
施
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電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

１．適
切なリ
スクガ
バナン
スの枠
組み
の下で
のリス
クマネ
ジメン
トの実
施

②深層防
護の充実
を通じた
残余のリ
スクの低
減

⼟台となる研究を推進。

⼟3号、柏崎刈⼟６、7号）へ展開。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年2月17日公表）

新知見を踏まえた外部事
象のリスク評価結果、PRA
による定量的なリスク評価
結果に加え、対策範囲を
含めた安全性向上計画に
ついて、発電本部長が委
員長である「原子力安全・
品質委員会」に報告し、指
示を受けるとともに、マネ
ジメントレビューの報告事
項として社長へ報告し、指
示を受ける仕組みを構築
している。
・当社は、リスク管理のた
めの会議体を新たに設け
ていない。リスク情報は既
存のQMS委員会の中で扱
うこととしており、組織構
造は多重化されていな
い。

１．（３）
○新知見を踏まえた外部
事象のリスク評価結果、
PRAによる定量的なリスク
評価結果、ステークホル
ダーから得られた意見と
対応状況を取りまとめた
安全性向上計画につい
て、発電本部長が委員長
である「原子力安全・品質
委員会」に報告し指示を
受けるとともに、マネジメ
ントレビューなどで社長へ
報告し、指示を受ける仕
組みを構築しており、運用
状況を踏まえて適宜改善
を行うこととしている。
○新たに発出される安全
性向上に関するJANSIや
WANOの提言および
NRRCの研究成果などに
ついて積極的に取り入
れ、更なる安全性向上を
目指すこととしている。

１．（１）
○現場に密着したリスク
評価を含めた安全性向上
策の検討を行うため、泊
発電所に「防災・安全対策
室」を設置するなど、リス
ク評価を含めた安全性向
上計画を社長自らが確認
し、リスク低減対策を実施
していくリスクマネジメント
体制の再構築を行った。
　また、安全性向上に向
けた活動に指導・助言を
行う「発電本部副本部長
（原子力安全担当）」を配
置した。
○万が一、原子力事故が
発生した場合の地域の皆
さまや経営に与える深刻
な影響に鑑み、全社を挙
げて安全性向上に取り組
む必要があることから、経
営方針の経営リスクに「原
子力事故リスク」を明示
し、「原子力事故リスク」を
発現させない取り組みお
よび万が一発現した場合
の影響低減のための取り
組みを行っている。
○簡易型停止時リスクモ
ニタにより再稼動工程お
よび定検工程のリスク評
価を行い、定検の工程会
議等の会議体でリスクの
相対的な評価を周知する
ことで、作業員の停止時
安全リスクへの意識向上
を図ることとしている。
　また、停止時リスクモニ
タについてはモデルの最
新化も検討している。
○PRA自営化に向け、効
率的な業務体制作りの検
討、養成計画の立案、
PRA技術者養成のための
専門家セミナーへの参加
を行っている。

○2014年7月に社長（委員長）
を筆頭に経営層（委員）にて構
成される「原子力リスク検討委
員会」を設置し、原子力リスクマ
ネジメント全般に係わる指揮・
管理を行っている。
○同じく2014年7月にプラント監
視能力の向上や効果的な活動
の推進機能を強化を目的として
社内横断的な部門の人員で構
成する「特定課題検討チーム」
を発足した。ここでは、原子力リ
スク検討委員会の方針を踏ま
え、社内関係箇所及び外部関
係機関と連携しながら、原子力
リスクの分析・評価やリスク低
減策の検討等を行っている。
○特定課題検討チームによる
検討内容等は、「原子力リスク
検討委員会」に伝達・共有さ
れ、経営層による議論や意思
決定に活用されている。また、
当該委員会での審議結果は社
内指示事項等として原子力リス
クマネジメントに係る取り組み
の改善につなげられている。
○社内におけるリスクマネジメ
ントの更なる浸透を図るため，
2017年4月にリスクマネジメント
に係る方針を制定した。（「品質
方針」の解釈の中にリスクマネ
ジメントに係る取組みについて
言及し，リスクマネジメント方針
として準用。）
○リスクマネジメントに係るＪＡ
ＮＳＩの取り組みやＮＲＲＣの研
究に積極的に関与していくとと
もに、そこから得られた結果や
成果の社内への展開を適宜
図っていく。
○社内的なリスクマネジメント
体制の下、ＰＲＡ等を活用し、原
子力リスクの分析・評価やリス
ク低減に向けた必要な対応策
に関する具体的な検討等を進
めている。
○ＰＲＡの活用については、こ
れまでにもアクシデントマネジメ
ント策の検討における活用や、
保全重要度の設定に活用して
きた。さらに、プラントを運営す
る上で、リスク状態の評価、確
認が重要と捉え、プラントのリス
ク監視に活用すべく、計画的に
リスクモニタの整備を進めてい
る。
○ＮＲＲＣの研究成果等を踏ま
えてＰＲＡの高度化に向けて検
討を進めていく。
○自社技術力の向上に関し、
内的事象レベル１ＰＲＡについ
てはグループ企業での自営化
を行っており、今後も、計画的
にＰＲＡの自営化の範囲拡大等
の取り組みを行っていく。
○ＰＲＡに係る社内教育の実施
や、社外機関（ＪＡＮＳＩ等）主催
の教育・セミナー等への参加に
より技術力の向上に努めてい
る。

○リスクマネジメント体制
・原子力部門の平常時のリス
ク管理状況を一元的に統括す
る、部門横断的な組織として、
原子力・立地本部において「原
子力リスク管理会議」を設置。
原子力に関する経営リスクや
原子力事故リスクを抽出・管理
し、必要に応じて改善を指示す
る。（福島第一原子力発電所
等廃炉・汚染水に関するリスク
は廃炉カンパニーリスク管理
会議が対応）
・経営トップである社長には、
原子力リスク管理会議[主査：
原子力・立地本部長]から、東
京電力グループ全体のリスク
を管理するHDリスク管理委員
会[委員長：社長]に直接報告さ
れている。
・また、「安全ステアリング会
議」においては、社長以下少人
数の経営層（社長、原子力・立
地本部長、福島第一廃炉推進
カンパニープレジデント、原子
力安全監視室長）により集中
的に安全の問題を議論。
○クリフエッジ対応
・クリフエッジに関しては、ハ
ザード分析を行い、発生頻度
の不確かさが大きく、クリフエッ
ジ性が高い事故・ハザードに
備える考え方、仕組みを整備
し、事故の発生を前提とした対
策の立案、実施に取り組んで
いる。具体的には、分析対象と
して抽出した約30件の事象に
ついて、設計基準を超えるハ
ザードが発生した場合の原子
力発電施設への影響等を順次
分析している。また、分析結果
に基づき、対策実施の意思決
定に重点的に取り組み、「原子
力リスク管理会議」のもとに設
置した専門チームにて対応方
針を審議し、これまでにすべて
の事象についての対応方針を
決定した。
○プラントにおけるリスクモニタ
リング
・プラントの運転／保守管理部
門においては、リスクモニタに
よるプラント状態の管理を行
い、日常的な運転・保守の安
全性向上を図っている。
○PRAの実施
・リスクを定量的に把握するた
め、柏崎刈羽6、7 号機を先行
プラントとして、確率論的リスク
評価(PRA)を進めている。プラ
ント設置当初の状態における
内的事象、地震、津波につい
ての評価およびこれまでに講
じた各種シビアアクシデント対
策を考慮した、現在のプラント
状態における内的事象、津波
の評価を完了。この結果、内
部事象、地震および津波につ
いては、これまでの対策に大
幅なリスク低減効果があること
を定量的に確認。

経営トップのリス
ク情報の把握、
適切なリソース配
分が可能となる
仕組み構築

１．(3) 電気事業者においては、リスク情
報とリスク低減のための方策が経営層
に適切かつ迅速に伝達され、経営判断
に活用されるよう、現場からトップまでの
情報伝達の在り方と意思決定の仕組み
を改善することが望まれる。なお、リスク
情報にはPRAによるものだけではなく、
ストレステストのような決定論的手法に
よる安全裕度解析に基づきクリフエッジ
を特定するとともに、クリフエッジまでの
距離を長くするための方策に係る情報
や、ロジックツリーに基づく深層防護確
保のための方策に係る情報を含む。

１．(1) 電気事業者においては、リスク・
モニタリングを通じてプラント状態を連続
的に把握することも含めて、現場におい
ても日々リスク情報を活用し、リスクを低
減しつつ合理的かつ効果的に発電所の
運転・管理を行うことが望まれる。その
ためには、運転・保守を含む日々のリス
ク管理にPRAを用いることについて、米
国、韓国、台湾等の事例を参考にしなが
ら、規制当局との対話や相互理解を進
めていくことが重要である。

・「原子力安全性向上タス
ク」を設置し、原子力技術
情報やリスク評価に基づく
対策案の検討、調整を実
施する仕組みを構築。
・「原子力部門戦略会議」
を活用し、「原子力安全性
向上タスク」が策定した対
策案の妥当性を確認し、
原子力部門の重要課題に
ついて経営層に報告。
・社長を含む経営層は、社
外機関からの提言などを
参考にトップダウンで原子
力部門に指示を出すとと
もに、各グループからの報
告を受け、リスクを低減さ
せる設備対策実施の指示
を行うなど、リスクマネジメ
ントに率先して関与。
・平成２８年４月からＰＲＡ
ツールであるリスクモニタ
を用いたリスク評価を行
い、定検期間中における
日々のリスク管理を実施。
（平成２９年４月より本格
運用開始）
・リスクモニタによるリスク
評価結果は，リスクが比
較的高い状態など必要に
応じ，経営トップへ直接報
告する仕組みとしている。

　平成26年12月に社長をトップとした
原子力安全に関するリスクマネジメン
トの仕組・体制を社内決定し、平成27
年度から取組全体の運用を開始。リス
ク情報の伝達ルート及び意思決定
ルールの構築に当たっては、明快かつ
シンプルなものとなるよう配慮してい
る。

○日々のリスク情報の抽出及び経営
層への伝達
① ＭＭ（モーニング・ミーティング）や
情報共有会議（いずれの会議も発電
管理部門担当役員出席）により、CAP
会議情報を共有
②原則毎週、発電管理部門担当役員
から経営層に対し発電所の運営状況
を報告
③CAP情報や外部ステークホルダー
（規制当局及び自治体）との折衝状況
を毎週、発電管理部門から社長及び
副社長に報告

○定期的なリスク情報の抽出及び経
営層への伝達
①社長を議長とした経営層による総合
安全推進会議（以下の②、③の会議
体を傘下に置く。）において、原子力の
安全確保に関するリスクマネジメントを
統括する。
②原子力安全リスクレビュー部会は、
外部から得られるリスク情報やＰＲＡか
ら得られるリスクなどのレビューを行
う。
③パフォーマンスレビュー会議等は、
監視指標を用いて、発電所の安全性
向上の取組み状況を定量的に捉える
ことで、改善活動が適切に行われてい
ることをレビューする。

○意思決定ルール
　上記によるリスク情報において設備
対応等が必要となる場合には、関係す
る職制にて具体的な対応方針を検討
し、役員会議等において意思決定す
る。

・リスクマネジメントの基礎となる安全
文化の継続的善のため、WANO/INPO
「Traits of a Healthy  Nuclear Safety
Culture」を参考とした「安全文化の行
動指針」を制定（平成26年12月）し、社
員一人ひとりが日々の業務で実践して
いくことを目指す。また、安全行動の実
践状況を半期毎の社内アンケートによ
り可視化し、継続的な改善に努めてい
く。
・日々の発電所の原子力安全活動の
中に、海外の事業者の良好事例や
WANOガイドライン等の国際標準を参
考とした「パフォーマンス改善モデル」
を導入（平成26年9月）し、規程化した
（平成28年6月）。各種指標により監視
し、経営層の参加するパフォーマンス
レビュー会議で半期毎に改善事項・対
応状況を確認している。
・今後のリスクマネジメントの高度化に
あたっては、JANSIやNRRCが進めるリ
スクマネジメントに係る知見収集やレ
ビュー、リスクコミュニケーションに係る
研究成果などを積極的に活用してい
く。
・リスク情報の伝達ルート及び意思決
定ルールの構築に当たっては、明快
かつシンプルなものとなるよう考慮して
いる。
　
（以上、再掲）

・リスクモニター（PRA）を停止時のリス
ク管理ツールとして活用している。
日々の使用済燃料損傷頻度を発電所
のCAP会議や発電担当常務が参加す
る本店と両発電所間で行う発電所情
報共有会議で毎週情報共有している。
今後、出力運転時にも発電所にて活
用できるよう使用範囲を拡大する。

さらに、レベル２/３ ＰＲＡや外的事象
等のＰＲＡについては、「原子力リスク
研究センター」の成果を速やかに取り
込む等、順次整備を進め、低頻度事
象をも網羅したリスク評価に活用範囲
を拡大していく。

◯社長の経営判断に資する提言を
行うことを目的に、部門横断的な組
織として設置した「原子力リスク管
理委員会」の活動を継続

◯継続的な安全性向上を目的と
し、対策を策定する判断や意思決
定のプロセスにリスク情報を活用す
る仕組みを検討中であり、既存のプ
ロセスに対して以下の項目を考慮
する。
・外部事象、PRA等に関する新知見
情報やJANSI提言もインプット情報
に加える
・意思決定要素として、規制基準へ
の適合等の決定論的要素に加え
て、確率論的要素としてPRAを活用
・継続的な安全性向上に資するた
め、リスク管理目標（活動方針）を
設定
また、上記仕組みの検討状況につ
いて、原子力安全リスク管理委員会
に報告している。

○発電所のパフォーマンスを評価
するための管理指標を設定し監視
を行うとともに、設備の保全重要度
の設定にあたり、PRAを用いたリス
ク評価結果を判断材料の1つとして
活用している。

○上記に加え、定検時炉心損傷リ
スクの管理目標を設定し、リスクモ
ニタを用いて評価したリスクに応じ
て定検工程を調整するなどの管理
を行っている。

○リスク情報については、コーポ
レート戦略部門や原子力発電本
部などが連携し、経営者全員によ
る｢社内リスクコミュニケーション
会議｣に報告される。｢社内リスク
コミュニケーション会議｣での議論
を踏まえ、経営会議や取締役会
にて必要な意思決定を行ってい
る。
○また、経営層による原子力リス
ク情報の共有化を図ることを目的
に、平成29年1月に「原子力リスク
コミュニケーション会議」を新設
し、ガバナンス・リスクマネジメント
機能の強化を進めていく。

○リスクマネジメントの確立及び
高度化については、「社内リスクコ
ミュニケーション会議」によりリス
ク情報を共有できる仕組みを構築
している。
○また、JANSIの進めるリスクマ
ネジメントに関するエクセレンス・
ガイドラインの取り込みに向けた
検討、NRRCの進めるリスクコミュ
ニケーションに係る研究成果の活
用を図る計画としている。

○ＰＲＡによるリスク情報を活用し
て、プラントの脆弱点の抽出や効
果的な安全対策を検討し、自主
的・継続的に安全性向上を図れる
よう、シビアアクシデント対策等を
反映した実機PRAモデルを整備し
ている。
・プラント停止時のリスク評価ツー
ルとして、発電所に停止時リスク
モニタを導入し、再稼働後の定期
検査のリスク管理活動に活用して
いる。
・プラント運転中に関するリスク情
報活用については、国内外の事
業者の取組事例を参考に今後検
討していく。

・原子力の自主的安全性向
上への取り組み姿勢や理念
を明確にすると同時に重大な
原子力事故を二度と起こさな
いという決意から、「中部電力
グループ原子力安全憲章」を
制定した。（平成26年7月1
日）
・原子力の自主的・継続的な
安全性向上に向けた更なる
取り組みの一環として、原子
力に係るリスクの分析・評
価、対応等を審議する「原子
力安全向上会議（議場：社
長）」を設置し、原子力部門へ
のガバナンスを強化した。（平
成26年7月1日）
・全社のリスクマネジメントを
おこなう部門と実務をおこなう
部門との間のリスクコミュニ
ケーションの強化をおこなっ
た。
・原子力部門においては、原
子力部長を委員長とする会
議に自主的安全性向上の取
り組み状況を四半期毎に報
告し、進捗を管理している。
・また、原子力部門はリスク
低減に係る取り組み状況を、
直接、「原子力安全向上会
議」に報告し、審議をおこなっ
ている。

【メカニズムの導入（意思決定の仕組み改善）】
・リスクマネジメント会議を原子力部門に設置
し，既設の原子力品質保証推進委員会を活用
したマネジメントレビューを通して，リスク情報を
経営判断に反映するための体制を整備。さら
に，現場からトップまでの情報伝達のうちリスク
マネジメントに関するものについては，リスクマ
ネジメント会議及びその傘下のリスク情報活用
WGにて継続的に審議。(会議体の設置は平成
27年4月完了)
・リスクマネジメント会議は年２回程度開催。国
内外運転経験（OE）情報に基づく有益なリスク
情報の分析結果と対応方針等を審議。
【リスク情報対象の拡大検討】
・リスク情報活用WGは，PRA担当部署だけでな
く運転・保守等の各分野の実務者から構成し，
月１回程度の開催頻度でロードマップに係る活
動の進捗状況確認，リスク情報活用に係る情報
共有等を実施。
・リスク情報活用に係る手順については，国内
外OE情報の分析の試行結果や原子力安全推
進協会（JANSI），電力中央研究所原子力リスク
研究センター（NRRC）等の国内機関及び世界
原子力発電事業者協会（WANO），米国原子力
発電運転協会（INPO）等の海外機関の関連文
書を参考に，「リスク情報を活用した安全性向上
活動の実施手順(細則)」案を作成し，リスク情報
活用WGでの検討，リスクマネジメント会議での
審議を経て，平成28年度に制定。当該手順書
は，国内外ＯE情報，技術的新知見を幅広に収
集するとともに，その中から自プラントに活用で
きる炉心損傷に至る可能性のあるリスク情報な
どを抽出・分析し，対策検討を行うしくみ策定し
たもの。当該手順書の分析方法については，継
続的に改善を検討し，リスクマネジメント会議等
にて妥当性の確認を行い改訂。（至近では平成
29年3月改訂）
・JANSI，NRRCにて検討されたリスクマネジメン
トに係る知見・研究成果を収集するるとともに，
ロジックツリーに基づく深層防護確保のための
方策に係る情報の扱いを検討し，随時，手順書
へ反映。

＜マネジメントレビュー実績＞
・平成26年度上期マネジメントレビュー（H26年
10月14日)において，志賀2号機におけるPRAの
実施状況について審議
・平成26年度下期マネジメントレビュー（H27年3
月17日)において，志賀原子力発電所の自主
的・継続的な安全性向上に向けた取組（ロード
マップ）の進捗状況について審議
・平成27年度上期マネジメントレビュー（H27年
10月29日)において，ロードマップに基づくリスク
情報活用の実施方法等について審議
・平成27年度下期マネジメントレビュー（H28年3
月23日)において，志賀原子力発電所の自主
的・継続的な安全性向上に向けた取組（ロード
マップ）の進捗状況について審議
・平成28年度中間マネジメントレビュー（H28年
11月4日)において，リスク情報の分析・評価結
果について審議
・平成28年度マネジメントレビュー（H29年3月14
日)において，リスク情報の分析・評価結果につ
いて審議
＜リスクマネジメント会議実績＞
第1回：平成27年7月9日
第2回：平成27年9月9日
第3回：平成28年2月1日
第4回：平成28年8月8日
第5回：平成29年2月8日

【ＰＲＡの利用】
・PRAの直営化に向け，平成27年12月よりPRA
を専門に取り扱う外部機関に社員２名を出向さ
せ，PRA技術者を育成。
・志賀２号機の出力運転中レベル１ＰＲＡのモデ
ルを構築。
・将来的なPRA手法の高度化・評価範囲の拡大
のため，NRRCのKKプロジェクト，研究開発の成
果等を積極的に入手。
・停止時リスクモニタの具体的な活用方策を策
定（平成29年3月）。
・停止時リスクモニタを用いたリスク情報活用に
係る啓蒙活動を実施。
・リスク管理目標（暫定）を設定（平成29年3
月）。今後，リスクモニタの活用結果を踏まえ
て，リスク管理目標（暫定）を変更。
・プラントの性能を監視するためのＰＩ指標案を
検討中。

【トップまでの情報伝達及び、意思決定の仕組
み】
・原子力リスクは、原子力部門が自立的に管理
することを基本としているものの、原子力リスク
のうち、特に重要なリスクである「放射性物質放
出リスク」については、「原子力リスクレビュー
部会」において、原子力部門の取組みを確認・
評価し、原子力部門のリスク管理の充実に繋
げている。また、「原子力リスクレビュー部会」
は、原子力部門のみならず原子力以外の技術
系部門の役員等で構成される会議体であり、活
動結果を原子力安全推進委員会に適宜報告す
ることとしている。
・原子力部門においては、国内外情報からリス
ク情報を特定し、同種の不適合事象が発生す
る可能性の有無、水平展開の要否および対策
内容を検討する仕組みを構築・運用している。
この実施状況については、原子力事業本部長
をはじめとする原子力部門の幹部が参加する
社内会議において定期的に実施状況を報告
し、必要に応じ、その対策を議論し、確認を得る
とともに、指示を受けている。また、社長にその
実施状況等を報告するとともに、社長がその状
況を直接評価・指示し、改善活動に繋げてい
る。
・原子力部門では、原子力事業本部長をはじめ
とする原子力部門の幹部が参加する日々の
ミーティングで、リスク情報を含む様々な情報を
迅速に共有するとともに、対応についての指示
が原子力事業本部長からなされている。さらに
必要に応じ、これら原子力部門内で共有された
情報を経営トップへも伝達している。

【運転・保守を含む日々のリスク管理】
・原子力発電所の設備情報と一連の保全業務
を一元管理する「原子力保全総合システム」に
ついて、その高度化を図る目的で、当該システ
ムの再構築を実施し、平成２８年５月より運用を
開始した。本システムにおいて、個別機器の故
障実績の収集等について、設備を所管する部
門（保修課等）が実施するとともに、その内容を
安全評価を行なう部門（安全・防災室等）がダブ
ルチェックする仕組みとしており、これにより設
備を所管する部門と安全評価等を行なう部門
におけるリスク情報活用に向けた連携を強化す
るとともに、個別プラントデータに基づくＰＲＡと
その日常的な活用に向けた基盤整備を実施し
た。
・リスク活用のベース構築として、実施した対策
のリスク低減の効果や更なる安全性向上のた
めの弱点を最新の実機条件で把握するため、
シビアアクデント対策設備等を反映した最新の
PRAモデルでのプラントのリスク評価作業を進
めている。
・発電所でのリスク情報活用のベースとなる不
具合データ、運転データの収集について、発電
所の安全部門・保修部門と意見交換等を行い、
原子力保全総合システムから得られる不具合
実績データ、運転情報管理システムから得られ
る機器運転実績データによる個別プラントPRA
データ収集の仕組みを構築した。
・最新PRAモデル（RiskSpectrum）に対応でき、
停止時PRAに加えて出力時PRAの機能も有す
るインハウス用ＰＲＡ評価ツール（COSMOS）を
グループ会社と連携して導入し、評価可能なモ
デルの作成作業を実施している。
・従来（定検工程管理、設備重要度の検討）に
加えて、リスク情報の発電所での活用を段階的
に拡大することを目的に、新評価ツールを活用
した各種リスク重要度や感度解析など、インハ
ウス評価で得られる結果（炉心損傷頻度）を用
いた発電所での身近な活用方策について、具
体案を検討し、原子力事業本部と発電所間で、
コミュニケーションを行い、協議・検討を実施し
ている。

・2014年6月に “安全
性向上に向けた取組
み”を公表した後、確
率論的リスク評価結
果を始めとするリスク
情報からリスク状態
の異変を感知し、経
営判断に活かす「リス
クガバナンスの枠組
み」の検討を進めてい
る。

・社内関係部門とこれ
までに実施した枠組
みの検討を基に、詳
細な組織設計を始め
とする検討を継続し、
建設の進捗状況に合
わせた運用に向けて
準備中。経営トップを
含めた会議体・委員
会でのリスク情報の
取扱いスキームの構
築を進める。

・併せて、潜在的リス
クや劣化兆候等の検
知、是正のためＣＡＰ
導入を段階的に進め
ていく。

・原子力リスク研究セ
ンター（電中研）と連
携した取り組み等を
通じ、リスク情報の活
用に向けた最新の
PRAに係る知見を社
内に蓄積していく。

・また日々のリスク・モ
ニタリングを運用する
よう、リスクモニタの
導入を検討中。
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電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

・発電所の運営や設備設計
へのＰＲＡの活用方法につい
て検討を継続しており、その
取り組み状況は原子力部長
を委員長とする会議に四半期
毎に報告し、進捗を管理して
いる。
・原子力リスク研究センターと
連携しリスク低減策、各種情
報を共有していく。

②深層防
護の充実
を通じた
残余のリ
スクの低
減

・ＮＲＲＣを始めとした各研究機
関と連携し、外部事象、多数基
立地、人間信頼性等に関する
リスク評価手法の高度化に取
り組んでいる。
・プラントの安全に対して事業
者が責任を負うという観点か
ら、メーカーが保有している情
報を共有することは必要と考え
ており、そのための検討に着
手している。
・当社で発生した運転情報は、
原子炉施設の保安活動の充
実と強化を図る等の観点で必
要なものを原子力安全推進協
会（JANSI）の原子力施設情報
公開ライブラリー（ニューシア）
へ登録、情報を開示している。
・他社や海外からの運転情報
は、スクリーニングを実施し、
教訓のある事象は社員のみな
らず協力企業へ情報を開示し
ている。

設計によるリスク
低減、各種運転
情報の開示の実
施

－ ・リスク情報を活用した網
羅的リスク評価を行い、残
余のリスクを明確化した上
で、安全性向上計画を策
定し、継続的・計画的にリ
スク低減対策を検討・実
施している。
・各種運転情報について
は、従前より原子力安全
推進協会のトラブル情報
公開システム等を通じて
開示しているが、安全性
向上計画についても公開
し、広く意見を伺う仕組み
としている。

○当社における不適合事象等
については，JANSIの原子力施
設情報公開ライブラリーに登録
し情報を発信している。また，
JBOGの活動においてメーカー
とも情報を共有しながら国内外
プラントの運転情報への対応検
討を行っている。
○自社プラントの安全対策の検
討に際しては，適宜メーカーと
も協力しながら検討を行ってい
る。

○伊方3号機をパイロットプラントと
して、NRRCのPRA研究に主体的に
参画し、同センター技術諮問委員会
の提言も踏まえて、電力大、NRRC
等の支援、協力を得ながら伊方発
電所に適用するPRAの国際的な水
準への引き上げ、PRA活用に向け
た検討を進めている。

◯継続的な安全性向上を目的と
し、対策を策定する判断や意思決
定のプロセスにリスク情報を活用す
る仕組みを検討中であり、既存のプ
ロセスに対して以下の項目を考慮
する。
・外部事象、PRA等に関する新知見
情報やJANSI提言もインプット情報
に加える
・意思決定要素として、規制基準へ
の適合等の決定論的要素に加え
て、確率論的要素としてPRAを活用
・継続的な安全性向上に資するた
め、リスク管理目標（活動方針）を
設定
また、発電所のトラブル情報、運転
情報、メーカからの提案等について
も、インプット情報として考慮するよ
う検討を進めている。

また、長期停止プラントに対する安
全性向上に向けた取り組みとして、

○特別な保全計画を策定して「系
統・機器の経年劣化抑制のために
実施する　保管対策」、「保管状態、
停止期間に応じて実施する分解点
検等の保全」を行っている。なお、
特別な保全計画については、施設
定期検査申請書の添付書類として
国に提出した。(新基準施行前は、
保安規程の添付書類として届出）

○３号機の2次系について、長期間
にわたり停止状態のままで保管し
ていたことから、保管の適切性およ
び各設備の健全性を確認するた
め、保管状態を一部復旧・通水し点
検を行った。

○設計・開発の計画段階におい
て、インプットとして当社及び国内
他社プラントの不適合反映や海
外情報、メーカ情報など設計対象
となる設備又は構築物に類似した
設計から得られる適用可能な情
報などを、「設計の基本的要求事
項」として明確化することにより、
設計によるリスク低減に繋げる仕
組みとしている。

【設計情報等の管理および、共有】
・従来より設計情報等については、「原子力保
全総合システム」により、統合的に管理し、また
必要な設計情報等について協力会社、メーカー
等と適宜共有を実施してきた。さらに、上記管
理や情報共有をより効果的・効率的に実施でき
るよう、当該システムを再構築し、平成２８年５
月より運用を開始した。万全のセキュリティのも
と、協力会社が直接アクセス可能なシステムと
し、機器情報、図面、設計関連図書などを共有
する環境を整備したことにより、常に最新の設
計情報の下で、それぞれの役割分担に応じた
設備管理、改造の実施を協力に支援する環境
を整えた。
・さらに運転情報等については、社内ＤＢにてト
ラブル情報を掲載し、協力会社やメーカー等と
情報共有するとともに、定期的に協力会社や
メーカー等との連絡会においてトラブル情報を
共有している。

【設計によるリスク低減】
・リスク情報を収集・分析するだけではなく，その
結果を踏まえて設備の新設，改良を含めた必要
な改善策を実施するための手順「リスク情報を
活用した安全性向上活動の実施手順(細則)」を
策定。
・平成28年度は，リスク情報を分析し，対策検討
要とした施策を抽出。

【運転情報の開示】
・発電所の運転情報等をプラントメーカに継続的
に提供中。
・プラントメーカから，運転情報，自社・他社トラ
ブル情報や不具合対応などの技術検討・調査
依頼の処理状況の報告を受け，情報を共有。
・JANSIが運営する原子力施設情報公開ライブ
ラリー（NUCIA）にて，原子力発電所や原子燃料
サイクル施設の運転に関する情報を事業者，プ
ラントメーカ間にて共有。
・志賀原子力発電所で発生した不具合事象につ
いては，国の通報基準のみならず，地元自治体
との覚書に該当する軽微事象も公表するととも
に，NUCIAにて各社へ周知。

・設備設計、工事計画、手順書変更等
の各検討段階において、設計思想、Ｐ
ＲＡ結果への影響（リスク低減）、新知
見の取り込み等多角的な視点でレ
ビューできる仕組み検討し、試運用を
開始している。
・国内外の最新の科学的知見及び技
術的知見については、電事連「新知見
の収集に係る検討作業会」と連携し、
情報収集、スクリーニングを実施する
仕組みを構築した。本スクリーニング
で「評価対象の最新知見」となったリス
ク情報は、前述の原子力安全リスクレ
ビュー部会でのレビューを通して、必
要なものは設計レベルからの対策に
つなげる。

・新知見等のリスク情
報の収集、データ
ベース化を実施して
いる。

・地震・津波に加え、
それ以外の情報につ
いても収集・分析・評
価等を行う体制を整
備するなど、原子力リ
スクマネジメントの取
組み体制を順次構築
していく。

・メーカから安全性・信頼
性向上のための提案が適
宜発信されるよう、必要な
運転情報をメーカに開示
する仕組みを整備中。
・必要な運転情報の抽出
を実施中。

１．適
切なリ
スクガ
バナン
スの枠
組み
の下で
のリス
クマネ
ジメン
トの実
施
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電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

１．適
切なリ
スクガ
バナン
スの枠
組み
の下で
のリス
クマネ
ジメン
トの実
施

②深層防
護の充実
を通じた
残余のリ
スクの低
減

・泊発電所において原子
力安全に大きな影響を及
ぼす可能性のある自然災
害および人為事象につい
て、国内外の規格基準等
を参考に７８事象をリスト
アップし、これらについて
発生頻度と影響を評価
し、主要な外部事象等に
対して大規模損壊に至っ
たとしても事故を拡大防
止・抑制するための対応
手順書体系を整備するこ
とで安全性を向上させるこ
ととしている。また、今後も
新知見等を踏まえ、継続
的に検討を行い、手順書
等を必要に応じて見直し
ていく。
１．（３）
○新知見を踏まえた外部
事象のリスク評価結果、
PRAによる定量的なリスク
評価結果、ステークホル
ダーから得られた意見と
対応状況を取りまとめた
安全性向上計画につい
て、発電本部長が委員長
である「原子力安全・品質
委員会」に報告し指示を
受けるとともに、マネジメ
ントレビューなどで社長へ
報告し、指示を受ける仕
組みを構築しており、運用
状況を踏まえて適宜改善
を行うこととしている。
○新たに発出される安全
性向上に関するJANSIや
WANOの提言および
NRRCの研究成果などに
ついて積極的に取り入
れ、更なる安全性向上を
目指すこととしている。

○当社では、これまでも深層防
護を意識しながら安全対策を実
施してきている。今後も引続き
深層防護だけでなくＰＲＡ等も活
用した総合的な判断のもと、安
全対策を自主的かつ継続的に
実施している。
○防災体制については、ＰＲＡ
から得られる知見（代表シーケ
ンスの事象進展シナリオ等）を
踏まえ、訓練シナリオの拡充、
緊急時マニュアルの改正を行
い、防災体制の高度化を図って
いく。
○また、ＪＡＮＳＩ、ＷＡＮＯ提言
およびＮＲＲＣの研究成果を踏
まえ、更なる安全性向上を目指
していく。

◯継続的な安全性向上を目的と
し、対策を策定する判断や意思決
定のプロセスにリスク情報を活用す
る仕組みを検討中であり、既存のプ
ロセスに対して以下の項目を考慮
する。
・外部事象、PRA等に関する新知見
情報やJANSI提言もインプット情報
に加える
・意思決定要素として、規制基準へ
の適合等の決定論的要素に加え
て、確率論的要素としてPRAを活用
・継続的な安全性向上に資するた
め、リスク管理目標（活動方針）を
設定
また、決定論的要素の一つとして、
安全裕度評価（ストレステスト）の結
果についても、意思決定要素として
考慮するよう検討を進めている。

◯ＰＷＲ電力共同委託等により、安
全裕度評価（ストレステスト）として、
外部事象に着目した事故シーケン
ス及びクリフエッジを特定するため
の手法の検討を実施した。

○リスク情報については、コーポ
レート戦略部門や原子力発電本
部などが連携し、経営者全員によ
る｢社内リスクコミュニケーション
会議｣に報告される。｢社内リスク
コミュニケーション会議｣での議論
を踏まえ、経営会議や取締役会
にて必要な意思決定を行ってい
る。
○また、経営層による原子力リス
ク情報の共有化を図ることを目的
に、平成29年1月に「原子力リスク
コミュニケーション会議」を新設
し、ガバナンス・リスクマネジメント
機能の強化を進めていく。

○リスクマネジメントの確立及び
高度化については、「社内リスクコ
ミュニケーション会議」によりリス
ク情報を共有できる仕組みを構築
している。
○また、JANSIの進めるリスクマ
ネジメントに関するエクセレンス・
ガイドラインの取り込みに向けた
検討、NRRCの進めるリスクコミュ
ニケーションに係る研究成果の活
用を図る計画としている。

○川内1､2号について、PRA、ハ
ザード評価、安全裕度評価（スト
レステスト）を実施中であり、これ
により得られたリスク情報を更な
る安全性向上へと活用する。

・ハザード分析として、発生頻
度の不確かさが大きく、クリフ
エッジ性が高い事故・ハザード
に備える考え方、仕組みを整
備し、事故の発生を前提とした
対策の立案、実施に取り組ん
でいる。ハザード分析では、分
析対象として抽出した約30件
の事象について、設計基準を
超えるハザードが発生した場
合の原子力発電施設への影
響等を順次分析している。
・分析結果に基づき、対策実施
の意思決定に重点的に取り組
み、「原子力リスク管理会議」
のもとに設置した専門チーム
にて対応方針を審議し、これま
でにすべての事象についての
対応方針を決定した。

・安全性向上評価を実施する
中で特定・把握するクリフエッ
ジに対し、それらクリフエッジ
に備えた体制の構築などの
対応力強化について検討を
継続していく。

・内部事象、地震、津波の各事象に対する
PRA、ストレステストのような安全裕度解析等を
活用することで、安全対策を多段的に確保する
深層防護の観点から、規制に枠組みにとどまら
ず、自主的な安全性向上対策を推進していく。

・プラント毎の自然環境特
性を前提に外的事象に起
因する事故シーケンスとク
リフエッジの特定を行い、
万が一のシビアアクシデ
ントに備える。
・レベル３ＰＲＡの結果等を
踏まえた避難計画策定協
力、緊急時の意思決定支
援機能の拡充を検討中。

１．(3) 電気事業者においては、リスク情
報とリスク低減のための方策が経営層
に適切かつ迅速に伝達され、経営判断
に活用されるよう、現場からトップまでの
情報伝達の在り方と意思決定の仕組み
を改善することが望まれる。なお、リスク
情報にはPRAによるものだけではなく、
ストレステストのような決定論的手法に
よる安全裕度解析に基づきクリフエッジ
を特定するとともに、クリフエッジまでの
距離を長くするための方策に係る情報
や、ロジックツリーに基づく深層防護確
保のための方策に係る情報を含む。

・NRRCを中心に、パイロットPJ推進、研究成果等の各社への水平展開、各社リスクマネジメント支援などについて検討・実施中。

各サイト毎に外
部事象に起因す
る事故シーケン
ス、クリフエッジ
の特定

③外部事
象に着目
した事故
シ－クエ
ンス及び
クリフエッ
ジの特定
と、レジリ
エンスの
向上

・2014年6月に “安全
性向上に向けた取組
み”を公表した後、確
率論的リスク評価結
果を始めとするリスク
情報からリスク状態
の異変を感知し、経
営判断に活かす「リス
クガバナンスの枠組
み」の検討を進めてい
る。

・社内関係部門とこれ
までに実施した枠組
みの検討を基に、詳
細な組織設計を始め
とする検討を継続し、
建設の進捗状況に合
わせた運用に向けて
準備中。経営トップを
含めた会議体・委員
会でのリスク情報の
取扱いスキームの構
築を進める。

○広報部によるシビアアクシデ
ント訓練時の模擬会見の実
施。
・福島第一原子力発電所およ
び福島第二原子力発電所にお
いて地震に起因して設備被害
が発生。
・柏崎刈羽原子力発電所にて
地震に起因して運転中であっ
た１号機および７号機に設備
被害が発生し、原子炉の冷却
機能が喪失。
○リスクコミュニケーターの力
量維持・向上のための研修を
継続的に実施（模擬会見トレー
ニング、社外事例のグループ
討議、論理的思考力を向上さ
せることを目的とした集合研修
等。
○リスクの公表・対策等に関す
る経営層や原子力部門への提
言をソーシャル・コミュニケー
ション室とリスクコミュニケー
ターにて継続実施（2016年度
累計 120件）。
○新潟県技術委員会におい
て、事故時の放射線物質の拡
散影響評価結果（避難等の効
果は見込まない場合：新潟県
および当社から屋外１地点に
72 時間とどまっていた場合）を
報告。

○これまで展開してきた訪問対
話活動や広報誌発行などによ
る地域住民とのコミュニケー
ション活動について、原子力の
リスク情報やリスク低減に向け
た取り組みも盛り込みながら、
双方向のコミュニケーションに
努めている。
○リスクコミュニケーションにつ
いて基本的な考え方について
整理し、以下の３点を中心に活
動を展開している。
  ①原子力リスクコミュニケー
ションの概念の社内共有と担い
手の育成強化
  ②ステークホルダーの声をリ
スクマネジメントに取り込む仕
組みの検討・実施
  ③「分かりやすさ」に主眼を置
いたリスク情報の整理・資料整
備
○地域とのコミュニケーション
から得られた懸念や意見等の
中からリスク情報を抽出し，リス
クマネジメントに取り込む仕組
みを構築。原子力リスク検討委
員会において検討結果を審議
し、今後の事業活動に反映して
いくための取り組みを展開して
いる。
○今後リスクコミュニケーション
活動を展開していくにあたり、
残余のリスクやＰＲＡを活用した
リスク情報の取扱いが重要と捉
えており、外部機関の研究成果
や国内外の新知見等に注視す
るとともに、より効果的な活動
に資するための方法論等につ
いて検討していく。
○コミュニケーター（リスクコミュ
ニケーションの担い手）としての
人材育成のため以下のような
取り組みを行っている。
　・エネルギーコミュニケーター
を対象とする研修内容の充実・
強化（リスクコミュニケーション
に関するカリキュラム実施、研
修内容を各事業所にフィード
バックするための勉強会開
催）。
　・エキスパートを対象としたコ
ミュニケーション（話し方、傾聴
姿勢）およびリスクコミュニケー
ションに関する研修の実施、講
師役としての支店研修への派
遣。
○リスクコミュニケーションの考
え方やこれまでに地域とのコ
ミュニケーションを通じて得られ
た懸案や意見等を整理し、コ
ミュニケーター間で共有してい
る。

炉毎の残余のリ
スクの存在をス
テークホルダーと
共有すると共に、
安全性向上の効
果を客観的な形
で提示

・残余のリスクを一層低減
させるため、PRAの成果も
活用し、網羅的にリスク評
価を行い、その結果に基
づき安全性向上計画を立
案している。この安全性向
上計画は、外部ステーク
ホルダーも含めて説明・情
報提供し、広く意見を伺う
仕組みとしている。
・全社を挙げてステークホ
ルダーへご説明し、リスク
コミュニケーション活動に
関するご意見をいただき、
今後のリスクコミュニケー
ション活動の改善活動に
反映していく。

３．（５）
○残余のリスクを一層低
減させることを目的とした
安全性向上計画につい
て、自治体、学識経験者
や道民の皆さまに説明・
情報提供し、広く意見を伺
う活動を通して、リスク認
識と課題の共有を図って
いる。
○今後は泊発電所の更な
る安全性向上を図るた
め、外部機関におけるリス
クコミュニケーションの研
究成果の活用を進め、そ
れらの活動を通して人材
育成・確保に努める。

３．(5) 電気事業者等においては、リスク
分析やリスク管理及び外部ステークホル
ダーとのシビアアクシデントを想定したリ
スクコミュニケーションを実施する能力を
備えた人材の育成が望まれる。

・レベル２/３ ＰＲＡや外的事象等のＰＲ
Ａについては、「原子力リスク研究セン
ター」の成果を速やかに取り込む等、
順次整備を進め、低頻度事象をも網
羅したリスク評価に活用範囲を拡大し
ていく。（再掲）
・重大事故等対処設備等の耐震及び
耐津波に関する設計に当たっては、Ｐ
ＲＡから得られるリスク情報を活用して
設計目標を設定し、地震及び津波に
対するクリフエッジを伸ばし、裕度を確
保した。

【事故シーケンスの特定】
・外部事象（地震，津波）を起因とするＰＲＡ結果
の分析を継続して実施中。
・今後，NRRC等の研究成果を活用し，その他の
ハザードに対するPRA手法を検討。
【クリフエッジの特定】
・原子炉等規制法に基づき実施する安全性向
上評価においては，ストレステスト結果を活用予
定。
【意思決定の仕組み】
・リスクマネジメント会議を原子力部門に設置
し，既設の原子力品質保証推進委員会を活用
したマネジメントレビューを通してリスク情報を経
営判断に反映するしくみを構築。
・JANSＩ，NRRC，WANO，INPO等の国内外機関
から，技術的新知見を幅広に収集するととも
に，その中から自プラントに活用できる情報を抽
出するためのしくみを策定し，INPOのOE情報等
を対象に重要情報の抽出作業及び定性的リス
ク評価を実施中。
【活用するリスク情報】
・PRA以外のリスク情報も用いて改善策の検討
等を行えるようにするため，運転・保守等の各
分野の実務者にて，リスクマネジメント会議等の
機会を活用し，リスクマトリクス，イベントツリー
等を活用したリスク分析を実施中。

・外部ステークホルダーとのリ
スクコミュニケーション強化を
目的とし、広報部門内に「コ
ミュニケーション推進グルー
プ」を設置した。（２０１５年１
月）　リスクコミュニケーション
の進め方等については「原子
力安全向上会議（議長：社
長）」に報告し、指示を受けて
対応している。

◯継続的な安全性向上を目的と
し、対策を策定する判断や意思決
定のプロセスにリスク情報を活用す
る仕組みを検討中であり、既存のプ
ロセスに対して以下の項目を考慮
・外部事象、PRA等に関する新知見
情報やJANSI提言もインプット情報
に加える
・意思決定要素として、規制基準へ
の適合等の決定論的要素に加え
て、確率論的要素としてPRAを活用
・継続的な安全性向上に資するた
め、リスク管理目標（活動方針）を
設定
また、自治体からの要望や訪問対
話活動等からの課題についても、イ
ンプット情報として考慮するよう検討
を進めている。

○訪問対話活動や見学会、懇談
会、自治体訪問等を実施しており、
こうした場を通じて原子力安全に係
るリスクに対する取り組み状況につ
いても説明していくこととしており、
その手法について、NRRCの研究成
果等も活用しながら検討していく。

○広報関係者を対象とした外部講
師によるリスクコミュニケーション教
育を実施すると共に、外部ステーク
ホルダーとのコミュニケーションとし
て実施している訪問対話参加者に
は社内講師による教育を実施する
ことで、スキルアップを図っている。

○「リスクコミュニケーションの考
え方」をまとめ、コミュニケーション
活動を実践する部署と共有すると
ともに、社員の意識啓発・スキル
向上を目的とした講演会・各種研
修・メールマガジンの配信等を実
施している。
＜平成28年度実績＞
・リスクコミュニケーションの考え
方をまとめた文書を示達
・コミュニケーションスキル研修：7
回（社員約900名受講）
・知識向上に向けたエネルギー講
演会：3回
・メールマガジンの配信：7回

○今後も、上記取組みの実効性
を更に向上させ、継続的に実施し
ていく。

【残余リスクの共有】
・社外有識者が参加する原子力安全信頼会議，
地域住民や自治体等へ，リスクに対処するため
の安全性向上施策の内容について情報提供す
るとともに意見交換を継続的に実施。
・H27年5月の原子力安全信頼会議にて，残余リ
スクを把握し，リスクの分析・有効性評価を通じ
て改善策の検討を行うシステムの導入について
説明し意見交換を実施。
・リスクコミュニケーションについて対外説明ツー
ルの策定と，それを用いた具体的なリスクコミュ
ニケーションの進め方の検討等を目的とした原
子力，広報，立地部門からなる検討タスクを発
足し，活動中。他社の活動状況，NRRCの研究
成果等を情報共有するとともに，当社のリスク
情報の定義等（外部ステークホルダーとの意見
交換で得た情報のリスクマネジメントへの活用
する体制，外部ステークホルダーとの双方向コ
ミュニケーションの在り方等）について部門横断
的な議論を実施中。
・以上の議論を通じて，リスクコミュニケーション
の実施に必要な人材を育成中。

【安全性向上の効果の提示】
・地元関係者への訪問や発電所見学会を通じ
た、安全性向上のための施策等についての理
解活動は継続して実施中。
・今後，残余のリスクを説明する際にはＰＲＡに
熟知した社員が必要。ＰＲＡを用いたリスク分析
やリスク管理を直営でできる人材の育成のた
め，ＰＲＡに実績のある会社へ若手社員を派
遣。

・原子力発電リスクに関する情報を記載した説
明ツールであるリスコミコンテンツを作成し、リ
スクコミュニケーション実践者と共有することに
より
リスクコミュニケーション活動の活性化を図っ
た。
・社外講師によるリスクコミュニケーション講演
会、ＮＲＲＣとの連携、電力事業者等との情報
交換会等を通じて、リスクコミュニケーションの
更なる改善、情報共有、人材の育成等を図って
いく。

・残余のリスクがあること
を互いに認識し、継続的
な安全性向上の取り組み
を共有することで信頼関
係を構築すべく、現状分
析と課題抽出を行うため、
コミュニケーションおよび
社員の対話能力に関する
実態調査を実施。
・実態調査結果を分析し
課題を抽出。抽出された
課題を基に現状の広報活
動で不足する事項を確認
したが、震災以降、既にリ
スクを踏まえた広報活動
を実施しており、外部ス
テークホルダーからの
フィードバックも発電所や
本社で共有している。今
後は現状の取り組みを継
続するとともに、継続的な
改善にも取り組む。
・ＰＲＡの基礎や、リスク情
報の活用等、原子力特有
のリスクを習得するための
プログラムとして、ＪＡＮＳ
Ｉ、ＢＴＣ講座の受講、電中
研リスク研究センターへの
出向、プラントメーカーへ
の派遣（教育出張）等を実
施している。

　自治体に対しては、残余のリスクの
存在を前提とした避難計画の策定に
資するリスク情報の提供や意思決定
者への支援を積極的に実施している。
・自治体の避難計画策定に協力する
ため、30km圏内の自治体担当者を対
象として、平成27年度に発電所視察
（緊急時対応に関係する機器及び設
備の現場視察を含む)を２回、平成27
年度以降は毎年、当社研修施設にお
ける研修(基礎コース：放射線防護や
発電所の仕組み等、安全[応用]コー
ス：発電所のSA事故発生時の状況や
事故収束活動内容のシミュレータを用
いた解説等)を実施。平成28年度から
は新たな取組として、自治体の防災行
政に携わる職員を対象とした放射線の
専門家による屋内退避の安全性や必
要性をテーマにした講演会を当社から
の提案に基づき実施。平成29年度以
降もこのような取組を継続するととも
に、改めて関係自治体のニーズを把
握した上で、地域における防災対策や
住民防護対策上の課題解決、広域避
難計画の実効性確保に向けた取組み
を展開していく。
・平成27年4月より新たに、各事業本
部にコミュニケーターを選任して（副所
長級技術職者各6名の計12名）、原子
力安全のリスクに関するご意見等につ
いて、丁寧でわかりやすい説明を目標
に取組んでいる。 並行してコミュニ
ケーターとしてのスキル向上教育を実
施（コミュニケーションスキル向上研
修：平成27年度8回、平成28年度4
回）。（再掲）
・ＰＲＡのシステム解析を行う関係会社
と連携し、リスク分析やリスク管理を行
うＰＲＡ要員を継続的に育成していく。

・リスクコミュニケー
ション推進にあたり、
業界内外の説明ツー
ル・コンテンツに関す
る良好事例の収集等
を行い、更なる説明
ツール・コンテンツ等
の充実を図る。
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電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

１．適
切なリ
スクガ
バナン
スの枠
組み
の下で
のリス
クマネ
ジメン
トの実
施

③外部事
象に着目
した事故
シ－クエ
ンス及び
クリフエッ
ジの特定
と、レジリ
エンスの
向上

・JANSI主催のリーダ
シップ研修、危機管理
研修等に参加し、緊
急時対応の能力向上
を図っている。

・防災対応能力向上
のため、要素訓練（参
集訓練、電源繋ぎこ
み訓練、給油/給水訓
練、放射線管理に係
る訓練など）や緊急時
対策本部訓練を実施
している。

・事故発生後の適切な対応を行うため
の体制整備として、緊急時対応の長期
化を想定した発電所及び本店の「緊急
時対応チーム」の２交代シフト化を図る
こと、また、限られた情報の中で迅速
かつ適切な判断を行えるよう、ICSの
考え方も参考に号機別指揮、ＥＲＣ対
応、本店との情報共有、プレスセン
ター対応等、発電所緊急時対策本部
の本部長権限の再配分も含めた検
討、試運用を進めている。

・緊急時の意思決定を独立した立場か
ら監視する要員として、本店付けの原
子炉主任技術者を本部長に対し助言
する立場として発電所災害対策本部
に配置している。また、複数事象の対
応優先順位・最善な対応策を決定する
ための戦略会議を導入した。
・緊急時対応のマネジメントの人材育
成については、JANSI主催のリーダ
シップ研修等に参加し、緊急時対応の
能力向上を図っている。また、各機能
班の活動を確実に遂行するために、各
機能班毎の評価チェックシートを用い
るともに定量的評価（ＰＩ）による可視化
試運用している。
・本店災害対策本部においては、夜
間、休日の体制確立を図る上で、通
報・連絡訓練及び本店災害対策本部
参集訓練を実施している。

・美浜原子力緊急事態支援センターに
おいて、各電力から受け入れた出向者
に対し、実務等を通じた緊急時におけ
る原子力防災プロフェショナル育成等
について、検討を開始した。

・重大事故時等の初動対応
の充実を図るため、休日・夜
間に原子力発電所内に待機
する宿直者の増員、原子炉
主任技術者を休日当番者に
設定する等の体制整備をおこ
なった。
・また、24時間365日、いつ何
時においても確実な応急復旧
対応ができるよう、事故時対
応の専門集団である「緊急時
即応班」を設置した。緊急時
即応班は平時は事故時対応
訓練を繰り返して事故時対応
の力量を維持・向上するとと
もに、当直体制を組んで発電
所内に24時間365日常駐し、
事故等が発生した場合は速
やかに現場で応急復旧活動
を展開する。なお、当直体制
は今後適切な時期に開始す
る。
・原子力部門の技術系職員
に対し、リスク情報に活用に
関する意識の向上やリスク情
報活用例の習得等を目的とし
たＰＲＡに係る教育を実施し
た。
・また、緊急時対応組織の班
長クラスの者に対し、JANSI
主催の緊急時対応に係るセミ
ナーを受講させている。

【緊急時対応体制の整備】
・一般防災との合同訓練を本店他部門も参加し
て訓練シナリオを事前に提示しないブラインド形
式で実施し，緊急時対応能力及び複合災害時
の対応を確認し，必要な改善を実施。
・JANSI主催の緊急時対応能力向上研修等，外
部機関の研修や各種訓練を通じて緊急時対応
能力の向上を実施。
・ICSについて，電力大で事業所間協力への導
入検討を実施し協定を改定。また，原子力部門
への導入検討を実施。
・万一の場合の電力間の資機材の融通も想定
し，各社が保有する可搬型の電源，ポンプ等の
資機材データベースを共有。
【緊急時の意思決定機能の強化】
・平成26年4月，緊急時に発電所長を技術的に
支援することを目的として，発電所内に「緊急時
技術支援担当」を設立。
・緊急時において緊急時技術支援担当等がプラ
ント挙動を把握し，意思決定者に適切に情報伝
達するための支援ツールとして，MAAPコードを
搭載したシビアアクシデント（SA）シミュレータを
整備。
・平常時には本シミュレータを用いて，緊急時技
術支援担当を含めた原子力防災要員の教育・
訓練及びSA対策の検討（手順書含む）を実施。
・即応センターの体制と役割分担を見直し，意
思決定者の補佐機能の強化等により，即応セン
ター内，原子力規制庁緊急時対応センター
（ERC）など連携箇所との情報共有の改善を実
施。
・訓練を通じ，上記の取り組みを継続して改善。
・事故時に緊急時対応をマネージできる人材の
育成計画の策定・実施。
・WANOのパフォーマンス目標＆基準（PO&C）
やJANSIのガイドラインを参考に，緊急時対応に
おける上級管理層及び一般管理層に対する期
待事項等を抽出・整理し，リスクマネジメント会
議に報告。
・人材育成の観点から，MAAPコードを活用した
原子力防災訓練時の事象進展予測を原子力部
員が実施。

○原子力防災要員等に対して、
原子力事業者防災業務計画に基
づく、原子力防災教育を実施し、
緊急時対応に係る知識維持・向
上に努めている。

○原子力防災訓練を計画的に実
施することで、緊急時対応能力の
維持・向上に努めている。

○JANSI主催のリーダシップ研
修、危機管理研修等に参加し、緊
急時対応の能力向上を図ってい
る。

○事業者間協力協定に基づく電
力各社が共同して事故対応に当
たる場合の運用方法等について、
電事連大で継続的に検討を行っ
ている。

○地域防災に係る緊急時対応の
検証の場である、自治体原子力
防災訓練の計画、実施に参加す
るとともに、得られた経験を基に
自社の緊急時対応への反映を継
続して検討している。

○発電所及び本店対策本部の体
制、指揮命令系統について、他事
業者の先進事例の確認を行い、
当社への反映などの検討を行う。

○当社の発電所本部体制におい
て、防災管理者に情報や判断が集
中しないように、防災管理者と各機
能班班長の間に、現場対応を総括
する、「総括」を設置しており、訓練
等により人員配置の見直し等継続
的な改善を実施している。

○今後は、原子力災害発生時にお
ける原子力事業所災害対策支援拠
点の運営やオフサイトセンターとの
情報連携について検討を行い、社
内規定に定めた上で、原子力防災
訓練時にその有効性を検証し、必
要に応じ修正を行う。

【ICS】
・これまで事故災害対応データベース、緊急時
チェックシート、緊急時事象の共通分類番号な
ど、個別に検討・導入してきたが、この際、ICS
の特徴も参考に方策の検討を行ってきた。H27
年度に更なる緊急時対応体制の充実を図るた
め、当社の原子力防災体制の現状をICSの原
則に照らして評価し、充実のための対策を立案
した。
・国や福井県、関西広域連合などと連携した高
浜発電所における原子力防災訓練（H28.8.27）
において、　ＩＣＳの原則を参考とした対策本部
運営を原子力事業本部にて試行実施した。な
お、大飯発電所における原子力防災訓練
（H28.8.28）においても試行実施を行なってい
る。
・試行したICS活用およびCOP（共通運用図）活
用にかかる反省点を踏まえ、美浜防災訓練
（H29.2.28）において、改善を図った上で、訓練
の実施を行なった。
・原子力防災訓練を評価する視点として、ICS
の考え方を参照し、訓練での課題抽出・整理を
実施した。今後、これらの課題への対応を実施
していくことにより、更なる緊急時体制の充実を
図っていく。

【人材】
・指揮者を始めとする緊急時対応要員の役割
に応じた力量管理および教育訓練の仕組みを
整備し、事故対応能力の維持・向上を図ってお
り、この枠組みの中で事故時に緊急時対応を
マネージできる指揮者や指揮者をサポートする
要員を継続的に育成している。
・事故時に、原子力安全システム全体を俯瞰
し、現場の緊急時対策本部長（所長）を技術的
にサポートする参謀役として、全ての発電所に
「原子力安全統括」を配置した（平成２６年６
月）。原子力安全統括は、防災対応時以外の
平時においては、訓練内容のレビュー、所員の
シビアアクシデント教育、訓練計画への助言等
を実施するなど、事故時対応能力の向上に寄
与している。
・安全を俯瞰する人材の候補者の裾野を拡大
するため、若手社員の安全部門への配置の拡
大等を行っている。

・広い視野を持って部門の
あり方や方向性を見定
め、緊急時対応も含め部
門をけん引していく次世代
リーダーを育成する。
・ＪＡＮＳＩ主催による各種
の緊急時対応能力向上研
修等に参加。

・ＩＣＳの要素・特徴に対す
る当社の現状評価に基づ
き、当社導入の要否を引
き続き検討している。
・従来の指揮官（本部長）
に集中する情報を各統括
を介しての情報連絡に見
直すことにより、対応戦略
の意思決定等を円滑に行
うこととしている。

・H27年度より訓練をブラ
インドで実施し、訓練をと
おしてプレーヤーの対応
能力向上を図った。
・防災訓練ＷＧを設置し、
プレーヤーとは異なる立
場で企画方が訓練内容を
検討し、人材育成に訓練
を有効に活用した。

プラントのリスク
特性や設計、緊
急時対策を熟知
し、事故時に緊急
時対応をマネー
ジできる人材の
育成

１．(5) 大規模災害も念頭に置いた緊急
時対応体制の強化に向けて、政府も含
めたあらゆる主体によるICSのような規
格統一化された緊急時対応体制の整備
や、事故時のプラントの状況変化を熟知
し、緊急時の意思決定を独立した立場
から監視することのできる人材の各発電
所への配置等についても、更なる検討
が期待される。

・ICSの原則に照らし、電力会社が共同で事故対応にあたる事業者間協力協定に基づく活動の相互運用性の更なる向上を目指し、支援本部体制における指揮命令系統に関する各社の役割分担の明確化等の対応を実施。

○ＩＣＳ体制による訓練の実施
・３発電所（柏崎刈羽、福島第
一、福島第二）および本店の緊
急時体制はＩＣＳ※を考慮した
体制に移行し、防災訓練を積
み重ね、訓練の都度、適切な
改善を実施している。
　　※Incident Command
System（米国等で標準的に採
用されている災害時現場指揮
システム）
・本部を設営して実施する総合
訓練は、柏崎ではほぼ毎月実
施し、ほとんどがブラインドで
実施。班単位や現場で実施す
る個別訓練では、発電所で
は、電源車などの操作訓練や
がれき除去訓練、本社では後
方支援拠点立ち上げ、中長期
の支援・資機材調達、マスコミ
対応の訓練等を実施。
・また、多様なシナリオを用い、
関係機関との協調やベンチ
マークを行い、より実効的な訓
練を実施し、緊急時要員全体
の力量向上に努めている。
　（多様なシナリオ）「地震＋津
波」「竜巻」「余震」
　（関係機関との協調やベンチ
マーク）
　自治体へのリエゾン派遣、新
潟県の訓練への参加、原子力
レスキュー隊の受入等により、
社外との連携能力を高めてい
る。また、自衛隊や他電力へ
のベンチマークの実施。
○緊急時対策時要員の増強
○緊急時の直営技術力の向
上
・電源車の起動訓練や消防車
の接続訓練を継続実施。
・運転員に対しても設備診断が
できるよう力量向上に努めてい
る。国家資格である技能士資
格を運転員が21名取得（2015
年度）
○システムエンジニア
・システムエンジニアは、プラン
ト監視活動として安全上重要
な系統を含む主要系統に対
し、その系統が期待する機能・
性能を発揮していることを機器
レベルに加えて系統レベルの
広い視点で監視することで、よ
り信頼性を向上させる取り組
みを展開している。

○原子力災害時に本部長への
過度な業務集中を避け、通報
連絡、戦略立案等の対応強化
をねらい、発電所対策本部に複
数の統括者を配置する体制と
し、さまざまな状況下での訓練
を通じて実効性を検証し、継続
的に改善を図っている。
○上記の対応は、ICSの考え方
を取り込んだ試みのひとつであ
るが、他にも当社に展開すべき
事項を確認した場合には展開
を図っていく。
○また、「情報連携の錯綜」、
「指示命令の混乱」等の指揮者
にプレッシャーがかかる場面を
設定し、これらの訓練を通じ、
緊急時対応能力の向上を図っ
ていく。
○各種訓練を通じて緊急時対
応能力の向上を図る他、JANSI
主催のリーダーシップ研修（経
営層研修、原子炉主任技術者
研修、図上演習、管理者研修
等）の活用や、ＪＡＮＳＩによる
「防災訓練アシスタンスビジッ
ト」の受け入れ等を通じて、人
材の育成や訓練の実効性向上
に努めている。

・ＰＲＡを含めたリスクマネ
ジメントの実務やシビアア
クシデントに対する教育訓
練を通して緊急時対応を
マネージできる人材を育
成する。
・JANSI主催の各種緊急
時対応に係るセミナーに
参加。
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電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

・原子力災害対策として下記のような取り組みを進めている。
　　・原子力災害が発生した場合、最初にPAZ圏内(発災発電所から概ね5km圏内)に居住されている住民の避難が開始されるため、要支援者の方の避難に必要な輸送手段　（バス、福祉車両、ヘリコプター、船舶）を、出来る限り提供。
　　・ PAZ避難完了後は、PAZ避難向けに提供した輸送力を、 UPZ圏内(発災発電所から概ね5~30km圏内)に居住されている住民の避難用に提供。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年2月17日公表）

○原子力防災に係わる自治体
向けの勉強会の実施等、立地
地域との情報共有や地域防災
計画への協力を行っている。
○自治体が主催する訓練へ訓
練シナリオ（事故事象進展シナ
リオ）の提供を行っている。
○東通および女川地域原子力
防災協議会作業部会における
検討を踏まえ，原子力事業者と
して協力を行っていく。
○レベル３ＰＲＡについては、Ｎ
ＲＲＣの研究成果等を踏まえて
進めていく。

【立地地域との情報共有】
・社外有識者が参加する原子力安全信頼会議
で，リスクに対処するための安全性向上施策の
内容について情報提供するとともに意見交換を
実施。
【緊急時対策立案への協力】
・毎年実施される自治体主催の防災訓練の参
加に際し，訓練計画段階から協力し，安全性向
上施策の情報も取り入れた訓練シナリオの策定
に協力。
・また，住民の避難時の線量測定等に協力する
などの避難計画立案に協力。
【避難計画策定協力】
・NRRCが実施するレベル３ＰＲＡに関する研究
へ参加し，手法が確立され活用できる段階に
なった後には，レベル３ＰＲＡの結果等の情報も
提供し地域防災計画の策定に協力していくこと
を計画。
【緊急時の意思決定者支援機能の拡充】
・H26年4月，緊急時に発電所長を技術的に支
援することを目的として，発電所内に「緊急時技
術支援担当」を設立。
・緊急時において緊急時技術支援担当等がプラ
ント挙動を把握し，意思決定者に適切に情報伝
達するための支援ツールとして，MAAPコードを
搭載したSAシミュレータを整備中。
・平常時には本シミュレータを用いて，緊急時技
術支援担当を含めた原子力防災要員の教育・
訓練及びＳＡ対策の検討（手順書含む）を実施。
【地域防災計画への協力】
・現在，立地県の防災会議に委員として参加
し，地域防災計画の策定に継続的に協力。
・また，毎年実施される自治体主催の防災訓練
の参加に際し，訓練計画段階から協力し，安全
性向上施策の情報も取り入れた訓練シナリオの
策定に協力。

【PRA手法の整備等】
・ＰＲＡ活用を推進し、レベル２ＰＲＡが取りまと
められた段階において、蓋然性の高いシナリオ
の抽出や進展時間軸などを確認する。

【避難計画への協力等】
・レベル２ＰＲＡが取りまとめられ次第、避難計
画の実効性を高めることを目的として、検討
(ケーススタディー)、検討ケース（検討順位や、
外的事象・内的事象の扱い）をはじめ、検討の
目的、枠組み、結果の取扱いなど、当社から自
治体に対して説明する。

・万が一、シビアアクシデ
ント事故が発生した場合
においても、適切に事態を
収拾するために、自治体
への協力体制を強化す
る。
・自治体への協力体制に
ついては引き続き検討
中。

・国の地域原子力防災協
議会作業部会へ出席し、
地域防災計画・避難計画
における事業者の関与に
ついて国、自治体と調整
を進めている。

○NRRCのPRAの高度化に向け
た研究に参画しており、その研究
成果等を踏まえレベル３PRAの実
施及び活用方法について今後検
討していく。

○地域防災計画等策定にあたっ
ては、作業会にオブザーバとして
参加し、意見照会への回答を行っ
た。

○自治体主催の原子力防災訓練
の検討にあたっては、事象進展を
含む訓練シナリオの策定に参画
するなどの協力を行った。

・原子力リスク研究セ
ンター（電中研）と連
携した取り組み等を
通じ、リスク情報の活
用に向けた最新の
PRAに係る知見を社
内に蓄積していく。

・リスクコミュニケー
ションについては立地
地域の方々などにも
透明性の高い形で継
続的かつ着実に進め
る。

・防災訓練計画の策
定に着手するととも
に、県の原子力防災
訓練において、サイト
外での住民支援訓練
に参加し、関係機関と
連携強化を図る等、
防災対応能力の確保
に努める。

　自治体に対しては、残余のリスクの
存在を前提とした避難計画の策定に
資するリスク情報の提供や意思決定
者への支援を積極的に実施している。
・自治体の避難計画策定に協力する
ため、30km圏内の自治体担当者を対
象として、平成27年度に発電所視察
（緊急時対応に関係する機器及び設
備の現場視察を含む)を２回、平成27
年度以降は毎年、当社研修施設にお
ける研修(基礎コース：放射線防護や
発電所の仕組み等、安全[応用]コー
ス：発電所のSA事故発生時の状況や
事故収束活動内容のシミュレータを用
いた解説等)を実施。平成28年度から
は新たな取組として、自治体の防災行
政に携わる職員を対象とした放射線の
専門家による屋内退避の安全性や必
要性をテーマにした講演会を当社から
の提案に基づき実施。平成29年度以
降もこのような取組を継続するととも
に、改めて関係自治体のニーズを把
握した上で、地域における防災対策や
住民防護対策上の課題解決、広域避
難計画の実効性確保に向けた取組み
を展開していく。
・平成27年4月より新たに、各事業本
部にコミュニケーターを選任して（副所
長級技術職者各6名の計12名）、原子
力安全のリスクに関するご意見等につ
いて、丁寧でわかりやすい説明を目標
に取組んでいる。 並行してコミュニ
ケーターとしてのスキル向上教育を実
施（コミュニケーションスキル向上研
修：平成27年度8回、平成28年度4
回）。（再掲）
・ＰＲＡのシステム解析を行う関係会社
と連携し、リスク分析やリスク管理を行
うＰＲＡ要員を継続的に育成していく。
（再掲）

◯継続的な安全性向上を目的と
し、対策を策定する判断や意思決
定のプロセスにリスク情報を活用す
る仕組みを検討中であり、既存のプ
ロセスに対して以下の項目を考慮
する。
・外部事象、PRA等に関する新知見
情報やJANSI提言もインプット情報
に加える
・意思決定要素として、規制基準へ
の適合等の決定論的要素に加え
て、確率論的要素としてPRAを活用
・継続的な安全性向上に資するた
め、リスク管理目標（活動方針）を
設定
また、自治体からの要望や訪問対
話活動等からの課題についても、イ
ンプット情報として考慮するよう検討
を進めている。

○リスク情報は、地域防災計画の
策定や関係者とリスクコミュニケー
ションを図る上で有用であるため、
地方自治体の地域防災計画策定
等にどのように活用していくことが
できるか検討していく。

・警戒事態に至る前段階の情
報についても、地元自治体や
関係機関等へ通報連絡を実
施。
・静岡県主催の総合防災訓
練に参加し、県や関係機関と
連携を実施。
・静岡県の広域避難計画策
定における協力を実施。
・外部ステークホルダーとのリ
スクコミュニケーション強化を
目的とし、広報部門内に「コ
ミュニケーション推進グルー
プ」を設置した。（２０１５年１
月）　リスクコミュニケーション
の進め方等については「原子
力安全向上会議（議長：社
長）」に報告し、指示を受けて
対応している。
・リスクコミュニケーションの
方法については、米国の原子
力発電所への訪問や米国駐
在者からの情報も参考にしな
がら社内で検討を継続してい
る。
・地元をはじめ社会の皆さま
との接点の場を拡充し、原子
力安全に関するリスク・課題
の認識の共有を進めていく。
・浜岡地域原子力防災協議
会における検討を踏まえ、原
子力事業者として協力をおこ
なっていく。
・複合災害時の電力復旧策、
防災業務関係者の安全確保
策等について検討をおこなっ
ていく。

安全性向上計画の説明・
情報提供に加え、自治体
主催の原子力防災訓練等
へ参加・協力している。
・１０月には自治体主催の
原子力防災訓練等へ参
加・協力した。
・安全性向上計画の説明・
情報提供に加え、自治体
主催の原子力防災訓練等
へ参加・協力している。
・発電所原子力災害対策
本部の意思決定を支援す
る組織に、リスクマネジメ
ントを総括する防災・安全
対策室員を配置し、緊急
時の意思決定支援機能を
強化している。
２．（２）
○自治体については、安
全性向上計画の説明・情
報提供に加え、自治体主
催の原子力防災訓練等へ
参加・協力している。
　また、地域防災計画等
の修正における当社の新
たな協力事項等について
は、当社への意見紹介の
機会等を通じた協議の中
で必要な情報交換を行い
つつ協力している。
○地域防災としての避難
計画等に資するための事
業者として担える役割等
については、必要の都
度、関係自治体と連携し
て協力できるよう、自治体
との情報交換等のコミュニ
ケーション活動を今後とも
継続する。

２．(2) 原子力災害時における緊急時対
応は、オンサイトについては電気事業者
が、オフサイトについては地方自治体が
中心となって行うこととなっているが、レ
ベル3PRA等により得られるリスク情報
は、地域防災計画の策定や事故リスク
について関係者とリスクコミュニケーシヨ
ンを図る上で有用である。このため、政
府や電気事業者においては、リスク情報
に基づき、地方自治体の地域防災計画
策定等にどのように貢献できるかを更に
検討することが望まれる。

③外部事
象に着目
した事故
シ－クエ
ンス及び
クリフエッ
ジの特定
と、レジリ
エンスの
向上

立地地域との情
報共有や緊急時
対策立案への協
力

レベル３ＰＲＡの
結果や事故シー
クエンス、クリフ
エッジの特定結
果を踏まえた、避
難計画策定協
力、緊急時の意
思決定者支援機
能の拡充

原子力防災(救急時対応)
・リスク情報に精通した緊急要
員の増強
・新潟県技術委員会において、
決定論的手法を用いたDIANA
での拡散評価を実施し公表
・防災訓練の充実
・柏崎刈羽地域原子力防災協
議会作業部会、福島地域原子
力防災協議会作業部会にオブ
ザーバー参加
・有事における住民避難等の
支援を目的とした「被災者支援
活動チーム」の運用を開始。新
潟本部が主導となり、車両配
備等の環境整備、防災訓練へ
の参加、力量向上等の活動を
展開
・柏崎刈羽地域連絡会にメン
バーとして参加

１．適
切なリ
スクガ
バナン
スの枠
組み
の下で
のリス
クマネ
ジメン
トの実
施
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電気事業者による自主的安全性向上の取組 その１

「原子力の自主的・継続的な安全性
向上に向けた提言(2014.5.30)」ロー
ドマップ骨格

左記提言に関連する「原子力の自主的
安全性向上の取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

１．適
切なリ
スクガ
バナン
スの枠
組み
の下で
のリス
クマネ
ジメン
トの実
施

③外部事
象に着目
した事故
シ－クエ
ンス及び
クリフエッ
ジの特定
と、レジリ
エンスの
向上

・ICSの原則に照らし、電力会社が共同で事故対応にあたる事業者間協力協定に基づく活動の相互運用性の更なる向上を目指し、支援本部体制における指揮命令系統に関する各社の役割分担の明確化等の対応を実施。
・事業者間協力・連携の取り組みをより実効的なものとするため、防災訓練において連携訓練などを実施中。

＜参考：JANSI＞
・緊急時対応訓練の実効性確保を目的に、原子力防災訓練を計画、実施、評価/改善する上で参考になる基本的事項を取り纏めた「原子力防災訓練ガイドライン」を策定し、防災の専門家、事業者から構成する「原子力防災訓練検討委員会」を設置して事業者の訓練の実施を支援している。
・リーダーシップ研修の一環として、事故時の高ストレス環境下で、適切なコミュニケーション、状況判断、指揮統括を行う演習や、その後の討議を通じてレジリエンス力を養う研修を実施している。

自主的安全性向上・技術・人材WG第13回会合にて、日本原子力学会における軽水炉安全技術・人材ロードマップローリング対応の最終報告がなされ、平成29年3月にロードマップが改定された。改定の概要は以下のとおり。（自主的安全性向上・技術・人材WG第13回会合）
・評価方法の見直し（評価者の拡大、新たな評価の視点を追加、重要度評価の判定基準の修正）
・ローリング実施方法の見直し
・環境変化等を踏まえて重要度評価の見直し

原子力規制庁技術基盤課と電事連とが安全研究等に関する意見交換会を開催。
・第1回（平成27年9月16日）：具体的な研究内容の意見交換を第2回以降で実施すること等の方針について双方合意した。
　　議題：（１）意見交換を行うに当たっての原則に関する確認、（２）規制庁、電事連における研究の取り組みについて（情報交換）、（３）今後の進め方について
・第2回（平成28年5月13日）：平成29年度以降の原子力規制委員会における安全研究の検討に活用するため、事業者の取組状況等について情報交換した。
　　議題：（１）電力中央研究所原子力リスク研究センターが取り組む研究活動について（情報交換）、（２）新規クリアランス対象物について（事業者側の要望を説明）
・第3回（平成29年3月7,9日）：平成29年度の原子力規制委員会における安全研究の検討に活用するため、事業者の取組状況等について情報交換した。
　　議題：（１）事業者が取り組むシビアアクシデントに関する研究、外部事象に関する研究について（情報交換）、（２）新規クリアランス対象物について（第2回意見交換のフォロー）
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と
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・３基同時発災にも対応で
きるように号機毎の責任
者の選任や一部の班構成
の見直し。
・プラント情報や事故対応
作業が輻輳するような総
合的な事故対応訓練。
・高線量下を想定した放
射線防護具を着用した訓
練、積雪・寒冷等の冬季
の厳しい環境下での事故
対応訓練。
・新たに創設した３号機Ｓ
Ａ対応チームと運転員と
の連携訓練
・事前に事故の内容や事
故進展想定を周知せず実
施するブラインド訓練。
・重大事故等が発生したこ
とを想定した事故進展予
測、事故拡大予測、事故
拡大防止対策および事故
収束策の選択等の的確な
状況判断を行う机上訓
練。
・これらの訓練は、運転
員、重大事故対応要員な
ど全所員が各班毎に実施
し、対応能力の向上に努
めている。
・７月にはこれらを適宜取
り入れた夏冬季原子力防
災訓練を実施したなど、総
合訓練および要素訓練の
実施により緊急時対応能
力の向上に努めている。
１．（５）
○緊急時対応体制につい
ては、泊発電所の３基同
時発災にも対応できるよう
に既に号機責任者の選任
や泊発電所原子力災害対
策本部での指揮命令系統
の迅速化に向け、一部の
班構成を見直している。本
店でも原子力班の構成の
見直し等を行い、指揮命
令系統の迅速化を図って
いる。

○重大事故等対応要員に
対する力量の確保と維持
向上を一層確実にする要
員体制について検討して
いる。
○緊急時対応に関する人
材育成のため、社外研修
（JANSI危機管理研修）に
積極的に参加している。

○新規制基準に適合した訓練
シナリオの検討・手順策定等、
防災訓練・緊急時手順の高度
化を図っている。
○ブラインド訓練の他、休日・
夜間等も含めて、安全性向上
対策が実効的に機能出来るよ
う各種訓練（運転訓練、電源確
保訓練、代替注入訓練、複数
基での事故発生を想定した防
災訓練、他部門も参加した一般
防災との合同訓練、冬季訓練、
ガレキ撤去訓練、オフサイトセ
ンターへの職員を派遣した社外
対応訓練等）を実施し、課題を
抽出するとともに、緊急時対応
能力の向上を図っていく。
○また、自治体との合同訓練を
通じ、オフサイト対応についても
継続的に向上を図っていく。
○平成２８年度は、これまでの
訓練反省、ＮＲＡ評価、他社良
好事例を踏まえ、「情報共有の
高度化」、「災害支援拠点活動
の充実化」等に力点を置いた改
善を図った。

・JANSI主催のリーダ
シップ研修、危機管理
研修等に参加し、緊
急時対応の能力向上
を図っている。

・防災訓練計画の策
定に着手するととも
に、県の原子力防災
訓練において、サイト
外での住民支援訓練
に参加し、関係機関と
連携強化を図る等、
防災対応能力の確保
に努める。

・防災対応能力向上
のため、要素訓練（参
集訓練、電源繋ぎこ
み訓練、給油/給水訓
練、放射線管理に係
る訓練など）や緊急時
対策本部訓練を実施
している。

○シナリオ非提示型を含む各種防
災訓練を実施し、原子力防災組織
が原子力災害発生時に有効に機能
することを確認するとともに、原子
力施設事態即応センター（松山、高
松）における伊方発電所への支援
活動および対外対応の習熟を図っ
ている。

○当社の発電所本部体制におい
て、防災管理者に情報や判断が集
中しないように、防災管理者と各機
能班班長の間に、現場対応を総括
する、「総括」を設置しており、訓練
等により人員配置の見直し等継続
的な改善を実施している。

○今後は、原子力災害発生時にお
ける原子力事業所災害対策支援拠
点の運営やオフサイトセンターとの
情報連携について検討を行い、社
内規定に定めた上で、原子力防災
訓練時にその有効性を検証し、必
要に応じ修正を行う。

○原子力防災要員等に対して、
原子力事業者防災業務計画に基
づく、原子力防災教育を実施し、
緊急時対応に係る知識維持・向
上に努めている。

○訓練時の事象進展について、
ブラインド方式を採用するなど、
原子力防災訓練の充実を行うとと
もに、計画的に実施することで、
緊急時対応能力の維持・向上に
努めている。

軽水炉安全研究
ロードマップの策
定

安全研究ロード
マップの改訂
安全研究、機器
開発等の実施

規制研究との利
害相反を排除す
るための研究枠
組みの構築

原子力安全の基
盤となる事項に
ついての共同研
究の実施

・ＩＣＳを参考に緊急時対策組
織の再編をおこなった。（２０１
４年７月）
・24時間365日、いつ何時に
おいても確実な応急復旧対
応ができるよう、事故時対応
の専門集団である「緊急時即
応班」を設置した。緊急時即
応班は平時は事故時対応訓
練を繰り返して事故時対応の
力量を維持・向上するととも
に、当直体制を組んで発電所
内に24時間365日常駐し、事
故等が発生した場合は速や
かに現場で応急復旧活動を
展開する。なお、当直体制は
今後適切な時期に開始する。
・静岡県や地元自治体が主
催する防災訓練に参加し、関
係機関との連携強化を図って
いる。

・平成２８年度の実績では、シ
ナリオ非開示で行う机上訓練
(4回実施)を含め様々な訓練
を約７００回実施した。

・シナリオ非提示型訓練を
含む各種防災訓練（総合
訓練、要素訓練）を実施す
ることで、緊急事態時の対
応能力の向上を図ってお
り，今後も訓練を積み重
ねて課題を抽出し、短・中
長期的観点でＰＤＣＡをま
わして改善を図っていく。
・原子力事業者間協力協
定（12社間協定）およびア
ライアンス協力協定に基
づき，他電力の防災訓練
に参画し，協力要請によ
る支援対応について，そ
の対応能力の向上を図っ
ている。
・各種訓練を通じて緊急
時対応能力の向上を図る
ほか，JANSI危機管理研
修など種々の社外研修等
に参加し，知見拡充等を
図っている。

防災等、各種訓
練の充実

ブラインド訓練な
ど、実践的な訓
練の実施、緊急
事態対応チーム
能力の継続的な
向上

【緊急時対応体制の整備】
・一般防災との合同訓練を本店他部門も参加し
て訓練シナリオを事前に提示しないブラインド形
式で実施し，緊急時対応能力及び複合災害時
の対応を確認し，必要な改善を実施。
・JANSI主催の緊急時対応能力向上研修等，外
部機関の研修や各種訓練を通じて緊急時対応
能力の向上を実施。
・ICSについて，電力大で事業所間協力への導
入検討を実施し協定を改定。また，原子力部門
への導入検討を実施。
・万一の場合の電力間の資機材の融通も想定
し，各社が保有する可搬型の電源，ポンプ等の
資機材データベースを共有。
【緊急時の意思決定機能の強化】
・平成26年4月，緊急時に発電所長を技術的に
支援することを目的として，発電所内に「緊急時
技術支援担当」を設立。
・緊急時において緊急時技術支援担当等がプラ
ント挙動を把握し，意思決定者に適切に情報伝
達するための支援ツールとして，MAAPコードを
搭載したシビアアクシデント（SA）シミュレータを
整備。
・平常時には本シミュレータを用いて，緊急時技
術支援担当を含めた原子力防災要員の教育・
訓練及びSA対策の検討（手順書含む）を実施。
・即応センターの体制と役割分担を見直し，意
思決定者の補佐機能の強化等により，即応セン
ター内，原子力規制庁緊急時対応センター
（ERC）など連携箇所との情報共有の改善を実
施。
・訓練を通じ，上記の取り組みを継続して改善。
・事故時に緊急時対応をマネージできる人材の
育成計画の策定・実施。
・WANOのパフォーマンス目標＆基準（PO&C）
やJANSIのガイドラインを参考に，緊急時対応に
おける上級管理層及び一般管理層に対する期
待事項等を抽出・整理し，リスクマネジメント会
議に報告。
・人材育成の観点から，MAAPコードを活用した
原子力防災訓練時の事象進展予測を原子力部
員が実施。

【各種訓練の実施】
・平成28年度は訓練中期計画に基づき，以下の
訓練を計画・実施し，訓練結果を踏まえた改善
計画を作成。
　- 代替即応センター設営訓練　(8月23日)
　- 本部機能班訓練(8月24日)
　- 総合訓練（10月18日）
　- 要素訓練［支援拠点］（11月14～20日）
　- 要素訓練［事業者間連携］（11月20日）
　- 自治体主催訓練（11月20日）
・原子力班体制見直し（情報共有機能強化等）
を踏まえた緊急時対策室人員配置，運用見直
し等を実施(8月4日)。
・実施結果を国へ報告し，要旨を公表（12月27
日）
・改善計画を作成（12月9日）し，平成28年度分
の検討結果のとりまとめを実施（3月31日）。

・訓練経験等を踏まえ，即応センターのあるべき
姿（エクセレンス活動）や訓練評価のあり方を検
討したうえで，訓練中期計画への反映を実施(3
月30日)。

・訓練評価のあり方を整理したうえで，観察者
（評価者）による評価の目的，内容，活用方法
等を整理。また，これを踏まえ，訓練参加者へ
の通知等の運用を共通データベースに掲載し
情報を共有。 (3月31日)

【緊急時対応の整備】
・万が一の緊急時に備え、初動体制の整備を
実施。高浜発電所を例とすると、平日夜間、休
日において初動対応にあたる要員70名を発電
所に常駐させるとともに、初動対応後の事故収
束作業にあたる要員48名は、近隣地域から徒
歩を想定しても約6時間以内に参集できる体制
を構築。協力会社、メーカー等を含めて約700
名以上が事故収束に注力。
・「高浜地域の緊急時対応」として、事業者は住
民等の移動手段の確保，避難退域時検査や除
染時の支援，屋内退避施設の整備，放射線防
護資機材の支援，物資の備蓄，緊急時モニタリ
ングの実施，地方公共団体への要員の派遣を
行うなどの取組みを実施することを織り込まれ
た内容について、平成27年12月16日の福井エ
リア地域原子力防災協議会にて原災指針等に
照らして具体的かつ合理的であることが確認さ
れ、平成27年12月18日の原子力防災会議で了
承された。
・さらに、H28年4月には、西日本４社間協定の
締結（アライアンス）を行い、原子力災害時にお
ける協力として①協力要員の派遣（現行協力協
定に加え、4社合計で100～200人規模の派
遣）、②資機材の提供、③原子力部門トップに
よるテレビ会議を活用した発災事業者に対する
助言等の支援、④各社が相互参加する定期的
な訓練の実施を行うこととしており、災害発生
時の緊急時対応や住民避難支援の充実に向
けた対応を実施している。
・これまでも全電力で、原子力災害が発生した
場合に各社が協力しあう事業者間協定等の事
業者間の連携を図ってきた。さらに福島第一発
電所事故を受け、JANSI、NRRCおよび緊急事
態支援組織を設立したが、今後も一層の連携
強化を図っていく。
・また、平成２８年４月には、上記内容等を含
め、原子力安全対策と原子力災害対策に対す
る当社の取組み状況と更なる充実にむけた取
組みについて、「事故収束活動プラン」および
「原子力災害対策プラン」を策定し、経済産業
大臣にその内容について報告し、さらに平成２
８年１０月には、原子力災害対策充実に向けた
取組みに係る整理結果を同じく経済産業大臣
に報告した。今後、これらの取組み内容につい
て、確実な実施と内容の充実等を図っていく。

【訓練】
・「高浜地域の緊急時対応」を反映し、本店対
策本部の住民対応チームのマニュアル等を改
訂。さらに、これに基づき、大飯発電所防災訓
練等を実施し、本店(中之島)－本店(若狭)－ｵﾌ
ｻｲﾄｾﾝﾀｰ(派遣者)等の連携を確認した。
・美浜・高浜・大飯発電所において、シナリオ非
提示型、かつ複数基で同時に重大事故が発生
したという 想定の防災訓練を実施した。訓練に
は、原子力規制庁殿をはじめ、本店対策本部
等も参加し、各所との連携や、厳しい状況下で
も事故収束に向けた活動等が適切に実施でき
ることが確認され、当社の対応能力は着実に
向上していると認識している。
・H28.8.27関西電力、H28.11.11四国電力、Ｈ
28.11.19中国電力、H28.11.20北陸電力、
H29.1.27九州電力の各社防災訓練において、
西日本５社の相互協力協定各社が参加した実
動訓練で実効性を高めることができた。
・今後、大飯発電所の再稼働を念頭に、緊急時
対応体制を整備し、訓練等を実施することによ
りＰＤＣＡを回すことで事故時対応能力向上を
図っていく。

○ＩＣＳ体制による訓練の実施
・３発電所（柏崎刈羽、福島第
一、福島第二）および本店の緊
急時体制はＩＣＳ※を考慮した
体制に移行し、防災訓練を積
み重ね、訓練の都度、適切な
改善を実施している。
　　※Incident Command
System（米国等で標準的に採
用されている災害時現場指揮
システム）
・本部を設営して実施する総合
訓練は、柏崎ではほぼ毎月実
施し、ほとんどがブラインドで
実施。班単位や現場で実施す
る個別訓練では、発電所で
は、電源車などの操作訓練や
がれき除去訓練、本社では後
方支援拠点立ち上げ、中長期
の支援・資機材調達、マスコミ
対応の訓練等を実施。
・これまでの総合訓練で事故
の起因事象としていた地震・津
波以外のシナリオ(竜巻、内部
溢水、隕石)等、発電所のリス
ク分析に基づくシナリオの対応
訓練を実施。今後も地震・津波
以外の事故シナリオを実施し、
さらなる対応力向上を図る。
　（関係機関との協調やベンチ
マーク）
　自治体へのリエゾン派遣、新
潟県の訓練への参加、原子力
レスキュー隊の受入等により、
社外との連携能力を高めてい
る。また、自衛隊や他電力へ
のベンチマークの実施。
○緊急時対策時要員の増強
○緊急時の直営技術力の向
上
・電源車の起動訓練や消防車
の接続訓練を継続実施。
・運転員に対しても設備診断が
できるよう力量向上に努めてい
る。
・休日・夜間に事故が発生する
ことを想定した対応力の強化。
・多量の放射性物質が放出さ
れる事故を想定し、放射線測
定、被ばく管理、除染等要員を
増員
・様々なシナリオを設定した訓
練をブラントでかつ高頻度(柏
崎刈羽、福島第二)ではほぼ毎
月１回実施し、緊急時要員全
体の力量向上に努めている。
・平成28年12月に福島の原子
力災害対策支援拠点の変更に
伴い、新拠点(浜通り物流セン
ター)での訓練を実施。

１．(5) 大規模災害も念頭に置いた緊急
時対応体制の強化に向けて、政府も含
めたあらゆる主体によるICSのような規
格統一化された緊急時対応体制の整備
や、事故時のプラントの状況変化を熟知
し、緊急時の意思決定を独立した立場
から監視することのできる人材の各発電
所への配置等についても、更なる検討
が期待される。

５．我が国の原子力分野全体として、真
に原子力安全の向上に資する取組から
順に実施していくことの重要性に鑑み、
日本原子力学会においては、軽水炉安
全技術・人材ロードマップの素案策定の
際に技術課題に明確な優先順位付けを
行うとともに、客観性の向上を図る観点
から本ロードマップを国内外へ広く発信
し、国内外の専門家によるピアレビュー
を主体的に受けながら、得られたコメント
をローリングの過程で本ロードマップに
積極的に反映していくことが期待され
る。

・緊急時対応能力の向上を図る上で、
訓練計画として中長期計画及び年度
計画を作成し、各種訓練項目を段階
的に展開している。
・ブラインド訓練、夜間訓練、協力会
社・関係会社及び地方自治体と連携し
た訓練、複数基での事故発生を想定し
た防災訓練、全面緊急事態に至る事
象を想定した訓練を継続して実施して
いる。
・設計基準を超える外的事象、テロ、
大規模火災等への適切な対応のた
め、大規模損壊対応手順書（仮称）を
策定し、本手順書に基づいた訓練を繰
り返し実施することにより、残余のリス
クへの対応能力を強化し、レジリエン
スの向上を図っていく。

・事故発生後の適切な対応を行うため
の体制整備として、緊急時対応の長期
化を想定した発電所及び本店の「緊急
時対応チーム」の２交代シフト化を図る
こと、また、限られた情報の中で迅速
かつ適切な判断を行えるよう、ICSの
考え方も参考に号機別指揮、ＥＲＣ対
応、本店との情報共有、プレスセン
ター対応等、発電所緊急時対策本部
の本部長権限の再配分も含めた検
討、試運用を進めている。
・緊急時の意思決定を独立した立場か
ら監視する要員として、本店付けの原
子炉主任技術者を本部長に対し助言
する立場として発電所災害対策本部
に配置している。また、複数事象の対
応優先順位・最善な対応策を決定する
ための戦略会議を導入した。
・緊急時対応のマネジメントの人材育
成については、JANSI主催のリーダ
シップ研修等に参加し、緊急時対応の
能力向上を図っている。また、各機能
班の活動を確実に遂行するために、各
機能班毎の評価チェックシートを用い
るともに定量的評価（ＰＩ）による可視化
を試運用している。
・本店災害対策本部においては、夜
間、休日の体制確立を図る上で、通
報・連絡訓練及び本店災害対策本部
参集訓練を実施している。
・美浜原子力緊急事態支援センターに
おいて、各電力から受け入れた出向者
に対し、実務等を通じた緊急時におけ
る原子力防災プロフェショナル育成等
について、検討を開始した。
　
（以上、再掲）

・発災時の海外への情報発信として、
WANO及びＷＡＮＯを通したＪＡＮＳＩと
の情報連携訓練を実施。

４．原子力分野全体として、利益相反を
廃した形での利用側と規制側の共同研
究や運転・保守を含む日々のリスク管理
へのPRAの活用等、原子力の安全性向
上の観点から相互の利益となる問題に
対して、利用側と規制側が協力していく
ための枠組みについて、具体的な検討
が求められる。
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…電気事業者個社の取組   
…原子力産業界共通の取組
…原子力分野の全体の取組

北海道電力 東北電力 東京電力 中部電力 北陸電力 関西電力 中国電力 四国電力 九州電力 日本原電 電源開発

電気事業者による自主的安全性向上の取組　その２

・福島第一事故を二度と起こさない組織文化を事業者が構築することをJANSIが牽引するとともに、事故の過酷状況下においても、適切にリーダーシップを発揮できるような能力を育む研修を、経営層から管理者までの各階層を対象に実施している。また、リーダーシップ研修の一環として、事故時の高ストレス環境下で、適切なコミュニケーション、状況判断、指揮統括を行う演習や、その後
の討議を通じてレジリエンス力を養う研修を実施している。

・福島第一事故を二度と起こさない組織文化を事業者が構築することをJANSIが牽引するとともに、事故の過酷状況下においても、適切にリーダーシップを発揮できるような能力を育む研修を、経営層から管理者までの各階層を対象に実施している。また、リーダーシップ研修の一環として、事故時の高ストレス環境下で、適切なコミュニケーション、状況判断、指揮統括を行う演習や、その後
の討議を通じてレジリエンス力を養う研修を実施している。

【安全文化の改善】
・美浜発電所３号機二次系配管破断事故以
後、事故の再発防止対策等を実施することによ
り、安全文化の再構築・醸成に取り組んでき
た。同事故以降に構築した評価の枠組み（評価
の視点、あるべき姿、およびインプット情報を設
定）を活用した安全文化評価を毎年度末に実
施し、抽出した課題に対しては、重点施策を策
定・実施している。

・今後とも安全文化を高めていくうえでH29年度
に取り組むべきものとして、H29.1に発生した高
浜２号機クレーン倒壊事故を踏まえた当社社
員・協力会社社員に対するリスク感受性を高め
ていくための教育等を実施していく。

【世界の良好事例に学ぶ】
・社達「原子力発電の安全性向上への決意」に
おいては、安全文化の要素のひとつとして「国
内外の事例や知見を積極的に学ぶこと」を実践
していくことを明確にしている。
・世界の良好事例に学ぶ取組事例として、海外
事業者（EDF、Duke等）との情報交換協定に基
づいた情報交換の実施（平成２７年度は、トップ
マネジメントレベルで２回３テーマ、実務者レベ
ルで１７回１７テーマ、発電所レベルで１回２
テーマの情報交換を実施）、当社グループ会社
の原子力安全システム研究所(ＩＮＳＳ)が海外
情報をスクリーニング・分析し作成した提言等
を通じて入手した海外情報を高経年化対策、原
子力リスクマネジメント、発電所防災訓練など
への活用を検討していく。
・当社各発電所においてＷＡＮＯ/ＪＡＮＳＩのピ
アレビュー等を受けいれており、その結果を確
実かつ効果的な改善につなげるための仕組み
を構築し、引き続き、積極的に世界の良好事例
を取り入れていく。

【議論する風土づくり】
・安全文化醸成活動の一環で、安
全文化や企業倫理をテーマとした
職場討議（四半期に１回）、及び経
営トップ等と原子力部門員とのフ
ランク対話を通じた、議論する風
土づくりを構築。
・平成28年9月に発生した志賀2号
機原子炉建屋への雨水流入事象
の根本原因分析で組織要因とし
て抽出された「問いかける姿勢の
不足」の再発防止対策として「リス
ク予知活動」，役職者同行パト
ロールにおける「現場で考えられ
るリスクの問いかけ」により社員に
自ら考えさせることによる気づき
能力の向上を実施中。
【第三者の意見の勘案】
・第三者機関である電力中央研究
所による「安全文化醸成のための
社員等の意識調査・分析評価」を
原子力部門員を対象に年1回実
施し、安全文化が浸透・定着して
いることを把握するとともに必要に
応じ対策を実施。
・また、全社員に対し「職場元気度
診断」という社内アンケートを毎年
実施し、安全文化の定着状況を
確認。

【方針等】
・社達「原子力発電の安全性向上への決意」の
実践項目の中には、「社内のルールや常識で
あっても、繰り返し問い直すこと」「地位や立場
を超えて、多様な意見を出し合い、自由闊達に
議論すること」「安全上の懸念が提起されること
を促し、それを公正に扱うこと」が明示されてお
り、この浸透活動を通じて、疑問を提示し、これ
を議論する風土づくりに、取り組んでいる。
【会議体】
・美浜発電所３号機事故の再発防止対策、原
子力の安全文化醸成活動、さらには東京電力
福島第一原子力発電所事故を踏まえた原子力
発電の自主的・継続的な安全への取組みに関
する議論において、原子力部門以外も含む、全
ての部門の役員等が委員となって構成する「原
子力安全推進委員会」による確認を行うこと
で、集団思考に陥らないようにするとともに、社
外の有識者を主体とした委員で構成される「原
子力安全検証委員会」からも助言をいただくこ
とで、第三者による意見の勘案不足に陥らない
よう取り組んでいる。
・原子力部門の「放射性物質放出リスク」につ
いては、原子力部門以外の技術的部門の知見
を踏まえた「原子力リスクレビュー部会」におい
て、原子力部門の取組みを確認・評価し、定期
的に開催している。
・上記に加え、原子力事業本部の各種会議体
においては、他部門の役員もメンバーに入り、
積極的に議論に参加するなど、集団思考に陥
らないよう、議論の活発化に取り組んでいる。
【その他】
発電所のパフォーマンスについて、他電力の知
見を活用しながら客観的に評価を行う仕組みを
構築するとともに、その評価を原子力安全の向
上に活用する独立オーバーサイト（OS）の仕組
みを構築していく。

・過去の失敗を繰り返さない
ために、毎日の定例ミーティン
グ等においてOE情報を共有
する取り組みの実施状況は
良好であり、活動が定着して
きている。OE情報のさらなる
活用を図るために、原子力
リーダーによるOE情報活用に
関するメッセージを定期的に
配信し、OE情報活用の意義
を浸透させる取り組みを実施
している。

・原子力の自主的安全性向
上への取り組み姿勢や理念
を明確にすると同時に重大な
原子力事故を二度と起こさな
いという決意から、「中部電
力グループ原子力安全憲章」
を制定した。（平成26年7月1
日）
・安全文化醸成活動について
は継続的に実施するととも
に、アンケート等により評価
をおこなって改善を図ってい
る。
・過去の失敗や技術の伝承
については、発電所内の研
修施設内に設置した「失敗に
学ぶ回廊※」や発電所の技
術的事の歴史を取り纏めた
「技術史」を活用している。
・既存施設の設計変更をおこ
なう際には、過去の設計変更
内容を踏まえて評価し、当該
の設計変更の妥当性を確認
している。

※：過去の失敗から学ぶこと
を目的に、トラブルや不適合
により破損した実設備を解説
付きで展示している研修施設

【安全文化指標の導入】
・安全文化醸成活動については、
品質マネジメントシステムに則り、
計画策定、実施、評価、改善を繰
り返し実施。
・取組みに際しては、４つの安全
文化指標（関係法令・保安規定遵
守、トップの安全最優先の方針の
表明・浸透、コミュニケーション、
学習する姿勢）を定め、定期的に
各指標毎の評価を行い、継続的
な改善を実施。
【世界の良好事例に学ぶ姿勢】
・世界原子力発電事業者協会
（WANO）や原子力安全推進協会
（JANSI）のピアレビューにより得ら
れた提言や良好事例を発電所の
運営等に反映し改善を実施。

「原子力の自主
的・継続的な安全
性向上に向けた
提言(2014.5.30)」
ロードマップ骨格

左記提言に関連する「原子力
の自主的安全性向上の取組の
改善に向けた提言(2015.5.27)」

○社長の方針に基づき策定し
ている安全文化の醸成活動計
画の中でコミュニケーションの
充実に向けた活動を継続実施
しており、言い出せる意識の
定着を図っている。そのひとつ
として、「社員および協力会社
員とのコミュニケーション充実
を図るため、意見交換、交流
活動などを実施し、活気と創
造力に溢れた誰もが自由に発
言できる良好な業務環境を確
保する。」を具体的活動項目と
し、「安全最優先の価値感」な
どを社員と協力会社が一体と
なって共有する活動に取り組
んでいる。
○第三者機関であるJANSI
（INSS）による「職場風土に関
する意識調査」を年1回、
JANSIによる「現場診断（インタ
ビューなど）」を3年に1回実施
し、劣化兆候を把握するととも
に必要に応じた改善を実施し
ている。

（議論する風土づくり）
・安全文化の醸成に係る社長
方針を平成29年4月に見直
し，そのうち「常に問い直し，
問いかける習慣の定着」に基
づき，安全文化醸成活動とし
てディスカッション活動を実施
しており，疑問を呈する習慣
の定着や議論する風土の定
着を図っている。
・内部監査により業務に対す
る要求事項への適合性を確
認し集団思考への対応を行っ
ている。

（第三者による意見の勘案）
・第三者機関であるJANSIの
安全文化アセスメント（アン
ケート，現場診断），WANOの
ピアレビュー等を受け入れ，
安全文化の劣化兆候の把握
や提言等の反映を行い改善
に努めている。

３．(1) 東京電力福島第一原子
力発電所事故後に INPOの報
告書等で指摘されてきた、我が
国で見られる集団思考や第三
者による意見の勘案の不足と
いう問題を踏まえ、疑問を提示
し、これを議論する風土づくりを
一層進めることが望まれる。

３．(3) 適切な安全文化指標等
を用いることにより、安全文化
の改善を継続的に監視しつつ、
世界の良好事例に学ぶ姿勢を
一層強化することが望まれる。

・原子力安全監視室は、取締
役会直属組織として設置さ
れ、執行側から独立した場で
原子力安全に関する取り組み
について監視・助言してきた
が、原子力安全監視室が現
場第一線により近い位置から
監視・助言を行い、直接的に
原子力安全に関わる意思決
定に関わるために、原子力安
全監視室を執行役社長直属
組織に改編した。
・深層防護の観点から多角的
な検討に加え、費用対効果の
大きい安全対策を提案し、こ
れを迅速に実現する技術力を
習得することを目的として、安
全向上提案力コンペを実施し
ている。応募数は増加してお
り、活動として定着している。
・原子力改革特別タスクフォー
ス事務局は、現場第一線との
直接対話活動を継続し、原子
力安全改革プランのねらいや
日常業務関連性等について
繰り返し説明するとともに、課
題の確認とその解決にあたっ
ての支援を行っている。
・原子力部門では、「健全な安
全文化を体現する各人・リー
ダー・組織の特性（健全な原
子力安全文化の10の特性と
40のふるまい）」を制定し、こ
れらの特性・ふるまいと自ら
の行動を日々比較するという
振り返りを通じて気づきを促
し、常に安全意識の向上に努
める取り組みを進めている。

・原子力の自主的安全性向
上への取り組み姿勢や理念
を明確にすると同時に重大な
原子力事故を二度と起こさな
いという決意から、「中部電
力グループ原子力安全憲章」
を制定した。（平成26年7月1
日）
・安全文化醸成活動について
は継続的に実施するととも
に、アンケート等により評価
をおこなって改善を図ってい
る。
・過去の失敗や技術の伝承
については、発電所内の研
修施設内に設置した「失敗に
学ぶ回廊※」や発電所の技
術的事の歴史を取り纏めた
「技術史」を活用している。
・既存施設の設計変更をおこ
なう際には、過去の設計変更
内容を踏まえて評価し、当該
の設計変更の妥当性を確認
している。

※：過去の失敗から学ぶこと
を目的に、トラブルや不適合
により破損した実設備を解説
付きで展示している研修施設

○社長が定める品質方針（安全文化醸成
の方針を含む）において「原子力安全を最
優先とする文化を醸成し続けます」という方
針が明示されるとともに、安全文化の醸成
については、品質マニュアル(要則)に基づ
き定める「原子力安全文化醸成活動管理
基準」に従った活動を展開している。
本活動を実施するにあたっては、社長が示
す方針に基づく、重点活動計画を毎年度策
定するとともに、その実施によって更なる安
全文化の醸成を目指した活動を展開して
いる。
○また、４つの安全文化要素（①安全を最
優先とする方針と実行②安全を確保する
仕組み③学習する組織④コミュニケーショ
ン）と、それぞれに対して安全文化が醸成
された状態（安全文化評価指標）を定め、
活動実績を評価し、次年度計画に反映す
るなど継続的改善を行っている。
この安全文化評価指標に、提言に関する
以下の２件がある。
・「外部機関等の第３者評価を受け、その
結果を安全文化醸成活動に活用している」
ことを挙げており、規制当局による保安検
査やJANSI等の当社に対する安全文化醸
成活動の評価結果も活用している。
・「自社のみならず、他社の事故･事故情報
並びに良好事例から得られた教訓を基に、
事故･故障等の再発及び未然防止のため
の是正処置、予防処置が実施されている」
ことを挙げており、良好事例に学ぶこととし
ている。

○具体的な活動として、予防処置活動の
中で、社内情報は勿論のこと、NUCIAから
の国内情報やJANSIからの海外情報(良好
事例を含む)等のスクリーニング・分析を行
い、必要に応じて対処することにより原子
力安全の向上に向けた取組みを実施して
いる。

○社長方針である品質方針に「安全文
化の醸成に関する方針」を定め、この
方針を踏まえて、年度毎に品質目標を
設定し、安全文化の醸成活動に係る
業務計画を策定・実施し、取り組み状
況の評価、改善を継続的に実施してい
る。

○不適合処理や予防処置、改善検討
依頼の実施状況を毎月確認しており、
目標値に対する達成率を管理、評価し
ている。

○毎年ＪＡＮＳＩの安全文化醸成活動に
関するeラーニングを受講しており、受
講率を目標値管理し、受講率を評価し
ている。また、安全診断アンケートを定
期的に実施し、組織、人の意識・行動
に関して、幅広い視点から安全文化意
識の改善・向上活動を継続的に実施し
ている。

○安全文化の醸成活動にお
ける有効性評価の指標のひと
つとして、第三者機関である
JANSI（INSS）による「職場風
土に関する意識調査」を年1回
実施し、その結果を活用し劣
化兆候を把握するとともに必
要に応じた改善を実施してい
る。
○海外の知見を有する
JANSI、WANOのピアレビュー
の積極的な受け入れ、および
新たに発出されるJANSI、
WANOの提言等の積極的な取
り入れにより、更なる安全性向
上を目指す。

・安全文化醸成に係る社内ア
ンケート（１回／年），JANSIの
安全文化汗エスメントにより
安全文化の状態を評価・監視
し，その結果に基づいた安全
文化醸成活動を実施すること
で改善を行っている。

・安全文化の醸成に係る社長
方針を平成29年4月に見直し
を行い，そのうち「積極的な改
善の実践」に基づき，最新情
報を積極的に入手・活用・展
開し，新たな知見を取り入れ
ている。また海外の知見を有
するJANSI主催の会議，研修
等への参加により，世界の良
好事例等の情報収集に努め
ている。

・経営トップは、安全を最優先
とすることについてコミットメント
するとともに、安全文化醸成に
関してメッセージを発出し、本
店、現場の社員で共有してい
る。

・社内規定「安全文化醸成活動
実施要領」に基づき、安全性向
上に向けた取り組み事例を紹
介する講演会の実施、リー
ダーシップに関する研修会の
開催、経営幹部と社員との意
見交換、各部署における安全
文化醸成活動等により社員の
安全意識の向上を図っている。

・また、毎年の安全文化アン
ケートによる意識調査、原子力
監査及び品質保証会議体によ
る活動評価を行い、安全文化
醸成活動の継続的改善を図っ
ている。

○社長が定める品質方針（安全文化醸成
の方針を含む）において「社内や協力会社
との風通しの良い組織風土をつくります」
（フェイス・トゥ・フェイスのコミュニケーション
を基本とし、立場を越えて協力し合える関
係をつくっていきます）という方針が明示さ
れており、社内及び協力会社との間でフェ
イス・トゥ・フェイスのコミュニケーション活動
を推進している。

○以下の仕組み等により、誤った意思決定
や組織の閉鎖性を排除し、透明性の高い
業務運営を行っている。
①原子力の業務運営に係る点検・助言委
員会による助言への対応 （第三者意見の
勘案）
②原子力発電安全委員会による原子炉施
設の保安に関する事項の助言への対応
（集団思考への対応）
③内部監査による業務に対する要求事項
への適合性の確認 （集団思考への対応）

○部門会議、グループミーティング等により
階層間(上司⇔部下)での情報伝達を行うと
ともに、相互コミュニケーションにより円滑
な業務運営を図り、風通しの良い職場環境
の整備に努めている。 （議論する風土づく
り）

・経営トップの定める品質方針に
安全文化醸成活動方針を盛り込
み、毎年度、安全文化醸成活動
計画の策定・実施、実施状況の
評価・改善を継続して行ってい
る。
・平成26年12月に、WANO/INPO
「Traits of a Healthy Nuclear
Safety Culture」を参考とした「安
全文化の行動指針」を、この指
針の具体的な実践例を纏めた
「共通行動標準」を平成27年6月
に制定した。さらに、安全行動の
実践状況を半期毎に社内アン
ケートにより可視化し、継続的な
改善に努めていく。これらの取組
みにより、疑問を提示し、議論す
る風土づくりを一層進める。

・安全性向上支援担当（社内監
視機能）による発電所パフォーマ
ンスの監視、および原子力安全
に関する社外評価委員（社外監
視機能）による当社の原子力安
全に係る取組みへの指導、助言
を受けることで、自己満足の排除
に努めている。
・第三者機関であるJANSI又は
電力中央研究所の安全診断を
毎年受け、第三者による評価結
果を改善の参考にしている。
・JANSIやWANOによるピアレ
ビューを受け入れ、改善が必要
な事項の提案を受け、改善を
行っている。

・安全文化の醸成に関する
トップ方針を定め、「安全最優
先の組織風土」、「継続的な
改善活動」、「コミュニケー
ションの充実」等の活動を展
開中。
・なお、当社は平成２３年度に
顕在化した点検不備問題等
の反省を踏まえ、「常に問い
かける姿勢」および「報告す
る文化」の改善に重点的に取
り組むとともに，社外第三者
の有識者で構成する「原子力
安全文化有識者会議」を設
置し、当社の安全文化醸成
活動の実施状況を定期的に
報告し、活動に対する提言を
受け、提言の内容を活動に
反映する取り組みを行ってい
る。

○社長方針である品質方針に「安全文
化の醸成に関する方針」を定め、この
方針を踏まえて、年度毎に品質目標を
設定し、安全文化の醸成活動に係る
業務計画を策定・実施し、取り組み状
況の評価、改善を継続的に実施してい
る。

○原子力安全を最優先とする風土の
醸成を目指し、「伊方ネット２１活動」や
「伊方発電所フォーラム」などを通じ
て、コミュニケーションを緊密にとり、活
力溢れる風通しの良い働きがいのある
職場作りを推進し、モチベーションの維
持・向上を図っている。

○また、原子力監査担当は、原子力本
部の活動が集団思考に陥らないよう業
務の実施状況を第三者的に監視す
る。

・平成26年12月に、WANO/INPO
「Traits of a Healthy Nuclear
Safety Culture」を参考とした「安
全文化の行動指針」を、この指
針の具体的な実践例を纏めた
「共通行動標準」を平成27年6月
に制定した。さらに、安全行動の
実践状況を社内アンケートにより
可視化し、継続的な改善に努め
ていく。これらの取組みにより、
良好事例に学ぶ姿勢を強化す
る。アンケートは半年毎にこれま
で３回（第3回は平成29年2月）実
施し、「安全文化の行動指針」に
基づく行動やふるまいの実践状
況を定期的に確認することで傾
向を把握し、継続的な改善につ
なげていく。
・WANOやJANSIのピアレビュー
による改善提案や、WANOの
SOER、JANSIの提言等により、
改善を行っている。

・当社は、安全文化に関する
国内外の知見に基づく６軸２
２要素から成る安全文化評
価指標を平成２０年に構築
し、この評価指標に基づき安
全文化の醸成度を毎年評価
している。評価の結果、抽出
した課題について強化策を実
施することにより、安全文化
の継続的改善を図っている。
　評価軸には、評価要素「教
育訓練プログラムの充実」、
「問いかける姿勢・改善を考
える姿勢」、「未然防止・再発
防止」から成る「学習する組
織」を設定しており、「学ぶ姿
勢」の重要性を明示してい
る。
・また、平成２６年６月１３日に
原子力品質方針に「リスクマ
ネジメントの構築」に関する
条項を追加したことを受け、
安全文化評価要素に「リスク
に対する認識」とその「望まし
い姿」を追加設定し、組織の
リスクに対する重要性の認識
度を評価できるようにしてい
る。

○国内の良好事例を学ぶ活動
を実施している。
　・他業種における安全への取
組みの講演会開催
　・県内他事業者で開催される
安全文化醸成に関する講演会
等への相互参加 等

○JANSI等を通じた世界の良
好事例などの海外情報収集に
努めるとともに、米国原子力事
業者と情報交換に係る協力関
係を構築し・良好事例等の情
報収集に努め、ポスター・人形
等の作成による啓蒙活動を実
施している。

○安全文化アンケート等によ
り、安全文化の状態を評価し、
状態の改善・向上のための活
動を継続的に実施している。



参考資料

…電気事業者個社の取組   
…原子力産業界共通の取組
…原子力分野の全体の取組

北海道電力 東北電力 東京電力 中部電力 北陸電力 関西電力 中国電力 四国電力 九州電力 日本原電 電源開発

電気事業者による自主的安全性向上の取組　その２

「原子力の自主
的・継続的な安全
性向上に向けた
提言(2014.5.30)」
ロードマップ骨格

左記提言に関連する「原子力
の自主的安全性向上の取組の
改善に向けた提言(2015.5.27)」

・技術以外の知識やスキルとし
て、経営陣も含め安全マネジメン
トを推進するリーダー研修、発電
所幹部を対象とした緊急時指揮
者のリーダーシップ等ソフトスキ
ルを向上させる研修、各階層へ
の企業倫理教育を実施してい
る。
・海外への技術協力や人材育成
研修の提供を通じ、国際感覚や
コミュニケーション能力を継続的
に磨いていく。
・国内学協会の規格基準策定に
係る委員会や分科会、一部の国
際的な規格基準策定へ参加する
とともにJANSIが進めている各種
ガイドライン作成に参画してい
る。これらの活動を通して、国際
的な安全基準の策定活動に関
与できる人材の育成を進めてい
る。

○自社で行う安全文化醸成に係る各
種教育訓練等に加え、ＪＡＮＳＩ主催の
研修（経営層を対象にしたリーダー
シップ研修、原子炉主任技術者研修、
危機管理研修等）を活用し、安全を最
優先とする価値観の浸透、リーダー
シップ等の能力の向上に努めている。

○東京大学大学院工学研究科原子力
専攻（専門職大学院）に、毎年、若手
技術者を派遣し、原子力の専門知識を
体系的に習得するとともに、リスク認知
とコミュニケーションなど、広義の原子
力学になくてはならない非技術的分野
まで学ぶことにより、深い学識および
卓越した能力を有する人材の育成を
継続的に実施している。

○人材の国際化として、WANOピアレ
ビューやEPRI等の国際関係機関への
要員派遣などにより国際経験を付与し
ている。

○ＩＡＥＡ原子力マネジメントスクールに
社員を派遣する等、国際感覚やコミュ
ニケーション能力を持った技術者の育
成に努めている。今後ともこれらの国
際人材育成セミナーへ積極的に参加
する。

○各種学協会の規格基準策定に係る
委員会、分科会等に参加する等、民間
規格策定経験を有する人材の育成・確
保を継続していく。

○社長の品質方針（安全文化醸成の方針
を含む）において「原子力安全を最優先と
する文化を醸成し続けます」という方針が
明示されるとともに、品質マニュアル(要則)
に基づき定める「原子力安全文化醸成活
動管理基準」に基づいた安全文化醸成活
動を展開している。
本活動を実施するにあたっては、社長が示
す方針に基づく、重点活動計画を毎年度策
定するとともに、その実施によって更なる安
全文化の醸成を目指した活動を展開して
いるが、業務の実施にあたって常に当事者
意識をもって原子力安全の達成のために
何ができるのかを考え、自主的に行動する
とともに、周りの人たちの共感を得ていくと
いうリーダーシップの浸透・発揮を根ざした
教育活動を展開している。

○海外との係わりの深い企業・組織
（WANO東京センター、JANSI、海外電力調
査会、国際原子力開発）へ人材を派遣し、
派遣先での業務経験を通じ、国際的な視
点から安全管理に取組むことのできる人材
の育成を図っている。

○海外の情報を積極的に入手するととも
に、WANO、JANSIによるピアレビューや、
海外からの視察の発電所受入時における
意見交換等を通じ、国際感覚の養成を図っ
ている。

○今後もこれらの活動を継続し、必要な人
材の育成・確保を図っていく。

○原子力リーダーを育成する
ため、米国INPO/MITが主催
している経営者向けの原子力
技術コース(5～6月開催に)1
名派遣した。このような研修
は大変有益であるため、当社
においても、原子力リーダー
候補者に対して、今後も継続
して同様な教育をおこなう。
○安全評価技術について、
EPRIの研修コースを8名受講
した。

３．(4) 「安全確保に対する責任
感の欠如、倫理教育の欠陥」、
「社会的な影響の認識」、「社会
への説明能力を重視する知的
環境を整備」、「世界の動向や
優れた慣行に習熟」、「社会人
教育機能の整備」(平成24年11
月27日原子力委員会「原子力
人材の確保・育成に関する取
組の推進について(見解)」)、
「優れた国際感覚やコミュニ
ケーション能力を持った専門家
が、国際的な安全基準の策定
活動や新規導入国での原子力
安全確保に貢献」(平成23年8
月8日原子力人材育成ネット
ワーク「東京電力福島原子力
発電所事故を踏まえた原子力
人材育成の方向性について」)
等の指摘も踏まえ、技術以外
の知識も活用して発電所の安
全管理を行い、国際安全基準
の策定等においても活躍できる
人材を育成・確保していくことが
望まれる。このためには、特に
社会人教育機能の一層の整備
が求められる。

○WANOへの出向および海外
実務研修派遣等により、国際
感覚を有する人材の育成を
図ってきた。
○今後については、全社的に
若年層に対する海外研修等を
計画していることから、部門と
して海外研修への参加を検討
していく。
○国際安全基準策定に関与
できる人材育成については、
学協会の規格基準策定に係る
委員会、分科会等に参加する
ことで、人材育成の活動を行
なっている。
また、上記の活動等を通じ、国
際的な規格基準についても可
能な範囲で関与し、人材の育
成・確保を図っているところで
ある。

○国際的な人材育成のため
以下のような取り組みを行っ
ている。
　・ＷＡＮＯ主催の他サイトピ
アレビューや技術支援への専
門家派遣、海外電力調査会
主催の研修への専門家派遣
等による業界全体のボトム
アップ活動への関与。
　・社外機関（ＩＡＥＡ等）の主
催する研修会受講、講演会で
の発表、社外との意見交換等
により、業界知見や海外情報
の習得、当社取り組み等の国
内外への情報発信、原子力
関係者との交流の継続的な
実施。
　・国際視野を持ち、技術力
向上に寄与できる人材の育成
を目指した、海外メーカーへ
の保全要員の派遣。
○今後もピアレビュー、技術
交換訪問への参加、講演会
等における英語での情報発
信を見据えた、長期的かつ計
画的な人材育成を実施してい
く。

・国際的な人材育成のため、
以下のような取り組みをおこ
なっている。
○要員の海外派遣の実施(海
外事務所、EPRI)
○国際会議等への積極的な
若手の参加
○海外の発電所との定期的
な交流の実施
○GEHへの研修派遣
○IAEAマネジメントスクール
への参加

・学協会の規格基準策定に係
る委員会、分科会等への参加
を通じ、規格基準策定の経験
を有する人材確保に努めてい
る。

・国内で開催される国際人材育成
に関する各種研修に若手社員を
参加させるとともに、海外電力調
査会主催の原子力新規導入国へ
の支援派遣やWANOピアレビュ
ワーへの派遣を通じて、国際社会
でも活躍できる人材を育成。
・国際交流が期待できるWANO東
京センターへの出向を通じて、国
際感覚やコミュニケーション能力
に長ける人材を育成。
・毎年、東京大学大学院工学研究
科原子力専攻に若手社員を派遣
し、原子力技術はもちろんのこと、
国際社会人に必要なモラル等の
原子力技術以外の知識や経験を
持つ人材を育成。
・社内の社員研修として、新入社
員、新入社員フォロー研修（2年
目）、ステップアップ研修（3年目），
中堅社員（10年程度）、新任管理
監督者研修，管理能力向上研
修，役職者研修等、段階的に社会
人教育を実施。

・美浜発電所３号機二次系配管破断事故の教
訓を踏まえ、経営トップによる安全最優先の宣
言、経営計画への明確化、幹部による訓示や
膝詰め対話による安全最優先の浸透活動、リ
スク感受性向上に向けた教育、新入社員研修
や新任役付け研修での美浜３号機事故の風化
防止の教育、ステークホルダーへの説明責任
を教える品質保証研修、技術者倫理および安
全文化を教えるマネジメント研修などの実施、
職場ディスカッションによる一人ひとりの安全行
動宣言やCSR行動宣言など、安全文化醸成活
動を継続的に実施し、評価改善を図ることによ
り、安全確保に貢献する人材育成を継続してい
る。
・国際感覚やコミュニケーション能力を持った人
材については、IAEA、INPO、電事連ワシントン
事務所等への駐在員の派遣、さらに、世界原
子力大学、IAEAマネジメントスクール、原子力
国際人材育成セミナーなど、国際原子力人材
育成等を目的としたセミナーへの若手社員の
派遣により、その育成を継続している。
・一方、規格基準策定については、国内学協会
の規格基準策定に係る委員会傘下の分科会、
検討会等に参加し、民間規格策定経験を有す
る人材を有している。また、IAEA安全基準、そ
の他の国際的な規格基準の策定への参加は
限定されているものの、直接的または間接的に
可能な範囲で関与しており、これら取組みを通
じ、かかる人材の育成・確保を継続することとし
ている。

・国際的視野を持ち柔軟に対
応できる人材の育成を目的
に人材を継続的にＷＡＮＯ、
ＥＰＲＩ、米国GE等へ派遣する
とともに発電所と本社の両方
の業務についてバランスよく
経験させている。
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電気事業者による自主的安全性向上の取組　その２

「原子力の自主
的・継続的な安全
性向上に向けた
提言(2014.5.30)」
ロードマップ骨格

左記提言に関連する「原子力
の自主的安全性向上の取組の
改善に向けた提言(2015.5.27)」

以下のような様々な教育が、各社において継続的に実施されていることを確認している。
　・保安規定に基づく入所時教育から、継続的な反復教育
　・原子力の基礎、原子炉理論等の基礎教育
　・配属部門に関係する各種実習、机上教育
　・JANSI主催研修やプラントメーカー等の社外研修
　・各職級に求められる能力の向上を図るため実施する教育　等

・廃炉などの作業を進めるにあたっては、過去に前例のない難易度の高い技術的課題が山積しており、これらの解決には国内外の叡智を結集した研究開発が必要となる。
・そのためには、人材育成、原子力分野の魅力の発信、国のエネルギー政策の理解促進など、産官学における様々な分野における活動を、それぞれ確実に行い、意欲ある人材を呼び込むことが必要となる。
・人材育成の分野においては、産業界として、原子力人材育成ネットワークにおける、「初等中等教育支援分科会」「高等教育分科会」「実務段階人材育成分科会」「国内人材の国際化分科会」などの活動に関与・協力を着実に行っていき、原子力分野全体の人材育成の底上げに貢献する。
・プラントの再稼働、安全安定運転の積み重ねによって、日本のエネルギーを支えるインフラ事業としての原子力分野（廃止措置も含む）の重要性・魅力を訴求していく。

・美浜１、２号機の廃炉を踏まえ、原子力事業
本部に廃止措置技術センターを設置するととも
に、専任要員を配置し対応体制を強化して廃
炉を実施している。また、当社に限らず、工事
施工会社、重電メーカー、ゼネコンといった廃
炉実施の担い手となる組織を中心に、これまで
も研究会やセミナー等に要員を派遣し、情報の
共有、技術知見の蓄積が図られてきており、人
材育成に向けた取り組みは、今後とも着実に実
施されていくことが期待される。ただし、将来的
に廃炉作業が本格化した際には、廃炉要員が
不足してくる可能性もあるため、要員の確保状
況を継続的に把握していくことが重要であり、そ
の際には、事業者間の廃止措置実施における
協力も有用な対策の一つになると思われる。
・なお、要員へのインセンティブの付与は、重要
な課題ではあるが、廃炉業務に従事する要員
に特化した議論とするのではなく、安全文化の
醸成等々の他の提言への取り組みと一体と
なって原子力の自主的安全性向上の取組みを
産官学全体で進め、我が国のエネルギー政策
における原子力の位置付けとともに、丁寧に社
会に説明していくことにより、意欲ある人材を確
保していくよう、努めていく。

・廃炉専門部署を設置すると
ともに専任要員を配置し、対
応体制を強化して廃炉準備
を進めている。
・国際廃炉研究開発機構（ＩＲＩ
Ｄ）が主催する国際ワーク
ショップや廃炉を決定した電
力会社との意見交換会に、
廃炉業務に従事する要員を
派遣し、廃炉情報・廃炉に係
る課題の共有を図っている。

○当社原子力保安研修所における訓
練としてH26年度より「廃止措置コー
ス」を設置し、廃止措置の概要や除
染、解体といった個別技術の教育を開
始し、廃炉に向けた人材育成に取り組
んでいるところ。（講師：三菱重工業）

○福島第一発電所の廃炉に向けた研
究を行うための研究開発運営組織（技
術研究組合　国際廃炉研究開発機構：
IRID）への参画を継続していく。

○保安規定の品質マネジメントシステ
ムに基づく力量評価（社内資格認定制
度である技術技能認定制度等）を実施
している。

◯入社後３～４年間は全員が運転当
直業務、保修業務等を通じて基礎的な
知識・技能を習得するための若年層育
成プログラムを設定している。

◯運転、保修等、業務種別毎に個々
の育成段階、職種に応じた「継続的な
教育」のシステム（カリキュラム）を構築
し実施している。

○引き続き原子力人材育成ネットワー
ク実務段階人材育成分科会および電
事連人材育成ＷＧにおける議論等を
踏まえ、「継続的な教育」のシステム
（カリキュラム）の改善を検討していく。

３．(6) 昨年5月に取りまとめら
れた「原子力の自主的・継続的
な安全性向上に向けた提言」で
示された「東京電力福島第一
原子力発電所の事故の経験と
教訓を活かし世界の原子力安
全の向上を主導する立場を獲
得する」との目標の達成に向
け、国際的な安全基準の策定
活動や新規導入国での原子力
安全確保に貢献できる人材の
育成に向けた取組の進捗状況
を確認していく必要がある。

○国際的な活動として、WANO
ピアレビューおよびテクニカル
サポートミッションへのレビュ
ワーの派遣を行い、国際経験
を付与している。
　また、新規導入国への活動
として、JINED主催のベトナム
研修生受け入れ、IAEA/JICC
メンタリングコース研修生受け
入れ、トルコEVAS電力向け
JICC原子力セミナーへの専門
家派遣等を行っている。
○今後については、全社的に
若年層に対する海外研修等を
計画していることから、部門と
して海外研修への参加を検討
していく。

同上 ○国際的な人材を育成するに
あたっては，米国ワシントン、
英国ロンドンの事務所へ駐在
員を派遣、さらに、世界原子
力大学、IAEAマネジメントス
クール、原子力国際人材育成
セミナーなど、講師や受講生
として参加している。
○海外へのベンチマーク活動
も継続して実施しており、世界
の良好事例の取り入れととも
に人財の育成に寄与してい
る。
○研修においては、リーダー
クラスを育成するにあたり、米
国INPO/MITが主催している
経営者向けの原子力技術
コース(5～6月開催)に継続し
て1名派遣している。このよう
な研修の機会を通じて、他の
経営層クラスとも良好な関係
の構築を図ることができてい
る。
○実務者クラスについては、
EPRIの安全評価技術の研修
コースやGE主催の研修を活
用している。

３．(8) 今後国内の原子力発電
所の廃炉が増加していく中で、
廃炉や除染という多くの人材が
必要ではない分野にも意欲あ
る人材を呼びこむため、海外や
他の産業分野における良好事
例等を参考に方策を検討する
ことが求められる。その際、こ
れらの分野で活躍することに対
するインセンティブを高める仕
組みを考えることが必要であ
る。

○放射性廃棄物の処理・処分
等については、地層処分等の
セミナー、シンポジウム等に参
加し情報収集や研究開発成果
の共有を図っている。
○今後もこれらの活動を継続
し、必要な人材の育成・確保を
図っていく。

○廃炉に関するセミナーや原
子力デコミッショニング研究会
などに参画し、廃炉技術の蓄
積を行い、社員の技術力のレ
ベルアップを図っている。
○廃炉に係る専門的な知識を
もった人材を育成するための
教育や必要な人材の確保に
ついて検討していく。

・事故後、極めて厳しい環境
での業務が続く中、個人や組
織の士気・やりがいを向上さ
せるために、良好な成果を達
する度にこれ認めて称揚する
ことが重要である。原子力部
門では、原子力安全改革プラ
ンの実現をはじめ、各々のミッ
ション達成等について「率先し
て大きなチャレンジを行った
人」、「高い目標を達成するた
めに頑張っ人」を対象に、原
子力・立地本部長、および福
島第一廃炉推進カンパニープ
レジデントによる表彰を実施し
ている。

○浜岡原子力発電所内に浜
岡１，２号機の廃止措置をお
こなう部署「廃止措置部」を設
置し、廃止措置に係る検討お
よび実際の廃止措置作業を
おこなっている。
○当社においては、現時点
において実際に廃止措置を
進めていることから、この廃
止措置を確実に進めていくこ
とにより、廃止措置に意欲の
ある人材を確保していく。

・現在は、再稼働に向けた準備、
その後の安全、安定運転のため
の人材確保及び育成を行ってい
るが、将来的には段階的かつ計
画的に廃炉対応の人材確保又は
育成を計画。
・その際には、モチベーションが低
下しないような取組み及び仕組み
を構築。
・国際廃炉研究開発機構（ＩＲＩＤ）
が行う廃炉に関する研究には継
続的に参画。

○ＱＭＳに基づき、各部署や
各レベルにおいて業務を遂
行するための力量を定め、必
要な教育・訓練計画を策定す
るとともに、力量について定
期的に評価をおこない力量を
管理している。
○ＪＡＮＳＩのガイドライン等か
ら得られた知見については、
必要に応じて教育システムに
反映していく。

・当社では建設中の大間が唯
一の原子力プラントであるた
め、現在は専ら大間原子力発
電所の建設に人材を投入し、
育成しているところである。廃
炉に関する人材育成に向けた
取組みは行っていないが、前
述のとおり自主的安全性向上
に取り組むとともに、「自分が
作るプラント（発電所）」という誇
りを持ち、安全で品質が高く、
クリーンな発電所を建設するこ
とを目的としたマイ・クリーンプ
ラント活動を推進し、協力会社
との共同活動として一斉清掃
を実施するなど、意識高揚を
図っている。

・国内学協会の規格基準策定に
係る委員会や分科会、一部の国
際的な規格基準策定へ参加する
とともにJANSIが進めている各種
ガイドライン作成に参画してい
る。これらの活動を通して、国際
的な安全基準の策定活動に関
与できる人材の育成を進めてい
る。
・新規導入国での原子力安全確
保に貢献できる人材の育成に向
けた取組として、現地での研修
や当社研修センターを活用した
研修を実施している。

・また、原子力人材育成ネット
ワークにて活動する海外人材育
成WGに参画し、IAEA認定の研
修企画への協力と受け入れを
行っている。

・学協会の規格基準策定に係
る委員会、分科会等への参加
を通じ、規格基準策定の経験
を有する人材確保に努めるて
いる。また、諸機関への派遣等
により、国際的な原子力安全
向上に貢献するとともに、国際
経験を有する人材の確保を
行っている。

３．(7) 海外や他の産業分野に
おける良好事例等を参考に、
資格制度や社会人の継続的な
教育システムを検討していくこ
とが望まれる。

○原子力部門員に対して、各
レベルに要求される知識・技
能或いはマネジメント・コミュニ
ケーションなどの力量基準を
定め、その力量取得のために
年度毎に受講すべき研修や
OJTなど教育・訓練計画として
策定している。力量取得状況
については、適宜、評価を行
い必要に応じ次年度への教
育・訓練計画の見直しを実施
している。
○若年層（～入社6年目）、中
堅社員（入社10年程度）、管理
者、経営層の職位に対して組
織・マネジメント教育、ビジネス
スキル教育、語学力向上支
援、ｅラーニング等のプログラ
ムを用意している。
○入社6年目全員に自らの
キャリア形成を考える「キャリ
アビジョン研修」の受講を義務
付けている。
○今後もこれらの活動を継続
し、必要な人材の育成・確保を
図っていく

○ＱＭＳ活動の中で、業務種
別や職位に応じた力量管理
および教育・訓練を実施して
いる。
○電事連大にて情報共有して
いる継続的な教育システムの
継続研鑽に係る各社の良好
事例を踏まえ、当社への展開
について検討していく。

・力量管理により人材育成に係
る教育システムを構築し、運転
段階に向け必要な人材の育成
に取り組んでいる。また、原子
力人材育成ネットワーク実務段
階人材育成分科会における議
論等を注視しつつ継続的に教
育システムの改善に取り組ん
でいく。

○日常保全のための振動測定分析等を有
資格者により実施する仕組みを構築すると
ともに、保全を行う協力会社員は、保全技
量認定制度により技量の客観的な確認を
実施している。
○また、原子力人材育成ネットワーク実務
段階人材育成分科会における議論を注視
しつつ、継続的な教育システムの改善を検
討している。

○原子力要員として必要となる専門的な力
量を習得、維持向上するための教育訓練
について、当社原子力部門の教育訓練の
基本方針に基づき、業務遂行上必要な職
種に応じた教育訓練、資格及び知識・技能
の習得、その知識・技能等を維持向上させ
るための教育訓練を継続的に実施するとと
もに、改善が望まれる内容を教育訓練計
画へ反映するしくみとしている。

○また、各階層や職位で必要とされる知
識・技能を習得するための教育について
は、社内の教育計画に基づき、階層別研
修やマネジメント能力に関する研修などの
研修体系があり、職場での業務経験による
育成と併せて、能力向上が図られるしくみ
としている。

・平成27年度より発電所教育訓
練をレビューする会議を開催して
おり、海外や他産業における良
好事例についてもインプット情報
の一つとして共有し、必要に応じ
て教育に反映する。
・平成28年4月に米国廃止措置
専門会社と廃止措置ノウハウ取
得・活用について協力することを
合意した。今後、情報収集を通じ
て、必要に応じて社内教育に反
映する。
・原子力人材育成ネットワークや
電力大での技術の標準化等の
議論を参考に、継続的な教育シ
ステムへの改善を検討していく。

○原子力部門の要員は、力
量管理を行っており、研修の
結果と業務状況を踏まえて、
その評価を行っている。合わ
せて、技術部門には社内で技
能認定制度を定めており、分
野に応じた研修を行ってい
る。各分野に応じて取得すべ
き資格を設定し、その取得を
図っている。
○継続的な教育をしては、保
安教育を中心に反復すべき
教育を定めており、定期的に
受講を行っている。特に運転
員は、シミュレータ訓練を中心
に計画的に訓練を実施してい
る。
○管理職には、階層に応じた
研修を行っている。課長級、
部長級、リーダー級など、役
割に応じて研修を実施してい
る。特にミドルマネジメントクラ
スが、リーダーシップを発揮で
きるように研修を企画・実施し
ている。

・社内の社員研修として、新入社
員、新入社員フォロー研修（2年
目）、ステップアップ研修（3年目），
中堅社員研修（10年程度）、新任
管理監督者研修，管理能力向上
研修，役職者研修等、段階的に社
会人教育を実施。
・原子力部門の社員の力量は、保
安規定の品質マネジメントシステ
ムに基づく教育システムで管理、
継続的に実施。
・原子力部門への新入社員は、原
子力発電所の運転を経験させた
後に保修も経験。これにより、発
電所設備全般の知識及びトラブ
ル対応の経験を取得した人材を
育成。

・資格制度について、法令に基づく主任技術者
資格、運転責任者資格、および民間資格を除
く、自主的な社内資格として、「運転員ポジショ
ン認定（上級制御、初級制御、主機、補機）、溶
接自主検査員、燃料検査員、監査員」などがあ
り、その他の業務については、職能毎に力量管
理項目を設定し、教育訓練や業務経験等総合
的に判断して力量を毎年評価している。
・他に、専門技術・技能者制度として、第一線職
場に密着した、電気事業固有の技術力・技能
の維持継承を図るとともに、社員一人ひとりが
自らの技術力・技能の向上に対する意欲を高
め、より一層、やる気やりがいを持って業務に
従事できることを目的とした現場技術力に関す
る専門技術・技能者制度を有している。
・継続的な教育システムについては、まず、保
安規定に基づく教育があり、原子炉の保安確
保に必要な教育を職能毎に規定し、定期的に
実施している。また、業務に必要な力量の維
持・向上のための教育として、運転員はシミュ
レータ訓練と各種職場内教育を定めて定期的
に実施しており、その他の要員についても職能
毎に基礎段階から応用段階の体系的な研修を
定めて実施している。さらに、職能共通の研修
として担当から役付きまで各段階の品質保証、
リーダーシップ、マネジメントなどの研修があ
り、適正配置、ローテーションの業務経験によ
る育成と合わせて、継続的に能力向上が図ら
れるしくみとしている。

・原子力部門の新入社員は
原則、発電部門に配属し発
電所の設備や事故時のプラ
ントの状況変化等に関する基
礎的な知識を習得させた後
に各部門へ配置し育成して
いる。
・原子力部門の若手を中心
に、原子炉主任技術者受験
に係る社内外の研修受講や
東大原子力専攻（専門職大
学院）への派遣などを行うと
共に、電気主任技術者、ボイ
ラータービン主任技術者等、
発電設備の運転に密接に関
係する重要国家資格を優先
的に取得させることを目的と
した社内制度を設ける等、資
格取得を奨励している。

・国際的視野を持ち柔軟に対
応できる人材の育成を目的
に人材を継続的にＷＡＮＯ、
ＥＰＲＩ、米国GE、JAEA国際
人材養成コース等へ派遣す
るとともに発電所と本社の両
方の業務についてバランスよ
く経験させている。
・原子炉主任技術者や所長
（副所長）に任命された後
は、原子力安全推進協会が
主催するリーダーシップ研
修・個別セミナーの「原子炉
主任技術者研修」や「発電所
長研修」（代理出席）に出席し
て知識向上を図っている。
・新規制基準適合性確認の
ための審査対応のため、若
手を多数派遣しており、安全
審査を通じて、プラントの事
故時の挙動や規制基準の内
容、事故対処設備の運用等
についての理解向上に努め
ている。

○人材の国際化として、WANOピアレ
ビューやEPRI等の国際関係機関への
要員派遣などにより国際経験を付与し
ている。

○ＩＡＥＡ原子力マネジメントスクールに
社員を派遣する等、国際感覚やコミュ
ニケーション能力を持った技術者の育
成に努めている。今後ともこれら国際
人材育成セミナーへ積極的に参加す
る。

○各種学協会の規格基準策定に係る
委員会、分科会等に参加する等、民間
規格策定経験を有する人材の育成・確
保を継続していく。

○海外からの発電所視察の受入れや、電
事連大のプロジェクトであるベトナム研修
生向けの人材育成事業への参画した実績
等を踏まえ、今後も海外に関するさまざま
な機会を通じ、国際的な人材の育成・確保
を図っていく。

・国際的な人材育成のため、
以下のような取り組みをおこ
なっている。
○要員の海外派遣の実施(海
外事務所、EPRI)
○国際会議等への積極的な
若手の参加
○海外の発電所との定期的
な交流の実施
○GEHへの研修派遣
○IAEAマネジメントスクール
への参加

・国内で開催される国際人材育成
に関する各種研修に若手社員を
参加させるとともに、海外電力調
査会主催の原子力新規導入国へ
の支援派遣やWANOピアレビュ
ワーへの派遣を通じて、国際社会
でも活躍できる人材を育成。
・国際交流が期待できるWANO東
京センターへの出向を通じて、国
際感覚やコミュニケーション能力
に長ける人材を育成。
・毎年、東京大学大学院工学研究
科原子力専攻に若手社員を派遣
し、原子力技術はもちろんのこと、
国際社会人に必要なモラル等の
原子力技術以外の知識や経験を
持つ人材を育成。
・社内の社員研修として、新入社
員、新入社員フォロー研修（2年
目）、ステップアップ研修（3年目），
中堅社員研修（10年程度）、新任
管理監督者研修，管理能力向上
研修，役職者研修等、段階的に社
会人教育を実施。

・国際感覚やコミュニケーション能力を持った人
材については、IAEA、INPO、電事連ワシントン
事務所等への駐在員の派遣、さらに、世界原
子力大学、IAEAマネジメントスクール、原子力
国際人材育成セミナーなど、国際原子力人材
育成等を目的としたセミナーへの若手社員の
派遣により、その育成を継続していく。
・以上のような経験を積んだ人材の蓄積を背景
として、JINED、若狭湾エネルギー研究センター
等の主催する新規導入国向けセミナーへの講
師派遣、あるいは当社施設への受け入れ研修
等（INSSも受け入れ実施）を実施し、新規導入
国の安全確保に貢献していく。

○過去に経験のない、原子力発電所の廃
止措置を安全に進めていくため、廃止措置
計画の策定・実施に必要な技術開発や情
報の入手等を担える人材を配置している。

○廃止措置段階での機器の管理や放射線
管理などの管理業務は、運転段階のプラ
ントと業務が重複する内容であることから、
人材配置のローテーションにも取組んでい
る。

○廃止措置に係る社内外の研修、教育に
社員を積極的に派遣している。

・平成13年より東海発電所の廃
止措置業務に従事しており、実
務による経験・技術を蓄積してい
る。
・また、平成29年4月に敦賀発電
所１号機の廃止措置に移行し
た。１号機の廃止措置について
も、米国廃止措置専門会社と協
力し、実務による経験・技術を蓄
積していく。
・社外向け研修として、廃止措置
に関する研修を当社公開研修と
して、また国公募受託研修として
開催し、社会人の技術者および
学生を受講対象として実施して
おり、廃止措置の概要・技術の
紹介および実習等を通して、廃
止措置について多くの方々に
知って頂くことで、廃止措置事業
に関わる契機の場としている。
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…電気事業者個社の取組

…メーカーの取組

…原子力産業界共通の取組

…原子力分野の全体の取組

左記提言に関連する「原子
力の自主的安全性向上の
取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

原子力安全推進協会 原子力リスク研究センター 三菱重工業

インセンティブの導入
開始

●上記の総合評価結果に応じてJANSI会費の割増引きを行い、
自主的安全性向上に向けた経済的インセンティブとする予定で
ある。

- -

●安全性向上策に関わる各種活動をJANSI、NRRC、日本原子力学
会、日本保全学会、日本機械学会、日本電気協会等と進め、科学的
/客観的な意見発信/情報発信を積極的に進めている。主要な活動
について以下に示す。
－JANSIとは、安全性向上策の提言に向けた評価手法の確立や
JSARガイドラインの開発等に関して、PWR技術をベースに基盤構築
の検討等を支援中。
－NRRCとは、リスク評価技術開発や、リスク情報活用/リスクコミュ
ニケーション、PRA基盤データの収集整備、海外専門家との連携等
のPRA高度化に関わる各種活動を通し、PWRメーカーとしての技術
提供と情報発信を行っている。
－学協会とは、安全研究に関するロードマップ作成/ローリング活
動、関連する安全研究の推進、標準/規格整備等の各種活動を通
し、メーカーとしての技術検討と意見発信を行っている。、

- -

効果的な安全性向上
策を追求し、科学的・客
観的な意見集約・情報
発信を行う産業界側の

仕組みの構築

-

●JANSIは、民間の技術者組織として、科学的、合理的な見解
の発信を社会に対して積極的に行うこととしており、その活動の
一環として、各種の報告書をホームページ公開してきている。現
在まで、「敷地内断層変位評価手法検討報告書」、「火災防護実
証試験評価報告書」、「PRA用パラメータの推定手法に関する検
討報告書」などを公開してきた。この中で「敷地内断層変位評価
手法」関連については、JANSIの成果を含めて作成された報告
書がH29年3月に日本原子力学会から公開されている。また、
「PRA用パラメータの整備（データベース構築）」関連について
は、業務全体がH28年7月から電力中央研究所の原子力リスク
研究センター（NRRC）に移管されている。

・原子力産業界における安全性向上に係る研究開発の中核を担う組
織として、電力中央研究所内に原子力リスク研究センター（NRRC）を
設置した（平成26年10月1日）。NRRCでは、電力中央研究所がこれま
で蓄積してきた豊富な知見や技術等を基盤として、確率論的リスク評
価（PRA）を活用し、規制の枠組みに留まらない安全性向上技術の研
究開発、各プラントにおける効果的な課題解決策の検討を行ってい
る。
・NRRCの運営に際して、国内外の有識者で構成する「技術諮問委員
会」を設けて研究計画および研究成果とその活用状況についてレ
ビューを受け、指導・助言を得ることによって科学的客観性を高めて
いる。
・またNRRCの運営をオープンで透明性の高いものとするため、産業
界との意見交換の状況や技術諮問委員会の議事概要、提言レター
およびそれに対する返信レターなどをウェブサイト（日本語版、英語
版）で公開している。研究成果についても、国内外のジャーナルや会
議での発表を通じて積極的に公開している。

●安全性向上策の追求という観点では、技術情報の提供が産業界側の仕
組み構築に貢献するとの考えのもと、以下を始めとする各学会、会議、展示
会等で積極的に発表、投稿、展示等を実施した。また、当社の技術報であ
る東芝レビューを活用し、産業界側への情報発信を行った。具体的な活動
は以下の通り。

・日本機械学会：磁気減衰を利用した転動振り子型動吸振器の開発(免震
技術)、過酸化金属による水素処理特性評価(SA時水素処理技術)
・日本原子力学会：軽水炉向SiC炉心材料の開発、PRAにおける核計算コー
ドに起因する不確かさ伝搬の検討、高温ガス炉の安全性について
・日本保全学会：原子力プラントの現場作業を支援するウェアラブルシステ
ム、ＢＷＲ使用済燃料貯蔵ラックの減衰特性評価(耐震評価)
・ICAPP2017：事故時耐性燃料(SiC)の挙動解析、IVR（原子炉容器内保持シ
ステム）、炉内機器へのレーザーピーニング補修技術適用、BWR主蒸気逃
がし安全弁の耐震試験、等
・東芝レビューにおいては、プラントSA事故時挙動を再現するグラストップ型
プラントシミュレータ、過酷事故解析コードの許認可震災対応、非常用DGの
耐震性確認、福島第一原子力発電所向けの遠隔除染技術、等の技術成果
を掲載、発信した。

なお、上記学会活動に加えて、日本機械学会、日本保全学会の安全規制
に関する各種検討会に参加し継続して安全対策の高度化、規制対応の最
適化検討、NRAとの情報交換等の取り組みを続けている。
さらに、日本原子力学会の軽水炉安全技術人材RM高度活用研究専門委
員会にてロードマップの見直し（ローリング）活動に参加している。

●安全性向上策については、JANSI、NRRC、学協会において推進
し、科学的で客観的な情報発信を積極的に推進している。主要な活
動は以下の通りである。

●ＪＡＮＳＩからの委託業務等を通じて、双方の技術力向上に努めてい
る。また、日立ＧＥ出身者や、ＪＡＮＳＩ職員と日立ＧＥのコミュニケー
ションを活性化させ、安全性向上の取組みについて議論を深めてい
る。
●2014年10月に設立された電力中央研究所『原子力リスク研究セン
ター（ＮＲＲＣ）』の活動に参画し、科学的・客観的な技術的検討を開
始した。
●日本原子力学会の軽水炉安全技術人材RM高度活用研究専門委
員会では、安全研究に関するロードマップ作成やローリング活動に参
加している。また、他の学協会においては、安全研究の推進、標準/
規格整備等の各種活動を通し、メーカーとしての技術検討と意見発
信を行っている。

●原子炉メーカーとして、プラントに係るシステム、機器等の技術・知見を活
用し、 JANSIの安全性向上活動方針の策定、JANSIが策定する規格・基準
の高度化、等に協力している。具体的な活動実績は以下の通り。

・JANSIの安全性向上活動の方針に対して、理事、運営委員として、メー
カー意見を具申している。（2015年より継続）
・JANSIが策定している原子力関係の規格・標準に関して、取り込むべき最
新の技術知見を提示する等の協力を行っている。（2015年より継続）
・機能、組織強化への協力として、JANSIと共に「メーカ人材協議会」を設置
し、専門技能保有者のJANSIへの出向について調整を行っている。2017年6
月以降、新規に技術者を出向させる計画としている。

●JANSIが進めている事業者への提言、ピアレビュー、総合評価シス
テム導入等の各種活動に対し、理事会、運営委員会、メーカーCNO
会議等を通し、メーカーとして意見を発信している。
●日立ＧＥより、積極的にＪＡＮＳＩ人員強化に協力し、引き続き出向
者を派遣している。出向者は、特に安全設計やシステム設計の経験
者が中心となっており、ＪＡＮＳＩ自身の技術力向上に貢献していると
考えている。
●本人の事情にも配慮しつつ、継続してプロパー化にも協力してい
る。
●昨年JANSIが立ち上げた「人材検討協議会」にも出席し、JANSIが
求める人材を今後も派遣していくこととしている。今後も引き続き派遣
の検討を行う。

●原子力発電所の安全性向上を牽引すべくJANSIが進めている事
業者への提言、ピアレビュー、総合評価システム導入等の各種活動
について、理事会、運営委員会、メーカーCNO会議を通し、メーカー
としての意見を発信。
●JANISIが実施している「安全性向上に係わる提言活動」におい
て、委託作業を通して安全性向上策の評価手順の整備、JSARガイ
ドラインの開発/整備作業等の技術支援を行い、JANSIの機能強化
に協力している。
●JANSI設立当初より、JANSIの役員、コーポレート部門及び技術部
門に、出向者の派遣及び10名以上のOBの移籍を進め、JANSIの体
制強化/機能強化に貢献している。また、昨年JANSIが立ち上げた
「人材検討協議会」にも出席し、JANSIが求める人材を今後も派遣し
ていくこととしている。

ＪＡＮＳＩによるピアプ
レッシャーの高度化（運
転実態のピアレビュー
実施の加速）、評価結
果と財産保険等とのリ
ンケージなど、インセン

ティブの検討

●H28年度よりPIのみに基いた総合評価の運用を開始し、現在
その評価結果の取り纏め中である。
　また、今年度以降に実施するピアレビューで発電所運営評価
の評点付けを行い、それを総合評価の要素として取込むことと
した。

-

●JANSIが行う活動へ参加し、当社安全文化の醸成に役立てている。具体
的な活動実績は以下の通り。

・平成27年7月に、磯子エンジニアリングセンター、京浜事業所、府中事業所
の部長以下全員へJANSI安全文化アンケートを実施した。
当該業種の標準値と比較して職場の安全文化醸成のレベルを明確にし、前
回調査の結果とも比べることで、トレンドの把握と安全文化に関するセルフ
アセスメントに活用した。更に調査結果を安全文化アセスメントの現場診断
情報として、対象組織の弱点の深掘りにつなげた。
・平成27年10月に、磯子エンジニアリングセンターにてJANSI安全文化アセ
スメント (現場診断)を実施した。JANSIの7原則に即した全体及び各部のポ
ジティブ回答、ネガティブ回答をJANSIにて抽出、分析頂き、考察、気付等を
共有した。
・平成29年2月に、磯子エンジニアリングセンターにてJANSI民間規格策定
活動等に関する情報交換会を実施した。民間規格策定活動に関しヒアリン
グを行い、原子力産業界の課題とJANSIの平成29年度民間規格整備の取
組、5WG（機械WG、電気計装WG、原子炉WG、廃棄物WG、放射線WG）の5
か年計画について、意見交換を実施した。

●JANSIのピアレビュー部門に、メーカーの技術知見を持った出向者
を派遣することにより、ピアレビュー機能の向上に貢献している。
●JANSIのピアレビューや安全文化アセスメントを定期的に受審する
ことを通じ、客観的な第三者評価結果を日立GEの安全文化醸成活動
に積極的に活用している。さらに、メーカーに対するピアレビューの改
善・高度化に向け、積極的な提案を行っている。
●平成２６年９月に、日立事業所において、JANSIピアレビューを受け
た。良好事例だけでなく、改善要望事項を提示いただき、原子力の安
全性・信頼性確保に向けた業務改善に繋げる取り組みを継続的に実
施している。

●JANSIのピアレビュー部門へ、メーカーの技術知見を持った出向
者を派遣することにより、ピアレビュー機能の強化に貢献している。
●JANSIのピアレビューや安全文化アセスメントを定期的に受審す
ることにより得られる、客観的な第三者評価結果を当社の安全文化
醸成活動に積極的活用すると共に、メーカーに対するピアレビュー
の改善・高度化に向けて積極的に提案を行い貢献している。

「原子力の自主的・継続的な安全性向上に向け
た提言(2014.5.30)」ロードマップ骨格

東芝 日立GEニュークリア・エナジー

NRRC、JANSI、メーカーによる自主的安全性向上の取組

１．適切なリスクガバナ
ンスの枠組みの下での
リスクマネジメントの実
施

ＪＡＮＳＩの機能強化
－電力トップのコミットメ
ント強化、ガバナンスの
独立性強化等による
リーダーシップの確立
－ 職員のプロパー比
率の引き上げ、INPOや
WANOとの連携強化等

1.(４) JANSI が進めている、
個々の原子力発電所の運
転状況等を総合的に評価
する総合評価システムや各
原子力発電所の格付けを
行う仕組みを早急に確立
し、第三者的な視点から電
気事業者を牽引することが
望まれる。また、評価結果を
財産保険料に反映させ、電
気事業者に対し継続的な安
全性向上のインセンティブ
を与える仕組みについても
早期の導入が必要である。

●これまで、JANSIはピアレビューの質の向上に努めるととも
に、新規制基準適合プラントの安全な再稼働を産業界をあげて
支援してきた。また、緊急時対応能力の向上やシビアアクシデ
ント対策の評価を行い、安全性向上への取組を進めてきた
●引続き、国の規制と信頼関係を構築するとともに、自主規制
組織として、自ら高みを目指しつつ、以下の活動等を通じて事業
者の自主的安全性向上活動を牽引し、原子力施設の継続的な
安全運転を実現する
　　　・再稼働支援
　　　・ピアレビューとピアプレッシャーのサイクルの確立
　　　・ピアレビューと各種支援活動のサイクルの充実
　　　・WANO等海外機関との連携の強化

●事業者のリスクマネジメント体制の確立を支援するため、
2014年1月、事業者に対して「原子力安全に係るリスクを考慮し
た安全確保体制の構築に係る提言」を発出した。INPO/WANO
のガイドライン等を参考にJANSI版リスクマネジメントエクセレン
スガイドラインを作成し、事業者のリスクマネジメント活動を支援
している。

また、自主的安全性向上の取組をテーマにアニュアルカンファレ
ンスを実施するなど自主規制の意義等に係る情報発信を行って
いる。

-
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…メーカーの取組
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東芝 日立GEニュークリア・エナジー

NRRC、JANSI、メーカーによる自主的安全性向上の取組

リスク管理目標の設定
と継続的な見直し

1.(６) 電気事業者において
は、何を目指して安全性向
上を図るのか、またどのよう
な方策がリスク低減上効果
的かについて、目標（安全
目標）を設定するとともに、
その達成度を評価するため
の手法を確立することが望
まれる。既にNRRCにおい
て、東京電力福島第一原子
力発電所事故がもたらした
社会的影響や外的事象に
よる多数基事故といった事
実を踏まえ、産業界として
自主的に安全目標を設定し
ていこうとする動きが見られ
るが、この試みに期待す
る。

-

・産業界の安全目標を設定することを目指し、事業者と連携して検討
に着手している。安全目標については、事業者にとって継続的に安全
性向上を図るにあたっての全体像を示すもの、体系化された概念・し
くみと考え、IAEAが提唱する階層構造を参考に、体系的な枠組みの
中で事業者として具体的に実施すべき活動を検討している。

-

既存の原子炉でのレベ
ル2PRAの実施 - - - -

ＰＲＡ活用の体制整備
（リスク情報を扱う部
署・人材の拡充）

3.(２) リスク情報を活用した
意思決定は組織の風土や
文化、リーダーの判断力や
指導力に依存すること、及
び第三者による意見の重要
性等を踏まえ、適切な意思
決定の仕組みを構築するこ
とがリスクマネジメント上重
要である。電気事業者にお
いては、これらを考慮したリ
スクマネジメント体制の構築
が望まれる。

-

・事業者におけるリスク情報活用を促進・支援するため、NRRC内にリ
スク情報活用（RIDM）推進チームを設置した（平成28年7月）。
・事業者を対象としたPRAの実務者を育成するための研修コースは、
JANSIにおいて継続的に実施されてきている。
・この研修コースはNRRCに移管する予定であり、これも含めて、リス
ク情報活用に必要な技術基盤として、PRAの実施や結果の活用がで
きる人材の育成方策の整備について検討を進めている。 -

実サイトでのレベル
3PRAの実施

-

・レベル3PRA手法の確立に向けて、米国開発の最新の確率論的環
境影響評価コードWinMACCSの日本への適用性検討などの研究に
取り組んでいる。 -

各社のＰＲＡ実施を慫
慂し、ＰＲＡ高度化の研
究を担う主体の構築を
検討

-

・NRRCでは、前NRC委員であるジョージ・アポストラキス博士がセン
ター所長に、元NRC委員長であるリチャードA・メザーブ博士がセン
ター顧問に、現在NRCの原子炉安全諮問委員会議長を務めるジョン
W・ステットカー氏が技術諮問委員会委員長に就任しており、技術諮
問委員には国内外の有識者が就任している。NRRCでは、所長の指
揮のもと、センター顧問や技術諮問委員会の指導・助言を受けなが
ら、今後PRAの高度化に向けた世界最先端の研究開発を実施してい
く。
・パイロットプロジェクト（PWR：四国電力伊方発電所3 号機、BWR：東
京電力柏崎刈羽原子力発電所(KK)6/7 号機）を対象に、国際的な先
行事例に比肩するレベルのPRA を国内で実現するための、海外専門
家によるレビューを実施するとともに、その結果を電力各社に共有し
ている。

●網羅的なPRAモデルの構築を目指しているNRRC伊方PJに四国
電力殿支援の形で参画し、Good PRA構築に向けた活動を展開して
いる。　アポストラキス所長が提唱するAll mode, all hazard （＊）の
Good PRAを５～８年かけて伊方PJの中で構築し、これを全PWRプラ
ントに水平展開していく。
（＊）　：　内的出力時レベル１PRAのみに留まらず、各種ハザード
（例えば、地震、津波、火災、溢水等）に対して、出力運転時モードに
加えて停止時モードに対してもレベル２PRAまでのGood PRAを構築
することで網羅的なリスク評価を可能とする。

ＰＲＡ活用ロードマップ
策定

-

・リスク情報を活用し、原子力発電所の安全性向上を進めるにあたっ
て、課題とその優先順位、達成プロセス、必要なリソースを示し、ドラ
イブフォースとなるリスク情報活用戦略を策定している。これにあたっ
て、リスク情報活用に係る米国の知見の整理や、日本における導入
が従来限定的であった原因分析を行うとともに、電力各社との密接な
意見交換を行っている。当面の課題として、検査制度見直しに伴い導
入される原子炉監視プロセス（ROP）を、事業者として良いものにする
ためにどのようにリスク情報活用を進めていくかを検討している。

●NRRCが中心になりPRA活用ロードマップを策定しているが、当社
はWG活動での研究提案及び技術委員会での意見発信等を通じ
ロードマップ策定を支援している。
●PRA活用に関わる代表的活動として以下がある。
－ROP導入をリスク情報活用の第一歩と位置付け、ROPのパイロッ
トプラントに伊方3号機を選定して、四国電力殿を介してNRAとも勉
強会を開始している。当面はROP導入ロードマップに沿ってリスク情
報活用を実現していく構想。
－再稼働後のプラントに対し安全性向上評価届出書の提出が規制
側から求められているが、事業者が提出する届出書に記載される
PRA評価の助勢を行う計画。

２．東京電力
福島第一原
発事故の教
訓を出発点
に実践が求
められる取組

①低頻度の
事象を見逃さ
ない網羅的な
リスク評価の
実施

- -

1.(２) 東京電力福島第一原
子力発電所事故の経験を
踏まえ、NRRCを中心に、電
気事業者、メーカー、研究
機関等が協力し合い、地
震・津波等の外的事象、多
数基立地条件、過酷な条件
下での人間信頼性等に関
するリスク評価手法の高度
化を国内外の研究機関等と
連携しつつ進めることが望
まれる。

●原子力リスク技術センター(NRRC)技術会議委員として、PRAにおける
様々な課題、最新知見を共有し、プラント再稼働及び再稼働後の安全性向
上に向けた取り組みを継続している。
特に、PRAに関する米国での最新知見の国内導入に向けて、米国プラント
評価実績に基づいて国内電力へ提案を行っている。

●日立ＧＥが納入したプラントに対するＰＲＡについて、電気事業者と
の協力を実施している。
●日立ＧＥ自身が、ＢＷＲのＰＲＡを概略実施し、事故シーケンスの分
析や脆弱性の把握、効果的な対策の立案を行い、電気事業者の安
全性向上をサポートしている。
●日立GEが取り組んでいる英国プロジェクトにおいても、新しい知見
を取り入れつつPRAを実施。英国プロジェクトで得た新たな知識も、
国内プロジェクトの生かすべく検討中である。

●NRRCの技術会議に参加し、メーカーの技術的な視点から意見を具申す
ること等により、ロードマップに基づく研究開発の推進に協力している。ま
た、その下の各WG（リスク評価WG、自然外部事象WG)にも委員として参加
し、メーカーの技術的な視点から意見を具申する等により、WG活動の推進
に協力している。

●ＮＲＲＣの設立準備段階から、メーカーとして検討に参加し、意見を
発信している。設立後は、ＮＲＲＣの技術会議やその下のＷＧに委員
として参加し、メーカーの技術的な視点から意見を発信することを通
じ、ロードマップの作成に関与している。

１．適切なリスクガバナ
ンスの枠組みの下での
リスクマネジメントの実
施

- -

- -

- -
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東芝 日立GEニュークリア・エナジー

NRRC、JANSI、メーカーによる自主的安全性向上の取組

実施体制のピアレ
ビュー等品質保証体制
の確立

●ＮＲＲＣに移管済み

●EPRIの協力を得て、管理者層、実務者層を対象としたPRA教
育訓練コースの実施などPRA技術の向上及びリスク情報の活
用のための人材育成に取り組み、今後ＮＲＲＣに移管する予定
である。

・PRAレビューの体制整備については、平成28年7月に設置したRIDM
推進チームにおいて、検討を進めている。

●ＪＡＮＳＩによるピアレビュ、安全文化アセスメント、安全キャラバン、
事業者による品質保証監査等、品質保証向上に向けた活動を受け
入れるとともに、三菱関連会社間のＱＡ連絡会活動を通し、継続的
に品質保証体制の改善を図っている。また、社長をトップとした社内
の安全推進体制を構築し、品質保証体制を支える安全文化醸成活
動の活性化を図っている。

リスクに関する第三者
的警告の実施体制の
確立

●H28年度よりPIのみに基いた総合評価の運用を開始し、現在
その評価結果の取り纏め中である。

また、今年度以降に実施するピアレビューで発電所運営評価の
評点付けを行い、それを総合評価の要素として取込むこととし
た。

上記の総合評価結果に応じてJANSI会費の割増引きを行い、自
主的安全性向上に向けた経済的インセンティブとする予定であ
る。

・事業者、プラントメーカーの課題解決ニーズを考慮するとともに、自
ら研究開発テーマを起案し、客観的かつ総合的なリスク認識に基づく
研究開発ロードマップを策定することにより、リスクとなり得る技術課
題を事業者、プラントメーカーと共有する。

●プラント全体を視野に社内関連部門が連携した「プラントの安全性
向上に関わるタスクフォース」を立ち上げ、ＪＡＮＳＩ、ＮＲＲＣ、学協
会、事業者等の安全性向上活動と連携し、産業界としてのリスク抽
出/低減に向けた活動を展開している。

1.(２) 東京電力福島第一原
子力発電所事故の経験を
踏まえ、NRRCを中心に、電
気事業者、メーカー、研究
機関等が協力し合い、地
震・津波等の外的事象、多
数基立地条件、過酷な条件
下での人間信頼性等に関
するリスク評価手法の高度
化を国内外の研究機関等と
連携しつつ進めることが望
まれる。

-

・産業界との意見交換の状況や技術諮問委員会の議事概要、提言レ
ターおよびそれに対する返信レターなどをウェブサイト（日本語版、英
語版）で公開している。研究成果についても、国内外のジャーナルや
会議での発表を通じて積極的に公開している。これらの活動を通じ
て、またさらには米国電力中央研究所（EPRI）、フランス電力（EdF）、
アイダホ国立研究所（INL）、米国原子力規制委員会（NRC）を始めと
する海外関連機関との連携を進めながら、多国間での情報共有を進
めていく。

●NRRC伊方PJをGood PRA構築のパイロットプラントとして、PWR電
力間で改善情報を共有化している。　また、NRRCの技術諮問委員
会にて、伊方PJの主な成果をBWR電力とも共有している。
●NRRCの技術諮問委員会は日本、米国、欧州の専門家で構成さ
れており、多国間のPRAに関する情報を共有している。　また、
NRRCではPRA専門家レビューを開始し、伊方PJを米国、欧州の
PRA専門家にレビューする機会を設けており、多国間のPRAに関す
る情報を共有している。

国内研究機関や海外と
の連携を通じた機器の
耐久力等のＰＲＡ基盤
データベースの構築と
そのデータの活用

-

2016年７月に、NRRCに移管済み ・RIDM推進チームの設置に伴い、原子力安全推進協会(JANSI)から
「信頼性データシステム」を移管し、運用している。これは、PRA用パ
ラメータの推定に必要な国内プラントの運転実績情報を収集するもの
である。

●NRRC伊方PJの中でPRA基盤データ（個別炉の機器故障率や共
通要因故障等）を収集、整備することとしており、この手法を他の
PWR電力へ展開している。
●地震フラジリティ評価については、NRRCと連携し手法高度化に取
り組んでいる。

国内研究機関や海外と
の連携を通じたＰＲＡ高
度化に向けた基礎研究
の実施（レベル2, レベ
ル3, 外的事象PRA等）

1.(２) 東京電力福島第一原
子力発電所事故の経験を
踏まえ、NRRCを中心に、電
気事業者、メーカー、研究
機関等が協力し合い、地
震・津波等の外的事象、多
数基立地条件、過酷な条件
下での人間信頼性等に関
するリスク評価手法の高度
化を国内外の研究機関等と
連携しつつ進めることが望
まれる。

-

・NRRCは、産業界との連携のもとでPRA高度化に向けた研究開発を
行い、技術諮問委員会や海外専門家の指導・助言も受けながら日本
の事業者が行うPRAを国際的に遜色ないレベルに引き上げる活動に
貢献するとともに、さらに国際的に中長期的な課題となっているPRA
の研究開発課題に積極的に取り組み、事業者のPRA活用を促進して
いく。

●前述したとおり、NRRCの技術諮問委員会や専門家レビューを通
し、海外との連携を通じ、PRA手法の高度化を行っている。
●また、NRRCへの研究提案、並びに、PRA関連研究を助勢すること
で、NRRCとの連携強化を行っている。

●原子炉メーカーとして、PRA評価の基礎となる基盤データベースの構築と
活用に係る研究・開発に協力するため、以下の活動を実施している。

・PRA基盤データベース構築
-機器のフラジリティ評価手法の高度化を目的とした研究を電力会社と共同
で進めている。電動弁駆動部及び主蒸気逃がし安全弁の耐震機能限界試
験を実施し、耐震機能限界加速度を見極めた。また、建屋弾塑性応答を精
度よく活用できるフラジリティ詳細評価法、シビアアクシデント対策設備のフ
ラジリティ評価法の策定等に関する検討を実施中である。
-配管系の弾塑性応答や地震荷重の交番性などの特徴を考慮した現実的
な耐力を精緻に評価する手法の研究を進めており、日本機械学会（JSME）
において配管系に対する弾塑性地震応答解析法を事例規格化する活動を
実施中である。
・PRAデータ活用
-NRRCと協力してPRAデータ活用を進めるべく、NRRCを中心とした共同研
究に参画し、火災・溢水のPRA評価手法の開発を実施している。

●国内は、電気事業者、JANSI、NRRCと協力・情報共有しつつ、活用
可能なデータを使用している。
●ＪＡＮＳＩが安全性向上に必要な情報提供の枠組みを構築し、運用
が開始されたため、活用を進めている。

●原子力学会で整備を進めているPRA学会標準の策定、改訂に参画して
いる。学会標準の新規文案及び改訂案を作成し、委員会を通じて提案し
た。

●電力中央研究所の『原子力リスク研究センター』の活動に参加し、
PRAの高度化に関する情報を得ている。
　また、今後実施が計画されるBWRのPRAについても、電気事業者を
サポートする所存である。
●GE Hitachi Nuclear EnergyやINPO、EPRI等の海外の研究機関か
ら、情報を得ている。

PRAの結果の事業者
間、多国間での情報共
有

PRA関連の情報共有強化のため、以下の活動を実施している。

・NRRCを中心とした共同研究に参画し、火災・溢水PRAの手法開発等を協
力して実施し、米国の火災PRA手法の最新情報を提示した。
・米国PRA標準を策定しているASME/ANSとの連携を図るJIWG(Japan
International Working Group)に参画し、多国間での情報共有の推進に協力
している。
・免震装置を採用したプラントの地震PRA評価について、国際会議（SMiRT）
で発表して多国間での情報共有に協力した。

●ＰＲＡの結果は、国内ＢＷＲオーナーズグループの議論に参加し、
共有している。
●GE Hitachi Nuclear energy社とBWRに関する情報や課題を共有す
るとともに、欧米のBWRオーナーズグループに参加し、意見交換を実
施している。
●公開情報や上記を通じて、海外のPRAの結果を入手、分析し、
BWRの効果的な安全対策を検討・提言している。
●国内外の会議に参加し、パネルディスカッションを通して情報の発
信、共有している。
●OECD/NEAに設置されたMDEPに参加して、安全性に係るヒアリン
グや質疑に対応。関係国との情報共有に貢献した。

1.(４) JANSI が進めている、
個々の原子力発電所の運
転状況等を総合的に評価
する総合評価システムや各
原子力発電所の格付けを
行う仕組みを早急に確立
し、第三者的な視点から電
気事業者を牽引することが
望まれる。また、評価結果を
財産保険料に反映させ、電
気事業者に対し継続的な安
全性向上のインセンティブ
を与える仕組みについても
早期の導入が必要である。

●JANSIによるピアレビュー、安全文化アセスメントの受け入れ、及び事業
者品質保証監査を受査することで、品質保証体制の改善を図っている。ま
た、JANSIのピアレビューにメンバーとして参加し、業界全体の品質保証体
制の確立に協力している。
●PRAのピアレビューに関しては、事業者と連携／協力してプラント毎の
PRAピアレビューに積極的に対応している。また、PRA人材の育成強化を図
り、国内のピアレビュー体制強化に貢献している。

●複数の電気事業者から品質保証監査を受査し、最善の改善策を
検討・反映を図っている。
●社外の有識者による品質業務の評価会議を実施し、原子力の常
識にとらわれずに改善策を策定している。
●ＪＡＮＳＩのピアレビューを受け入れ、レビュー結果を元に日立ＧＥの
品質保証体制の改善を図っている。
●ＪＡNＳＩのピアレビューメンバーとして参加し、業界全体の自主的安
全性向上に協力している。

●安全評価と残余のリスクの低減活動の常態化をめざし、安全評価部門を
エンジニアリングの最上流部門として位置づける組織体制とした。
また、原子力安全にかかわる具体的なリスク情報を共有し、プロセスの改善
をＰＤＣＡを通じて実施できる体制を検討中である。
さらに、外部組織（ＪＡＮＳＩ、事業者、審査機関等）のアセスメントによって、
各種リスクに対する第三者によるレビューを実施いただいている。

●社内の設計レビューや設計ツールの検証を通して、原子力プラント
の品質維持を図っている。
●ＮＲＲＣの技術会議、個別課題のＷＧに参加し、低頻度事象のメカ
ニズムや影響評価に関する課題を共有している。

１．適切
なリスク
ガバナ
ンスの
枠組み
の下で
のリスク
マネジメ
ントの実
施

２．東京電力
福島第一原
発事故の教
訓を出発点
に実践が求
められる取組

①低頻度の
事象を見逃さ
ない網羅的な
リスク評価の
実施
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…電気事業者個社の取組

…メーカーの取組

…原子力産業界共通の取組

…原子力分野の全体の取組

左記提言に関連する「原子
力の自主的安全性向上の
取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

原子力安全推進協会 原子力リスク研究センター 三菱重工業
「原子力の自主的・継続的な安全性向上に向け
た提言(2014.5.30)」ロードマップ骨格

東芝 日立GEニュークリア・エナジー

NRRC、JANSI、メーカーによる自主的安全性向上の取組

１．適切
なリスク
ガバナ
ンスの
枠組み
の下で
のリスク
マネジメ
ントの実
施

●東京電力福島第一原発事故の経験・教訓及び国内外の最新知見
を踏まえ、事業者へ適切な安全対策提案/技術支援を進め、既設プ
ラントの安全性向上に向けた活動を積極的に推進している。
●事業者への安全対策提案/技術支援にあたり、国内外の最新知
見を踏まえた研究開発を進めると共に、米国ＰＷＲオーナーズグ
ループや海外メーカー等との連携を通じたフィルタベント設備等の
ハード対策提案、事故時操作手順強化等に対するソフト技術支援な
ども継続的に実施中である。
●また、PWRプラントメーカーとして、他プラントへ横展開すべき事故
／トラブル情報は事業者と情報共有するとともに、必要な対策を積
極的に提案している。

●既設のＢＷＲについては、上記と同様の活動を実施した。
●ＡＢＷＲの安全強化、国際標準のＡＢＷＲの開発：
　　福島第一原子力発電所事故の教訓の反映、ＵＫのＧＤＡの実務を
通して、国際的に受け入れられる標準ＡＢＷＲを検討中。
●２０３０年頃を見据えて、ＡＢＷＲの後継となるＢＷＲについて、ＡＢ
ＷＲの良いところを継承し、強化すべき安全対策や、３Ｅ＋Ｓの観点
で高度利用が可能な技術をゼロベースで検討し、開発している。
●GE Hitachi Nuclear energyが推進しているＥＳＢＷＲの開発に参
加、炉内模擬試験等の要素技術開発を実施している。(ＧＥＨが米国
DC/COL取得済み)
●原子力発電の安全性向上や小型ＢＷＲ技術等に関して、カナダ・
州政府と共同研究を実施中である。
●第４世代炉の研究開発に参加している。
●上記の活動を通して、革新的なアイデアの内既設に適用可能な技
術について、展開を検討した。

●国内外の次期/次世代プラントの設計情報、並びにINPO、国内プ
ラント等の事故・トラブルの最新情報及び知見、学協会や関連機関
とは各種委員会を通じ、研究開発活動や情報の共有化を推進して
いる。　更に、国際会議や国内外の主要機関の研究等の情報収集/
整理/分析を図り、安全性向上に関わる情報を事業者と共有してい
る。

②深層防護
の充実を通じ
た残余のリス
クの低減

安全上の課題の横展
開、積極的な対策提案

の実施
-

●IAEAの深層防護に関わる評価（SRS-46）及び世界の良好事
例に基づいて、第4層（SA対策）を中心に安全性向上策を提言し
ている。また、その対応状況のフォロー、支援等を行ってきてい
る。

●事業者が自主的に安全性を総合的かつ定期的に評価し、安
全評価書（ＪＳＡＲ）として維持・運用する仕組みの構築を目指し
ガイドラインを作成中である。

-

●原子炉メーカーとして、プラントに係るシステム、機器等の技術・知見を活
用し、世界中の好事例の取り込み、残余のリスクの低減、さらなる安全性向
上策の立案、安全性向上のための研究を積極的に推進していくことが、ひ
いては国内原子力関係機関の自主的安全性向上の取組に貢献できるとい
う考えのもと、以下の活動を実施している。
・メーカーとして、海外の知見等も有効活用し、安全性向上に関わる設計、
技術、機器の研究開発を進め、更なる安全性向上対策をBWR/PWR両電力
に提案している。
(例)
-フィルターベント設備 (S/C保有水Ph制御系統の追加提案)
-PCV除熱に使用するウェル注水の追加提案
-ＳＡ時におけるSGTSによるよう素放出低減評価、等
・国や研究機関と協力し、安全性向上に関わる研究、開発の推進・提案。
(例)
-SiC炉心材料の開発
（SiC製造プロセスを最適化することで、PWRより腐食に厳しいBWR水質環
境においても、十分な耐食性能を有する材料製造プロセス・条件の構築に
成功。(2017年春の日本原子力学会にて発表)）
-コリウムシールド、コアキャッチャ導入提案
-酸化金属による水素除去評価研究の提案

・東芝臨界実験装置(NCA)を活用した原子力人財育成事業への取組推進。

●政府・国会・民間の事故調査報告書を入手し、事故の分析・評価の
一助としている。
●東京電力の事故調査について、必要に応じ解析等の技術的なサ
ポートを実施した。
●大前研一氏の事故調査については、調査に直接参加し、事故の分
析・評価を実施した。
●上記の分析・評価とともに、日立ＧＥが独自に行なった評価を加
え、事故の教訓や今後の対策の方向性について事業者と意見交換
するとともに、原子力学会安全部会のシンポジウム等を通して提言・
公表し、横展開の一助とした。
●設計の想定を超える事象に対しては、自然事象に設備だけで対応
することの限界を認識し、合理的な設備対策や、アクシデントマネジメ
ントと合わせて、ハード・ソフト両面で設備改造やマネジメントの手順
について検討・提言し、議論を行なっている。
●英国プロジェクトの許認可（Generic Design Assessment；包括設計
審査)において、当社が申請者の立場で安全設計やPRAのプロセス
改善等に独自に取り組んでおり、PRAのリスク情報をつかったプラン
ト改善を検討している。
●GE日立との情報共有により、日米の安全対策や運転経験の設計
への反映など新たな知見を蓄積し、国内の既設プラントの検討や英
国の規制対応等に活かしている。

新型炉の設計や、事
故・トラブル情報などの
国内外の最新の知見
の収集・共有

-

●国内外の原子力施設における事故・トラブル情報等を集約し
て原子力施設情報公開ライブラリー（NUCIA)で公開するとともに
その重要度を分析し、必要に応じて対策等の実施を事業者に水
平展開している。

-

●原子炉メーカとして、国内外のプラントに係るシステム、機器等の技術・知
見や、最新の規格・基準の反映を通して、さらなる安全性向上策の立案、安
全性向上のための活動に取り組んでいる。
具体的には、ABWR設計に関わる規制側の情報共有機関である
OECD/NEA/MDEP（Multi-national Design Evaluation Program）へのABWR
設計情報提供を進めるとともに、MDEP ABWR WG会議において、関係各国
の規制当局との情報交換及び技術議論を実施してきた。
また、高速炉については、ＪＡＥＡ等と連携しながら、国内外規格基準
（ASME規格、IEEE規格、JEAG、日本建築学会規格、JEAC 、高速炉規格
等）の最新動向調査と情報共有活動を実施し、プラント設備への影響調査
と対策立案を行う活動に取り組んでいる。
●国内外の事故、トラブル情報を積極的に収集している。
-NUCIAの活用
-JAEA事故・トラブル関連情報(高速炉、東海再処理)の活用
-INPO情報の活用（ICES他）
-NRC情報の活用(Bulletins, Generic Letters, Information Notices, Part21
Reports)
-上記の他関連パートナー会社、各種海外機関との連携を通じてトラブル情
報を収集
-BWR事業者協議会での活動を通じて事業者、JANSIとのトラブル情報の共
有を実施
-社内データベースによる最新知見を含めた情報管理体制を構築済
●収集したトラブル情報のe-Learning等による効率的な共有と、事業活動
での活用を推進している。
-過去の不適合を分類整理し、対策の水平展開状況を確認
-新設計や新商品に対しても、過去のトラブル事例等から、反映すべき対策
を予め確認
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「原子力の自主的・継続的な安全性向上に向け
た提言(2014.5.30)」ロードマップ骨格

東芝 日立GEニュークリア・エナジー

NRRC、JANSI、メーカーによる自主的安全性向上の取組

１．適切
なリスク
ガバナ
ンスの
枠組み
の下で
のリスク
マネジメ
ントの実
施

プラントのリスク特性や
設計、緊急時対策を熟
知し、事故時に緊急時
対応をマネージできる
人材の育成

●福島第一事故を二度と起こさない組織文化を事業者が構築
することをJANSIが牽引するとともに、事故の過酷状況下におい
ても、適切にリーダーシップを発揮できるような能力を育む研修
を、経営層から管理者までの各階層を対象に実施している。

- -

防災等、各種訓練の充
実

●緊急時対応訓練の実効性確保を目的に、原子力防災訓練を
計画、実施、評価/改善する上で参考になる基本的事項を取り
纏めた「原子力防災訓練ガイドライン」を策定し、防災の専門
家、事業者から構成する「原子力防災訓練検討委員会」を設置
して事業者の訓練の実施を支援している。

●リーダーシップ研修の一環として、事故時の高ストレス環境下
で、適切なコミュニケーション、状況判断、指揮統括を行う演習
や、その後の討議を通じてレジリエンス力を養う研修を実施して
いる。

- -

軽水炉安全研究ロード
マップの策定

- -

●自主的安全性向上・技術・人材ＷＧで示された基本方針を受け、
日本原子力学会「安全対策高度化技術検討特別専門委員会」にて
安全研究ロードマップ策定作業が行われたが、メーカーの立場で活
動に参加。平成27年6月「自主的安全性向上・技術・人材ＷＧ」にて、
「軽水炉安全技術・人材ロードマップ」が取纏められた。

安全研究ロードマップ
の改訂

-

・日本原子力学会の「軽水炉安全技術・人材ロードマップ高度活用」
研究専門委員会における安全研究ロードマップのローリング作業に
NRRCの専門家が参画し、作業を支援している。

●自主的安全性向上・技術・人材ＷＧのコメントを踏まえ平成28年度
に「軽水炉安全技術・人材ロードマップ」のローリング活動が日本原
子力学会にて実施されたが、当社はメーカーの立場で委員およびオ
ブザーバー参加し、ローリング活動の枠組み構築と、課題調査票の
改訂、ロードマップの見直し等の活動を支援した。
●また、学協会の部会レベルでは、次回ロードマップローリング作業
に向け、分野別の研究開発内容の見直し作業を進めているが、当
社は同作業に参画し、最新知見、環境変化及び実施中の安全研究
進捗状況の評価を踏まえ、安全研究ロードマップ改訂案の検討を進
めている。

安全研究、機器開発等
の実施

-

・NRRCでは、電力中央研究所がこれまで蓄積してきた豊富な知見や
技術等を基盤として、確率論的リスク評価（PRA）を活用し、規制の枠
組みに留まらない安全性向上技術の研究開発、各プラントにおける
効果的な課題解決策の検討・提言を行っている。

●安全評価技術や機器信頼性向上に係る技術などについて、メー
カー自主、事業者との共同研究とともに、経産省補助事業「発電用
原子炉等安全対策高度化技術開発」とその後続事業「原子力の安
全性向上の資する技術開発」にて研究開発を実施している。また、
経産省委託事業「原子力の安全性向上に資する共通基盤整備のた
めの技術開発」にて研究開発を実施中であり、安全技術の向上に努
めている。

④軽水炉の
安全性向上
研究の再構
築と
コーディネー
ション機能の
強化

4. 原子力分野全体として、
利益相反を廃した形での利
用側と規制側の共同研究
や運転・保守を含む日々の
リスク管理へのPRAの活用
等、原子力の安全性向上の
観点から相互の利益となる
問題に対して、利用側と規
制側が協力していくための
枠組みについて、具体的な
検討が求められる。

●当社は「原子力学会 安全対策高度化技術検討特別専門委員会 原子力
学会人材育成ロードマップ」の幹事会に参加し、メーカーの技術的な視点か
ら、至近に取り組むべき研究テーマを具申することにより、ロードマップの策
定に貢献した。

●原子力学会に「軽水炉安全技術・人材ロードマップ高度活用」研究
専門委員会が設置され、総会・幹事会に委員として参加している。ま
た、研究専門委員会に作業部会が設置され、日立GEはメーカーの立
場で活動に参加した。
●上記の作業部会に、専門家が委員として参加し、作業部会間にま
たがる課題や進め方に関して提言を実施することにより、ロードマッ
プの策定に貢献した。

●ロードマップの改訂にあたり、当社では技監、主幹クラスの専門家を委員
会メンバーとして任命した。近年の環境変化や、最新知見をふまえ、原子炉
メーカーの立場から、原子力学会の軽水炉安全技術人材ロードマップ高度
活用研究委員会に参画し改定作業に貢献した。引き続き、ロードマップ改定
活動に積極参加していく。

●近年の環境変化や、最新知見を反映させるため、原子力学会の軽
水炉安全技術人材ロードマップ高度活用研究委員会に参画し、ロー
ドマップのローリング作業に貢献した。
●また、原子力学会研究専門委員会におけるロードマップのローリン
グ作業に参加し、検査制度見直し等の環境変化を議論するとともに、
ロードマップや課題調査票の改訂に協力した。

●原子炉メーカーとして、プラントに係るシステム、機器等の技術・知見を活
用し、世界中の好事例の取り込み、残余のリスクの低減、さらなる安全性向
上策の立案、安全性向上のための研究推進に責任を負い、それらを積極
的に推進していくことが、ひいては国内関係機関の原子力の自主的安全性
向上の取組に貢献できるという考えのもと安全研究、機器開発を国家プロ
ジェクトとして実施してきている。また、一部研究成果については、既設炉安
全性向上対策に活用されている。２０１１年以降取り組んできた。主な国家
プロジェクトは下記。

・シビアアクシデント時の水素処理システムの開発に向けた基盤整備
・薄型コアキャッチャーの技術開発に向けた基盤整備
・原子力発電施設に適用する制振装置開発に向けた基盤整備
・高エネルギー密度蓄電池の火災防護対策に向けた基盤整備
・原子力発電所の建屋の材料、構造及び工法の高度化に向けた技術基盤
整備

原子力技術の安全性高度化に向け、今後も引き続き、積極的に安全研究、
機器開発への取り組みを進める。

●日立GE独自に、BWRプラントの安全性を向上させる研究を実施し
ており、代表例として以下のものが挙げられる。1)空冷技術の研究
（平成25年3月に状況を公表)、2)使用済み燃料に含まれるマイナーア
クチノイドの低減・燃焼技術の研究(平成25年8月に研究状況を公表)
●経産省補助事業「発電用原子炉等安全対策高度化技術開発」とそ
の後続事業「原子力の安全性向上の資する技術開発」にて研究開発
を実施している。また、経産省委託事業「原子力の安全性向上に資
する共通基盤整備のための技術開発」にて研究開発を実施中であ
り、積極的に安全研究や機器開発への取り組みを推進している。

③外部事象
に着目した事
故シ－クエン
ス及びクリフ
エッジの特定
と、レジリエン
スの向上

1.(５) 大規模災害も念頭に
置いた緊急時対応体制の
強化に向けて、政府も含め
たあらゆる主体によるICSの
ような規格統一化された緊
急時対応体制の整備や、事
故時のプラントの状況変化
を熟知し、緊急時の意思決
定を独立した立場から監視
することのできる人材の各
発電所への配置等につい
ても、更なる検討が期待さ
れる。

- -

- -
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…電気事業者個社の取組

…メーカーの取組

…原子力産業界共通の取組

…原子力分野の全体の取組

左記提言に関連する「原子
力の自主的安全性向上の
取組の改善に向けた提言
(2015.5.27)」

原子力安全推進協会 原子力リスク研究センター 三菱重工業
「原子力の自主的・継続的な安全性向上に向け
た提言(2014.5.30)」ロードマップ骨格

東芝 日立GEニュークリア・エナジー

NRRC、JANSI、メーカーによる自主的安全性向上の取組

１．適切
なリスク
ガバナ
ンスの
枠組み
の下で
のリスク
マネジメ
ントの実
施

④軽水炉の
安全性向上
研究の再構
築と
コーディネー
ション機能の
強化

規制研究との利害相反
を排除するための研究
枠組みの構築

- -

●安全性向上に係る研究開発に関して、利用側と規制側の相互の
利益となる活動について、その枠組み構築を関係機関全体で意見
交換を行い、具体的に進めていくことが必要である。現在、検査制度
見直しについて規制側と事業者の議論がスタートしていること、学協
会規格の規制による活用について議論がスタートしていること等、各
所で利害相反排除に繋がる議論/意見交換が進められているが、学
協会や関連機関と連携した活動を展開している。

原子力安全の基盤とな
る事項についての共同
研究の実施

- -

●日本原子力学会による安全研究ロードマップ策定作業に参画し、
短期/中期/長期の基盤研究の具体化計画を連携して策定した。ま
た、燃料安全等の分野では、関係機関と連携し、各種基礎研究を進
めている。

国内研究機関や海外と
の連携を通じたＰＲＡ高
度化に向けた基礎研究
の実施（再掲）

- -

・NRRCは、産業界との連携のもとでPRA高度化に向けた研究開発を
行い、技術諮問委員会や海外専門家の指導・助言も受けながら日本
の事業者が行うPRAを国際的に遜色ないレベルに引き上げる活動に
貢献するとともに、さらに国際的に中長期的な課題となっているPRA
の研究開発課題に積極的に取り組み、事業者のPRA活用を促進して
いく。

●PRA高度化に向けた基礎研究の実施状況は、上述のとおり。

(１) 東京電力福島第一
原子力発電所事故後
にINPOの報告書等で
指摘されてきた、我が
国で見られる集団思考
や第三者による意見の
勘案の不足という問題
を踏まえ、疑問を提示
し、これを議論する風
土づくりを一層進めるこ
とが望まれる。

- - -

(３) 適切な安全文化指
標等を用いることによ
り、安全文化の改善を
継続的に監視しつつ、
世界の良好事例に学
ぶ姿勢を一層強化する
ことが望まれる。

- - -

改善に
向けた
提言

３．東京電力
福島第一原
子力発電所
事故を踏まえ
た組織安全
文化の改善と
安全確保の
ための人材
育成の継続

●福島第一事故を二度と起こさない組織文化を事業者が構築
することをJANSIが牽引するとともに、事故の過酷状況下におい
ても、適切にリーダーシップを発揮できるような能力を育む研修
を、経営層から管理者までの各階層を対象に実施している。

●リーダーシップ研修の一環として、事故時の高ストレス環境下
で、適切なコミュニケーション、状況判断、指揮統括を行う演習
や、その後の討議を通じてレジリエンス力を養う研修を実施して
いる。

- -

- -

●原子炉メーカーとして、PRA高度化に係る研究・開発に協力するため、以
下の活動を実施している。

・NRRCを中心とした共同研究に参画し、火災・溢水PRAの手法開発等を協
力して実施し、特に、米国の火災PRA手法の最新情報等を提示した。
・PRA高度化に向け、原子力学会で整備を進めているPRA学会標準の策
定、改訂に参画している。学会標準の新規文案及び改訂案を作成し、委員
会を通じて提案した。

●上記に掲載の通り。

5. 我が国の原子力分野全
体として、真に原子力安全
の向上に資する取組から順
に実施していくことの重要性
に鑑み、日本原子力学会に
おいては、軽水炉安全技
術・人材ロードマップの素案
策定の際に技術課題に明
確な優先順位付けを行うと
ともに、客観性の向上を図
る観点から本ロードマップを
国内外へ広く発信し、国内
外の専門家によるピアレ
ビューを主体的に受けなが
ら、得られたコメントをローリ
ングの過程で本ロードマッ
プに積極的に反映していく
ことが期待される。

●安全性向上に関わる技術開発を国、産業界と協力して実施する一方で、
規制に関わるデータ拡充に貢献するため、例えばスクラビングデータの取
得など、所有する技術資産・試験装置を活用してNRAからの委託研究を実
施している。
また、METI委託で実施している安全性向上に向けた研究についても、透明
性、客観性を確保すると共に、規制研究との重複を排除し効果的な研究を
推進する観点から、METIと協力して、その研究内容・成果について規制庁と
意見交換を実施した。
当社は、引き続き、規制側にも有用な研究・開発を積極的に進めるととも
に、原子力産業界における研究枠組みの構築に関し、産業界全体で議論を
進めていきたいと考える。

●検査制度見直しや学協会規格の規制による活用等で利害相反排
除に繋がる議論/意見交換が進められているが、安全性向上に係る
研究開発に関して、利用側と規制側の相互の利益を目指すことが重
要である。そのため、技術者・研究者が、所属組織の立場を超えて自
由に意見を発信できる原子力学会（安全部会等）や保全学会を通じ
て、議論に参加している。

●原子炉メーカーとして、プラントに係るシステム、機器等の技術・知見を活
用し、以下の研究等を実施している。

・JANSI：ガイドライン、指針、規程等の整備、改訂に係る業務を継続して推
進中である。
・NRRC：NRRCを中心とした共同研究に参画し、火災・溢水PRAの手法開発
等に協力し、米国最新の火災PRA手法の最新情報等を提示した。
・事業者：地震に対するフラジリティ評価の高度化は2016年より実施中。
今後も引き続き、NRRC、事業者と協力してPRA評価手法や、機器耐力評価
手法の高度化について提案していく。

●国の研究機関、電気事業者、その他の研究機関とともに、共同研
究を実施中である。
●BWRの炉内二相流の挙動について、試験結果と解析手法との高
度化を図り、今後の安全性高度化に資する基盤を整備している所で
ある。
●将来の軽水炉利用として、安全性向上に低コストで高い効果が得
られる次世代のBWRプラント概念を検討中である。
●万が一のシビアアクシデントの備えとしては、格納容器を守る手段
として、注水機能の強化や格納容器保護材料の検討を実施してい
る。
●国内で培ったBWRの技術や建設経験を生かし、英国大学が設立し
たBWR研究ネットワークへ、豊富な知見の提供やさまざまな技術支援
している。また、ネットワークを通じて得た知見は、国内の活動に
フィードバックしている。
●その他海外の取り組みとして、カナダ州政府と小型炉に関する共
同研究、米国３大学とＲＢＷＲに関する共同研究を実施している。


